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本調査は,日 本 自転 車振興会 の機械工業資金による

「昭和46年 度 情報処理 に関す る調査研究補 助事 業 」

の一環 として実施 したものである。
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序 に 代 え て

ソフ トウエアの価値 につい ては近年 各方面 の注 目を集 め論議 されているが,

これに対 し正当な経済的評価 を行な うことは・ ソフ トウエア産業 自体 の基盤

が浅 い わ が国 に お いて は現 在 全 く手探 りの状態 で あ る。

'こ の よ うな状況 に おい て,ソ フ ト之チ ァ業 界.と..L全て.:77ー トゥ 子 ア 包幽 に

一 方一を進 めるのは意義 のあるこ とである。

当財団 では昭和46年 度事 業の一環 として 「ソフ トウエ アの価値 に関する

調査」を取 り上 げその実務 を社団法人 ソフ トウエア産業振興協会へ委託 した。

本報告書 はその成果で ある。.

本報告書 が ソフ トウエ アの価値 に関す る議論 の手 がか りとなることを念願す

る次第 である。

昭和47年3月

財団法人 日本情報処理開発セ ンター・

会 長 難 波 捷 吾
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ま え が き

本 調査 は、 ソフ トウ ェア産業 振 興協 会が 昭 和46年 度 に実 施 した調 査 事業 の テ ーマの1

つ であ る 。

「ソ フ トウ ェアの価値 」につ い て は 、昨年度 にお い ても当協 会独 自に検討 を行 い 、 「中

間報 告 」を ま とめ た が、本年 度 は(肋 日本情 報 処理 開発 セ ンターの ご援 助に より委託 事業

として 実施 した。,

ソフ トウ ェアの価値 、 と くに市場価 格 の確 立{こつ い ては、先 進 国 アメ リカにお い て も必

らず しも一定 の標 準方 式 はな いが 、数 多 くの ソフ トウ ェアが 二定 の価 格 を も って流通 して

い る事 実は 、我が 国 にお け る現状 と大 き く異 な って い る。そ こで安定 した ソ フ トウ ェアの

価 格を、我 が 国 ソフ トウ ェア業 界 に 醸 し出す ため 当協 会 は具体 化 可能な 範 囲 で、 まず ソフ

トウェア価格 の標 準 算出方 式を設 定 し、徒 らに過 当競 争 におち いる こと を防止 し、顧 客 の

認 識を促 す ことが 急務 で あ る ことを認 め、 本調 査の 実施 にあ た ったので あ る 。

調査 方法 と しては 、 当協会 に委 員 会を 設置 し、』法 度 の 中間 報告 を も と`こ内外 の状況 を

ふ まえ て、次 の テ ーマ を設定 した。

Lソ フ トウ ェア産業 振興 協 会 と して@原 価構 成 案 の作成

2.マ ンパ ワー 、 コス ト等 に関 する実 態 調査・

3.ソ フ トウ ェアの 価値CDfあゐ △ ざ姿ε つ い ての考 察

初 め1こ、小 委員会 委 員所 属 の各 社(_6.社.)一に畠 き予備 調査 を行 い、 そ の結 果 を検討 して

調査 票 を補 正 し、 会員 会社40社 を 対象 に全 体調査 を 実施 して 、本 報告 書 を取 りま とめ た

もので ある 。

今 後 の業界 の発 展 は 、 ソ フ トウ ェア企業 が 常に高度 な 技 術 と独創 性 を維 持 し、引続 き開

発 を可能 にす る には 、 ソフ トウ ェアの.価絡 が適 切に評 価 を受 け 、次の再 生産 を保 証 し得 る

に 十分 で あ るか ど うか で あ る。

本 報告書 に も られ た内容 を、具体 的 に 検討 し実施 に あた って、,更1こ肉 付 す る こ とが今 後

の課 題で あろ う。

終 りに、 本調 査 のた め に回 答 を寄 せ られた 会員各 社 のご協 力、 及 びご多 忙 中を ご検討 い

ただ いた委 員会 各位 な らびに まとめ にあ た った小委 員会 お よび幹 事会 社 の熱 意 に対 し、 心

か ら感 謝 の意 を表す る次第 で あ る。

昭和47年3月

社団法人 ソフトウェア産業振興協会

会 長 北 代 誠 弥
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1.委 員会 に 与 え られ た 課題 と経 緯 に っ い て

⑱

、

(1)は じめに,

この報 告書 は 、 ソフ トウエア産業 振興協会 か 日本情 報処理 開発 センタ ーよ り、本 年 度委 託 され た

「ソフ トウエアの価 値 に関 す る調査 」にたいす る もので ある。

この問 題 は、昨年 度 も ソフ トウエ ア産業 振興協 会 に委 員会 か設 け られ 、その検討 の成 果 か 「中間報

告 」 として 託 め られた の 祉 じめ 、 業界 と して必要 かつ緊 急 の課題 と してい ろい ろ 錫 で とりあ

げ られ 、論 じ られ て きた 。『ま た 、近年 、情報産 業 発展へ の条 件 として、あるい はソ フ トウエアの 流通

促進へ の条件 と ・て ・芦 陥社会髄 その ・のの変イヒκ と も・ ・て ・各 方 面で注 ・ をあつめ論 議 ・れ

てきた と ・は叡知 の ・お り轡;'』 ・しか し・その 中に おい て … の問題 につい ての編 的 ・集 約

はい まだ にな され てお らず 、依然 と して 〃課 題 〃としての こ され 、いわ ば手探 りを続 けてい る状態 で

あ るo

ソ フ トウエア κっい ての 社会 的 な認識 も、一時の それ と比 べれ ばか な りの前進 がみ える が 、業 界 と

して ζの 問題 に取 り組 む こ とは たん に事業成 立(安 定)へ の 手 がか りκ とどま らず 、大 きな意義 が あ

る もの と思 われる 。 そ して同時 に、 こあ こ とは ひ とり業 界だ けの問題 で は な く、経 済 社会 全体 への

問題 と して さらに検討 が すす め られ なければ な ら ない もので あ り 、この報告書 はそ の ための ひ とつの

起点 となる もの で ある 。 〉

ソフ トウエ ア産 業振 興協会 では 、この プロジユ ク ト遂行 のた め にあ らた め て"ソ フ トウエ アの価 値

に関 す る委員 会 〃を設 置 し、作 業 をすす め て きたか 、は じめ に その経過等 につ いてふれ る こ とにする。

旬

② 委 員 会 と し て'の 調 査 テ ー マ に つ い て

最 初 に委員 会 に提示 され た調査 テ ーマは 、

1)ソ フ トウエア価格 構成 要素 の実 態

2)ソ フ トウエ ア開 発の ための マン パ ワー コス トの基 準 と積上 げの実 態

3)ソ フ トウエア技術 者 の格 付 け基 準 と開発 グル ー プ編成 の実態

で あ った。 委員会 で は これ を検討 した結果 、調査 の 目的 、対 象 お よひ調 査の テ ・一マ を次 の ように設

定 した 。

・調査 の 目的(問 題意 識)

ソ フ トウ エアの価値 に つい て 、業 界 としての一定 の方向 を得 るため に、ま た これ に対す る一般 の認

識 を高め るため に委員会 の論議 をふか め る。 また 、当面 は 〃原価 積上げ に よる価 格決 定方 式"の 一

致 した適 用 に よb、 適iEな 価格 の維持 と過当 競争の排 除 をはか る。 この た め 、振 興協会 の主 体 的 な

プ ロジ ェク トとして これ を とらえ 、この問題 に対 して継続 的 に取b組 みN統 一基準 の設 定 などをめさ'to

－1一



・調査 の対象(範 囲)

ソフ トウエア をその 開発 の性 格 に より、受注 タイプ とパ ッケ ージ ・タイ プに分 け た うち 、まず 受注

タイ プ(自 立 開発型以外 の ソフ トウエア)を 調査 の主た る対 象 とす る。 パ ッケ ージ ・タ イプ(自 主

開発 型 ソフ トウエ ア)に つ めては 、今 回の調査 を基礎 に次期 プ ロジェ ク トにま ち 、さらに 「価値 」形

成 問題 を方向 ずけてい く もの とす る。

・調査 に あた っての テ ーマ(委 員 会 としての 目標)

(1)ソ フ}ウ エ ア産業 振興協 会 と しての原価構 成案 の作成

「原価」 主義に も とず く価格決 定方式(原 価積 上げに よる見積価 格算 定方式)の モデル設定

(2}マ ン パ ワーコス ト等 にか か る実態調査

① マ ンパ ワー コス トの構成 要素 お よびその ウエイ ト

② 構 成要 素別 の算定 な どの実態

③ マンパ ワ ー格 付 、お よひ単価 の実 態

(3)ソ フ トウエアの価値 の あるべ き姿 についての考案

これ らは 、委 員会 で論議 され た こ とで もあるが 、ソフ トウ エアの生 産 につい て 〃個 別受 注生産 方式"

層
を とって いる ケースかほ とん どで ある とい うことか らきている 。 す なわ ち 、日本 にロ 自主 開発型 ソ

フ トウエアの"流 通"が ま だない 、 といわ れ る ような現状 か ら、現 実 に即 したか たちで 、 しか も現実

に と りうる範囲か ら固 めてい くとい うこ とで あるo

委 員会 と しては、た ×徒 らに 〃理 論"を 展開す るた めに調査 をお こな うよりも 、具体 的な ア ウ トプ

ッ トを想定 した調 査 を行 な うべ きで あり 、 しか もそれは 現実的 な実行 可能 なもの を狙 うことが必要 で

ある と判 断 した 。

◆

(3)調 査 の経 過 に つ い て

調 査の具 体的 な展開 にあ た って は、委員 会の 中に少 数 メ ンバ ーに よる小 委 員会 を設 け、幹 事社 を中

心に実態調 査 の実施等 の作業 をお こない 、さらに 、委員会 の検討 をす す めて きた 。 約6ヵ 月間 に わ

た る調査 の結果 をまとめた もの か この報告書 であ るか 、 この間 少数 ク ースに よる 「予備調 査 」をは じ

め 「全体調査 」な ど、実態調 査 に過半の 時間 をつい や した 。.

「全 体調査 」ロ 、調査 の テ ーマに したか い"原 価主義 に もとず く価 格決定 方式"の モ デル化 、お よひ

マンパ ワ ーコス ト等 の実 態 把握 な どについ て行 った 。これ は 「予備調 査 」の結果 を したじ きに したわ

けで あ るが 、具 体 的な調査項 目は次 の通 りで ある。

1)見 積価 格決定 にお ける工程区 分 につい て

2)'〃 価格構 成要 素 につ い て

3)見 積bの 方法(原 価 積上 げの方 法)に つveて
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4)協 会 モ デルへ の 準拠の 意志 につい て

5)マ ンパ ワ ー格付 け 、標 準単 価等 にっい て の実 態

6)人 件 費(マ ンパ ワー費)の 構 成等 にっwoて

7)マ ンパ ワー格 付 け 、マンパ ワ ー費 の設 定 な どへ の意 見

8)電 算機 使用料(マ シン費)に つ い ての実態

9)技 術料 につvaて の意 見

10)見 積 りの プ ロセス 、内容 につ い て

11)原 価計 算 につ いての実態'

12)ソ フ トウエアの価 値(価 格)の あるべ き姿 につい て

「全 体調査 」に対 す る回答 は 、対 象40社 の うち期 日ま でに23社 、その後2社 の合計25社 か ら占

った 。 得 られ た資料 は整理 分析 の の ち、若干 の イン タ ビュ ー等 の補足調 査 などを加え て集 約 され 、

小委 員会 、委員会 の 討議を経 て 「報告 書 」に ま とめ られ た 。

委員 会 では 、実態 調査 の集 約か ら、当面 とらね ば ならない 「原価 」主義 に も とず く価格決 定 方式 の モ

デル化 をすすめ た 。 さらに 、ソ フ トウエ アの価 値(価 格)の 〃あるべ き姿"に っい ての広範 の討 議

をお こない 、最終的 には本 報告 書 の ま とめを検討 した 。 ・

lt;le・、委員 会の メン バ ー として討 議 に参加 したの は 、別紙 に示す21社 で ある。

また 、本報告 書 は次 の項 目に より構 成 され てい る。

1.委 員会 に与 え られ た課 題 と経 緯 につ い て

2.ソ フ トウエ アの価値 問題 の取b上 げ方 につ いて(動 向)

3,「 原価 」主 義 に もとず く価格決 定 方式 の モ デル につい て

4マ ン パ ワー費k・よひ格 付 けの 実態 と、基 準 の 「試 案 」につい て

5.ソ フ トウエ アの価値 の あ るべ き姿に ついて(若 干 の考案)

6.参 考 資料

さい ごに 、多忙 な時 間 を さい て本調査 に ご協力い ただいた各 社に あらた め て御 礼申 し上 げ る次第で あ

るo

● (4)ソ フ トウエア の価 値 に 関す る委 員会 名 簿

㈱ 開発 計 算 セ ン タ ー

㈱ 近 畿 コ ン ピュ ー タ ・コン サ ル タ ン ト

㈱ 国 際 コ ン ピュ ー タ ・サ イ エ ン ス

○ ㈱ コ ン ピュ ータ ・アプ リケ ー シ ョン ズ

シ ス テ ム 開 発 ㈱
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住 商 コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス ㈱

セ ン ト ラル ・シ ス テ ム ズ ㈱'

日本 コ ン ピ ュ ー タ ・ダ イ ナ ミク ス ㈱

○ 日本 シ ス テ ム ・ク リエ ー シ ヨン ㈱

○ 日本 ソ フ ト ウエ ア ㈱

日本 タ イ ムシ ェ ア ㈱

◎ ㈱ ジ 土一'エ ム ・エ ー ・シス テ ムズ(日 本 能率 協 会)

日本 ビジ ネ ス ・オ ー トメ ーシ ョン ㈱

○ ㈱ 日本 ビジ ネ ス'コ ン サ ル タ ン ト

㈱ 芙 蓉 情 報 セ ン タ ー

日立 ソ フ トウ エ ア ・エ ン ジ ニ ア リン グ㈱

㈱ ビ ジ ネ ス ・コ、ン サ ル タ ヲ 、ト

○ ㈲ 日本 情 報 処 理 開 発 セ ン タ ー

㈱ 日本 ユ ニ バ ッ ク総 合 研 究 所

日本 コ ン ピユ 三夕 ・シ ス テ ム ㈱

日本 電 子 開発 ㈱

亀

(社)ソ フ トウエア産業振興 協会

○ 小委員会委員

◎ 幹 事 社

づ
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2.ソ フ トウェアの 価 値 問題 の 取 り上 げ 方 に っ い て(動 向)

(Pは じめ に

さ きにADAPSO(米 国71一 タ処 理 サー ビス業協 会)か ら発表 され た 、1970年 の米 コン ピュ

ータ ・サ ー ビス業 界調査 結果 に よる と
、

① コン ピュー タ ・サ ービス業 界は激 烈 なる競争 にま きこまれ てい る ことかあ らため て実 証 され

た 。 業界が あげ る競争相 手は 銀行 の デ ータ処理 ビ ジネ ス 、コ・ンピユ ータ本 体 メーカ ーで あ る

が、 最 も激 しい競 争相 手 は同業 者で あ るとされ てい る。

②1970年 度 にお ける企業 数 は約000社 、75年 に な って もせいぜ い1,300社 程度 に

しか増 え ない 見込 みで あ るが 、い っぼ うで70年 の売上 高 は約20億 ドル(7 ,200億 円)、

75年 には50億 ドル(1兆8千 億 円)に も達 する と推 定 され る。 売上 げ の増 加rcく らべ 企

業数 が増 え ないのは 競争か 激 しいた め淘 汰 される もの も多い か らだ とい う。

③ 業 界の 直面す る問題 点は ぶなん とvaっ て も過当 競 争 が第1、 次い で資 金調達 と価格 体系 の欠

陥 があげ られ 、 さらに要 員 問題 かあげ られ てい る。 また、上位31社(全 企 業の3%)が 総

売上 高の57%を 占 めて しまve、 大半 の企 業 の売 上げ は60万 ドル以 下 で ある こ とも問題 とさ

れ てい るo

な どの特徴 が挙 げ られ てい る が、快 調 に成 長 しつ づ けて きた米 国の コン ビニ‥ タ .サ ービス業 も、

71年 は業界 に と って ひ とつの転 機 を迎 え た ともされ てvaる 。

日本にお い て も、 日本 情報 処理 開発 セン タ ー(JIPDEC)、 日本電 子計算 機(JECC)、 日

本経 営情報 開発協 会 な どで 同様の 調査 を行 な ってい るが 、規 模 こそ ちが え類似 の調査 結果 が み られ る

よ うで ある。 と くκ 、業界 にお け る過 当競争 と価格体 系 の混乱 の問題は 、相互 にか らみ あ 〔て 、ま

た業 界内部 だけ で な く外部(市 場)に お け る認 識の度合 と作 用 しあ って 、多 くの論議 をよんで い る。

こ こで取上 げ る 「ソ フ トウエアの価値 」問題 につい て も、この いわぱキ メ手 が不 在の
、混乱 した現状

のな かか らすす ま なけれ ば ならない とい う前 提 かあ る。 しか し、それだ け にまた
、この問 題の もつ

必要 性 と緊急 性 、キ メ手 を求 める期待度 も大 きい ことにな る。

ソフ トウエアの価値 問題 につい ては、それ か価格 とい う尺度 で表 わされ る場 合 もふ くめ て 、これま

でい ろ いろ な方 面でそ れぞれ の立場 か ら取 り上 げ られて きた か 、そ の うち のい くつか をロ じめ に

Reviewし てみ るo

(2)日 本電子 工業振 興 協 会 「ソ フ トウエアの価格 に関す る答 申 」

昭 和42年4月 、 日本 電子 工業 振 興協会 に おいて 「ソフトウェアの 価格」につ い て まとめ られ たのが

具体 的 な検 討結果 と して先ず 目κ つ く。 この ときの 同会 ソフ トウエア技術 委員 会 「ソフ トウエ アの
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価格 に関 する答 申 」κ よる と、 〃この検討 結果 に より、 ソ フ トウエ アの価値 を認 識 し、料金 算定等 の

よりどころ となれ ば幸 で ある"と しなが ら 、ソフ トウエ アの価 格 について プ ログ ラム を中 心に具 体的

な数字 をあげて お り 、1つ の 指標 と して現在 ま でつかわれ て きてvaる 。(参 考資料③ 参照)

昭和43年(1968年)以 降 は 、tSbか らMISや 情 報産業 とい うことが脚 光 をあび た こ ともあ

って 、産 業界 を 中心 としてこれ に対 す る 「提 言 」か発表 され 、政府 機 関審 議会等 にお け る価 値問題 を

ふ くめた検討 も活発 にすす め られ た。 相 次い で訪 米 した 、68年MIS使 節 団 と情報産 業 特別調査

団か ら、それぞれ 「MISの 開発kよ ひ利 用に関 する提 言 」「情報 産業 の 開発 と育成 に関す る提言 」

が行 なわれ た 。 そ の中 で 、前者 は 〃ーーーー一 政府 と して は、 ソフ トウエアや システ ムの開発 に対

して 、投 入 され る知 識の価値 を正 当に評価 した妥 当 な開 発費 を算定 す る など、率 先 して知 識の価値 を

高 め る社会 的慣行 の形 成 につ とめ る こ と"、 後 者 は"従 来 、わが国 では ソフ トウエ アな ど

頭脳 の所産 に対 す る経 済的評 価をす る慣習 が不十 分だか 、情 報産業 の発 展の ために は これ らを あ らた

める必要が あ る"と してい る。

442ip4月 には 、経 団連 情報処 理懇談 会h・ら 「情 報処理 問題 につ い ての中間報 告 」か経 済 界の意 見

の要 約 と して出 され 、"ソフ トウ,エアの価 値の認 識 と流通 の 促進"の 重要性 をあげ て 、"一 ー一 一ーソ フ

トウ エアの流 通促進 の ため 、プ ログ ラムの登録お よび公開 の制度 を設 け ること 。 また 、ユ ーザ ーの

ソフ トウエアに対 する商 品感 覚 を譲成 する ため 、例 えば電算機 価格 の うちプ ログラム等 の評 価 を分離

す る こと も必 要 とされ 、と くに官 公庁 は大型 シス テ ム等 の開 発 を民 間 に委託 す るに あた って 、適 正 な

価格 を算定す る ために適 正 な ソフ トウエ アの評価 を行 ない 、この面で の主 導的 な役割 りを果 たす こ と

が望 まれ る"と してい る。

ふ

(3)産 業構造 審 議会 「情 報処理 お よび情報 産業 の発 展 のため の施 策 に関す る答 申 」

ま た5月 には 、産 業構 造審議 会情報 処理産業部会 か ら 「情 報処理 お・よび情 報産 業 の発展 の ため の施

策 に関 す る答 申 」か出 され 、42年11月 諮問 され た 「わ か国の情 報処理 お よひ情 報 産業の 円滑 な発

展 の ために とるべ き施策 のかん 」に対 して総合 的 な提言 かお こなわれ た。 こ こで もいろい ろ な施策

提言 とともに"ソ フ トウエアの価 値 の確立 と流通の促 進"の 必 要性 かつ よ くうたわれ てい る 。 この

答 申に盛 られ た施策 の具体化 か その 後すす め られ 、「情 報処 理振興 事業協 会等 に関 する法律 」とな り

、45年7月1日 か ら施 行 され たの であ る。

8月 には 、情 報産業振 興 議員連 盟 か ら「 ソフ トウエ ア振興 政策試案 」woわ ゆ る中山 試案か 出 され 、

税 制上 の問題 、機密保 護 に関す る問題 などが とりあげ られ る とと もに、 〃ソ フ トウエ アの価 値評価 の

不在"を あげ て、"一 一 ー一今後 その 価値評価 、対 価支払 の慣 習 を確立 す る必要か あ る"と している。

さらに 、44年10.月 に ロ、経 済審 議会情報 研究 委員 会vatsvaて 「日本の情 報化社会 」と題 する報

告 か ま とめ られ 、さきの産 業構造 審議 会答 申 とと もに情報 産業等 につ い て集 大成 を試み てい る。

〆

」
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この 報告 の 中では 、 〃情 報産業発 展 の条 件 〃の1つ として 〃情報 価値 の確立 〃を あげ て 、具体 的 な

情 報化社 会 へ の条件 整 備の うち主 として体 制に かかわ る ものの1っ と して"情 報 価値 の確 立tSよ び保

護"を 挙 げ ている か 、ソ フ トウエ アにつWOて も同 時 に とりあげて重 要性 を うた っている 。r

(4)IB社 「 ハ ー ド、 ソ フ ト価 格 分 離 策 」

こ うし たなか で 、1969年IBM社 が 、 ソフ トウエア をハ ー ドウエ アの 価格 か ら切 離 して男1建て

の価 格 とす る 「価 格 分離 策 」を発表 し、 ソフ トウエアの価値 につい てユ ーザ ーの 関心 を本格 的 にひ き

始 めた 。 この制度 は 日本 にお い て も1970年7月 以降 実施 に移 され たが 、ユ ーザ ー に と っては ノ・

一 ドウエ アの レンタル料 は平均3%引 下 げ られ た もの の
、ソフ トウエ ア につveて 別 に料 金 を支払 うこ

とに な ったの で ある。(参 考 資料④ 参 照)

この ような価 格か どの よ うな基準 で決 め られ たか については、ま った く明 らかに され てい ないか
、

とにか く価格 分 離に よ って 、"ソ フ トウエアに対 して料金 を支払 う"と い う新 しい 方式(商 取 引)か

具 体的 に進行 した こ とは 画期 的 な出来 事 で あ り、いや お うな しに ソフ トウエアの価 値問題 に対す る関

心 を高 め るこ とにな った 。

昭和45年 になる と、 この問題 の とりあげか た もこれ までの よう な提言 的 な もの か ら具 体 性 をtsび

て き、 さらに 、4'5年1月 に ソフ トウエア産 業振興 協会(6月 社団法 人 として新 発 足) 、2月 に日本

情 報 セン タ ー協 会(7月 社 団法人 発足)が 発足 した こ ともあ り、業 界 と しての取 組 み も始 ま りい っそ

う具体 的 に な って きた。

㈲ ソ フ トウエア産業振 興協 会 「甲問 答 申 」な ど

まず 、ソフ トウエ ア産業 振興協 会 では 、6月 ソフ トウエアの価値 に関 す る委 員会 の検 討 が開始 され

、"一 ーーー一当協会 が卒先 し、具 体化 可能 な範囲 で ソフ トウエア価格 の標 準算 出方式 を開発 し、そ の

採用 に より過当 競争 にお ちい る ことを防止 し、業界 の健 全 なる発展 に寄与 す るこ とが急務 であ る"と

して 、9月 「中間報告 」か ま とめ られ 、"一 一一一委 員会 と して 、とりあえ ず具体 化 可能 な対象 と して

原 価主 義 に よる価格積 算方 式の標準 化 を とりあげ た 〃結 果 、別 紙参考 資料② の よ うな案 が とり まとめ

られ た 。 同 じ頃 、日本 情 報処 理 開発 センタ ーに おいて すすめ られ てい た 「ソ フ トウエア汎 用 化技 術

調査 」報告書 かま とめ られ 、その 中で"対 価 の決定"と して この問題 が と りあげ られ て 、参考 資料⑤

にあげ た よ うにそ の考 え方か示 され た 。'

ぬ っぼ う、計算 セン タ ーを中心 とした団体 であ る日本 情報 セ ンタ ー協会 におい て も
、ソ フ トウエア

委 員 会 を設 け 「ソフ トウエ ア等 の価値 」につい て検討 をすすめ てい たか 、46年4月 にそ の"ま とめ

"と い うこ とで考 え方 を とりま とめた
。(そ の 内容 は公 表 され てい ない か 、雑誌 等 に掲載 され た もの

か ら概 そそ の 内容 は参 考資料 ⑥の とお りであ る)
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これ らの3つ の 団体 にお け るそ れぞ れの検 討rc}pv,て 共通 してい るこ とは 、い ずれ もソ フ トウエア

の価値(な い し価格)は 本 来 ユ ーザ ー(利 用 者)に と っての利 用効 果(価 値 評価)か ら決 って くるも

のであ り 、そ こに生産者 の原価 かふ くまれ て くる。 しか し、いまお かれ てい る実態 の中 で は 、その

よ うな価値 評価 に よる本来 的 な形成の姿 ロ 直 ぐには と りえ ない と して 、まず原 価 を積 上げ てい くこ と

に よ って価 格 を決定 す る 、原価主義 に よるこ とを方向づ け てい る。

この こ とは 、通産省 にお いて も、情 報処理 振興事 業協 会(IPA)が 民 間に ソフ5ウ エア開発 を委

託 す る場合 の発 注価格 を算 定 す る方式 として 、当 分の間 評価主 義で はな く、原 価積算 主義 を採 用 して

、開発原 価の回収 に重 点 をお く方針 を とってい る ことか ら も、現状 におい ては問題 は あ る と して も妥

当 な ところ であ ろ うと思 われ る。IPAで も、将 来 ソフ トウエア市場 が発達 して きた段 階 で順 次評

価主 義へ の転換 をはか る と してい るか 、評 価 の客観 的基 準 の設定 まで には 、この報告 書 に も述 べ るよ

うにか なりの道 の りかあ る ようで 、こん この 検討 と周囲 の状況 の変 化(利 用者 側の 認識 、受 入れ 姿勢)

にまつ ところが 多い 。

これ らの他 に、1970年 代(昭 和45年 以降)に なるtと、ソフ トウ エアの価値 あ る)・は情 報の価

値 とい う問題 に対 す る論文や雑誌 、新聞 等の 記事 も数 多 く、その論 議 も活発 に な ってきた こ とは衆知

の ご と くであ り、は じめに述 べた とお りいわ ばキ メ手不 在 の 、この 問題 に対す る必 要性 、 緊急性 がい

っそ うク ロ ーズ ・ア ップされて きた 。 こ の報告 書 もそ うい った 中で論議 され 、ま とめ られ て きた 。

この こ とを最 も顕 著に あ らわ したのが 、本 年度 の コン ピュ ータ白書で ある。

i

(6)日 本経 営情報 開発協会 「コン ピュー タ白書 」な ど

日本経 営情報 開発協 会 の手 になる 「コン ピュ ータ白書 」71年 版 は 、その副 題 に 〃情報 価値 の確立

を めざ して"を 掲 げ 、一大 キャ ンペ ーンへ の着手 をは じめ た。 内容 につい て はそ の一部 を参考 資料

⑦ としたか 、 これ までの 提言等 と変 る点 はほ とん どない 。

一 般に 、情 報 ない しソ フ トウエア の価 値 にっ い ての 認識 を高め るとい う意 図 の もとに ま とめ られ た

もの と して 、問 題は ある と して も今 後 の足 かか りと して評価 され る もの であろ うoま た 、白書 の 中

に も載 ってい るか 、同 じ 日本経 営情 報開 発協 会 に よる 「コン ピュ ータ利 用状 況調 査 」お よび 「情 報処

理 サ ー ビス業等 の需要構 造調査 」にみ られ る 、次の諸 点 も、 ソフ トウエ ア企業 か この問題 を とりあげ

てい く場 合 にひ とつの方向 を示 す もの であろ う,「 コン ピュ ータ利 用状況調 査 」でロ 、 〃情報 処理

サ ービス業 、 ソフ トウエア業 に対 す る要望"と して 、

1)標 準料 金の 明示54.9%

2)要 員 の資質 向上33.0%

3)責 任体 制 の確立24.6%

4)秘 密の厳守21.7%
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、

、

を挙 げ 、"情 報の 価値 につい て"は

1)情 報 の価 値 は情 報 を受 けた側 の主 観 、能 力 、時期 、活用 の仕 方に よ って決 ま る もの

で あ る047.7%

2)情 報 価値体 系 の確立 か 必要 で あ る24.4%

3)情 報 の価 値 を認証 させ る状 態 をつ くりだす こ とか必要 で ある11.0%

とい う回答 を示 してい る。

「情報 処理 サ ービス業 の需要構 造調査 」(46年3月)で は 、"調 査 にあ らわれ た意見"の ひ とつ と

して、過 当競争 の防 止(標 準 価格的 な考 え方の 導入)を 挙 げて い る 。 これ は 、過 当競争 に対 す る反

省 か ら きた ものが 多 く、そ の原因 と して"セ ンターの 乱立 、ダ ンピ ングの横行 、経 営理 念 の未熟 な ど

を指摘 し、業 界が 自主 的 に連携 しあ って過 当競争排 除 の方向 へ進 むべ きで あ る"と してい る 。

具体 的 には 、 〃標 準 的 な価格体 系 の確立 、セ ン ター自体 の 目覚 に よるダ ン ピングの廃止 な どに より、

ユ ーザ ーの セン ターに対 す る評価 を高 め てい く方向 で努 力す る必要 が ある"と し
、また 、"経 営基 盤

の 弱いひ とつの原 因 と して、セ ンタ ー自体 に も問題 は あるが 、情 報 処理技術 に対 す る評 価 、 ソフ トウ

エアの価値 等 にっい ての顧 客の無 理解等 も大 きいの で 、そ の改善 に業 界 自らが 努 力す る必要が あ る"

と してい るo

これ らは 、こ の報告 書 検 討rcあ た っての実態調 査 と多 くの点で 類 似 してtSb、 次 に挙げ る2つ の調

査 報告 の内容 と も一 致 した もの を もち、日本情 報処理 開発 セ ン タ ー情 報化 指標 作成 委員会 にお ける 「

情 報処理 サー ビス業 、 ソフ トウェア業 の売 上高 予測 」にあ る 、昭和50年 度の 売上 高

情報 処理 サ ー ビス業2,800億 円(昭 和44年 度 末260億 円)

ソフ トウエ ア業2.500〃 シ(〃40〃)

とい う予測 がす す む なか で 、やは り なん らかの解 決を急 がれ る問 題 として 「 ソフ トウエア の価値 」に

関 する問題が 大 き くあげ られ るこ とに なる。

(7)日 本 情報 処 理 開発 セン ター 「情報 処理 サ ー ビス業 の実 態調査 」

日本情 報処理 開 発 セ ノタ ーが46年5月 ま とめた 、「情 報処理 サ ービス業 の実 態調 査 」に よる と 、

"経 営 者の直面 す る問題 〃とい う副題 が示 す とお り
、い くつ かの問題が あるわ けで あるが 、激化 す る

一方 の受 注競争 の 中で 〃ダ ン ピング否定型 は21
.6%に す ぎない"と い う事実 と、その防 止策 と して

業界 協定 料金 あ るい は標 準 料 金制 な どを望 む声が 多い こと を挙げ てい る。 また 、あ る程 度 の適 正料

金 ラ インの設定 を望 ん でい る もの の合 計は77%た も達 してい る としなが ら も、"自 由競 争 でい くべ

き とす る ものが14.'1%あ る とい うこ とも注 目され る"と してい る 。 この こ とは 、"ソ フ トウエア流

通市場が 体 系的 に あ ったほ うが よい91.7%〃 とい う意 見 とあ わせ て 、業 界内 の意 見を あ らわ して い

る とい え るo
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また 、 日本 電子計算 機(JECC)に ょる 、独立 計算受 託企業 お よび独 立 ソフ トウエ ア開 発企業 実

態調査 報告 「 日本 の情報 サ ー ビス業 」(46年8月)に おい て も、ほ ∫同様 の意 見が ま とめ られ てい

るo

この ような、 「ソフ トウエ アの価 値 」問題 の動向 ない しは各 方面 での論議 の なかで ・今回 の調査 が

行 なわれ 、以 下に述べ る

・「原価 」主義 に もとず く価 格決定 方式 のモ デルにつ いて

・マ ンパ ワ ー費 お よひ格 付 けの実態 と、基準の 「試案 」につい て

・ソフ トウエ アの価値 の あ るべ き姿 について(若 干 の考察)

と して ま とめ られ た。

●

r

タ

夕
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■

[三 ユ 緬 」漣 に もとず く価鰍 定方式のモデルについて

(1)は じめ に

本 調査 の 第1の テ ーマは 、 「原価 」主 義に も とず く価格決定 方式 のモ デル設定 で あ った ことは先 に

述 べた 。

この問 題 につい ては 、すで に昨 年 度 、 ソフ トウエア産 業振興 協会 をは じめ と して 、 日本 情 報処理 開

発 セ ンタ ー、日本情報 セ ンタ ー協会 などで とりあげ られ 、研究 、検討が すす め られ てい る 。 本調 査

では 、これ らの 成果 を もとに してさ らに業 界の実態 調査 等 を くわえ て、・あ くまで も実 現 可能 なモデル

の設定 を め ざした 。

モデ ルの 設定 に あた っては 、は じめに少数 メンバ ーκ よる小委員 会 にお い て 、これ まで の成果 や各

・メ ンバ ーを対象 に した 予備 調査の結 果 か ら 「モデ ル案 」を作成 した。 そ の うえで 、これ につ いて ソ

フ トウエア産業振興協 会 会 員40社 に対 して ア ンケ ー トを中心 に した実態 調査 を行 な った 。 さ らに

本 調査 のた めκ 設け られ た委 員会の 検討 を重ね て モデル化 をすすめ 、以 下 に示 す ような 「モ デル 」を

ま とめ たo

"原 価 主義"に つい てはす でに各 所 でふれ てい る ところ なの で 、ここでは あ らためて言 及 する ことは

さけ る。 今 回の モ デルは"原 価主 義 に もとず く"と い う とお り 、「原 価 」積上げ 方式 に よ うてはい

る ものの 、たぶ ん に評 価 的要 素 もふ くん でい る。 モ デルの設定 に あた っての対 象範 囲 も、い ちお・

ケ受注 開発 タイ プ(自 主 開 発 パ ッケ ー ジ ・タイプ以 外の もの)と したが 、 自主開 発 タ イプ(価 値 評 価

主 義 に もとず く)の 場 合 に も価格 決定 の基礎 要件 と して 、ひ とつの指標 となる と考え られ る。

また 、実態 調 査 として行 な った ものの うち、 「見積 りの プ ロセスに つい て 」お よひ 「原 価計 算等 につ

いての実態 」の項 は 、本モ デル と表 裏の 関係 に おい て うらずけ となる。

以 トに 、まず モ デル の説明 をbこ な うo

匝 五一 ∠・・ウエアの価格決勧 式モデル

(3)見 積 価格、決定vatsけ る工 程区分 につ いて

① 事 前研究

その プ ロジ ユク トない しジ ョブの受 注のため に 、受 注前 に要 す る(要 した)す ぺ ての 研 究 、調査

活動 をい う。 受注仕 様書(見 積書)作 成 過程 にお ける 、当該 プ ロジ ユク トの予備 調査 、予 備設 計

を中心 と した 直接の事 前活 動 を いい 、一般 的 な研究 やいわ ゆる営 業活動 はふ くまれ ない 。

実態 としては計 上 され てい ない場合 が 多い様 であ るが 、この段階 に はか な り程度 の 高 い知 識 と技

術 力 、工数 を 要す るこ とか ら 、見積 計上項 目 と して具 体的に計 上 してい くこととす る。 業 界が 統

…して これ を計 上 してい くこ とによ り
、将来 的 には 、受 注の有 無にか か わ らず"事 前研 究費"が

「「11－

L



請求 て さるこ とをめ ざ し、当 面は客 先 に対 し明示 してい くこ とで 出発す る。

② 調 査 ・分析

受注 の決 った プロジユ ク トにつ い て 、詳細計 画お よひ見 積 りを行 な うた めの調 査 、分 析 活動 をい

う。 現状調査 か ら、調査 内容 の分析 、問題 点の把 握 などに よる 「調 査報告 書 」の作 成 、大 略 シス

テ ムの 設計 ま での段階 をいい 、詳細 見積 りをふ くむ 。

'

③ シ ステ ム設計

詳 細 な システ ム設計 の段階 をい い 、「システ ム定義 書 」が完 成 され るま での すべ ての活動 をふ く

む 。 〃調 査 ・分 析 〃の結 果 に もとず き 、新 システ ムの デザ イ ン、イ ンブン ト ・ア ウ トプッ トの設

計 、プア イルや コ ー ドの設定 な どシス テ ム諸条件 の確定 を行 な う段 階 をい う。 「シス テム定 義書 」

と して客先 の確 認 を得 る こ とで終 るが 、場合 に よ っては② と一 連の工程 に なる こ と も考 え られ る。

④ プログ ラム設計

シ ステ ム定義 書 に もとず き、詳細 プ ロセ スが決 定 され 「プ ログ ラム定 義書 」が完 成 され るまでの

段階 をい う。 詳細 プ ロセス の決定 に よ り、 プ ログ ラム単位(ラ ン)の 決 定 、チ エツク条 件 、1/0

条件 な どプ ログラム諸 条件 の確定 を お こなう段 階 で 、「プ ログラム定 義 書 」の完成 に よ って終 る。

場 合 に よ っては⑤ と併 合 して 、"プ ログ ラ ミング"と い う1つ の工程 として もよい 。

⑤ プログ ラム作成

プログ ラム定義 書に したが って 、 フロ ーチヤ ニトを作成 し、所 定 の プログ ラム言 語に よ リコ ーデ

イングを行 ない 、デバ ックを経 てその 「 プログ ラム 」を完 成 させ る段階 をい う。 単体 プログ ラム

が完 成 され る までの段階 であ るが 、デバ ックには関連 プログ ラム との スルー ・デ パ ツク もふ くまれ

る もの とす る。 また 、場 合 に よ って は 、コ ーディ ングまで の段階 とデパ ツクの段階 な ど、2～3

の工程 に分け るこ とも考 え られ る。'

⑥ テ ス トランお よひ結果 の検証

シ ステ ムの総合 テス トと検 証 の段階 をいい 、シス テ ム全体の 流れ を確定 し、その結果 につ いて客

先 の確認 を得 るま でをい う。 本 番 同様 の手ll質、条件 によるテ ス ト ・デ ータ もし くは抜 取 リデ 一夕

を用い 、あ るいは併 行処理 もふ くん で 、システ ム全体(す べて の ブ ・グ ラム)を 総合 的 に テス トす

る過 程 であ る。 テス トラ ン結果 につい て客先 の検 証確認 を得 た うえ で 、必 要 な修正 を加 え てシス

テ ムを確定 させ るまでの段階 をい う。

⑦ システ ム説 明書の 作成

客先 に よる検証 確 認が お こなわれ シ ステ ムが 確定 され た後 の 、操作説 明書 な どシステ ム稼動 のた

め に必要 な説 明書類 の整理 、作成 の段 階 をいう 。 い わゆ る ドキユ メンテー ン ヨ ンの段階 であ る。

⑧ シス テ ム移 行(別 枠)

現 行 シス テムか ら新 システ ムへ の移行 に関 わ るサ ポ ート作 業の 段階 をい う。 フィール ド.

一12一

'



セッ トア ップ(原 簿 作成 、伝 票 の切替 、マニュアル作 り 、教 育訓練 などの フィ ール ドの準 備)、 マ

シ ン ・セ ッ トア ッ プ(マ ス ター ・コ ンバ ージ ョン 、併行 処理 な どマ シン ・サイ ドの準備)左 どすべ

ての作業 をふ くむ 。 この段階 は 必要 と しない場合 もあ るの で 、必要に応 じて別枠 見積 りする もの

とす るが 、受注 条件 に よ って は予 め当初 見積 りにふ くん で もよい 。

⑨ シ ステ ムの保 守(別 枠)

シス テ ムの客先 に よる検 証確認 が お こなわれた後 、 シス テ ム定義書 の範囲 内で の変 更に かか る プ

ログ ラム修 正等 の 「保守 」作 業 をい う。 この段階 の考 え 方 としては 、昨 年度 ソフ トウエ ア産 業振

興協 会 「中間報告 」にあ る"保 証 費"を 採 る もの とす る 。 この段 階 も別枠 見 積 り(個 別 都 度)と

す るが 、予 め当初 見積 りにふ くめ る場 合 は、条項 として 、あるい は別記 見積 り として お こな う。

なお、シ ステ ム定 義書 の範 囲 をこえ る場合 は 、当 然 こ こにはふ くまれず 、別 プロ ジェ ク ト、別 オ

ーダー となる
o

(4)各 工程 にお け る価格構 成 要素 につ いて

① マ ンパワ ー費

そ の ジ ョブに直接 投 入 され る要員 に かか る人件 費等 をい うが 、直接人件 費 だけで な く、諸要素 、

一定 の格付 け をふ くん で"マ ンパ ワー費"と して設定 され た もの をい う
。 大雑 把 にい って 、人件

費+α=マ ンパ ワ ー費 の考え 方を とるが 、αは技術 料相 当分 で ある。 この αす なわ ち技 術料 は 、

企業 お よひ個 人 に蓄 積 され た技 術 力 、経験 な どの対 価 と して計上 す る。具体 的 な設定 には か な りの

難 しさがあ るが 、この マ ンパ ワー費 の考 え方 と"技 術料 〃の位 置 づけを明確 に し 、ソ フ トウエア業

界 と して一定 の方 向を打 ち 出 してい くこ ととす る。

なお 、 マ ンパ ワー費 は次 に挙 げ る よ うな要 素 に より構 成 され るが 、それぞ れ の比率 や額 な ど具 体

的 な内容は各企 業 の裁 量 に より決定 され る 。 人 件費に そ う大 きな差が ない とす る と、技術 料=技

術 力が各企 業界 の差 に な って い くわけ であるが 、業 界 と しての統 一化 へむ けて 、別 に 「試 案 」と し

て基 準マ ンパ ワ ー費 の 方向 を示 した。(次 項 参照)

人件 費 一 ー一直接 人件 費 、 直接 管理費 、 間 接部 門費 、 開発養 成費 、

全般 管理費(配 賦 分)な ど

技術料 一一一「企業 、個人 に蓄 積 され た技術 力 、経験 な どの対価

② マ シン費(ま たは電 算機使 用料)

当 該 ジ ョブのため に 直接 必要 とされ る電算 機 使用料 をい うが 、単位 となる使用 料は 関係諸 経 費 を

ふ くん で"マ シ ン費"と して設定 され た もの をい う。 具 体 的 なマシ ン費 は 、次 に挙 げ る ような要

素 に より構 成 され るが 、自社 マシ ンでは ない場 合 も見積 り要 素 にふ くまれ るo

構成 要 素 一 ーレ ンタル料(償 却 費)、 スペ ース料 金(機 械 室賃借 料 または 償却費等)、
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電 力空 調費 、直接経 費(人 件 費 、材料 費等)、 全般管理 費 な ど

算定基礎 時 間200～300時 間/月

③ 直 接 費

そ の プロジェク トな い しジ ョブに個有 に発生す る直接 経費 をいい 、次 に挙 げ る よ うな もの をい う

が 、各 工程区 分毎 に計上 す るか 、一括 計上 するか は任 意 とす る。

外 注加工 費 、材 料 費 、会議 費 、旅 費交通 費 、通信運 送費 、保管費 、印刷 費 、資料 費な ど

④ 特 別 費

その プロジェク トない しジ ョブのため に特 に必要 とす る、"外 部 の頭脳"の 賃 借料 、個有の ソフ

トウエ アの使用 料 または使用 可能 な 〃半 製 品"が ある場 合 は 、そ の充当 所要 額 を計上 する 。 具 体

的 な計上 の方法 につい ては任意 とす る 。 と くに 、 これ まで暖 昧だ った"半 製 品"技 術 ない しソフ

トウエ アの使 用 につい ては 、これ を使 用料 として計 上 してい くこ とによ り明確 κ位置ず け る。

⑤ 一般管理 費

その プロジ ェク トに直接 的 に発 生 す る ものでは ないが 、管理 費 、間接経 費等 全体経 費 として発生

す るもの を各 ジ ョブない しプ ロジェク トに割 掛け る、い わゆ る諸経 費相 当分 をい う。 間接部 門人

件 費お よひ管理 費 、事務 費 、全般 管理 費 、営業販 売費 、利益 等引 当金 な どをふ くん だ もの とす るが、

原則 と して各 工程毎 に積 上げ た トー タル ・コス トに対 し一 定率 で算 定計上 す る 。

(5)見 積 りの方 法(原 価 積上げ の方 法)に つ いて

原 価積上げ マ トリクス(例)

＼ 璽
区分

原価

構成要素

事

前

研

究

調

査
.!ム

分1設

i
析

ζ
テ

計

ζ
グ

z
設

計,

z
グ

z
作
成

蔑
r結

場

護

シ説

明ス

書

テの作

ム 成

答

訪

シ

ス

テ

ム

移

行

ζ

:
の
保
守

マ ンパ ワ ー費
・

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

マ シ ン 費 ● ○ ○ ○ ● C

直 接 費 ● ● ■ ● ● ● ● ○ ● ●

特 別 費 ● ● ■ ◆ ○

一 般 管 理 費 ○ ● ●

(合 計) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

'

(・必要 に応 じて計上 され る)

具体的 な原価 積上 げの 方法(見 積 りの方法)に つ いては 、そ の プ ロジ ェク トの十分 な"事 前研究

〃に よる見積 り分析 を前提 と して 、次 の よ うにな る。 もち ろん 、プ ロジェク トの性 格 、内容 等 に
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●

、

ヤ

よ り工 程 区分 やそ の 一部 が省 略 ま たは変 更 され る こと もある。

① マ ンパ ワー費 の算定

マ ンパ ワー費は 、主 と して工数積 上 げ に より算 定 する。

・各工 程区 分毎 に投入 要員 の割付 け を行ない 、格 付 け ラ ンク別工 程別にそれ ぞれ の所 要 工数 を見積

り、 これ を積 上 げ る。 積上 げ られ た工数 に対 し 、各 ランク毎 に定 め られ た単価(マ ンパ ワ ー費標

準単価)を 乗 じて マ ンパ ワー費 と して算 出す る 。

・プ ロジェク トない しジ ョブの規 模 、内容 、難 易度 な どに よる ランク付 け(各 工 程別 の標準 ランク

ない し標 準工 数の 設定)は 見積 り上 のぞ ま しい が 、当面 設定 は困難 と思われ る 。そ こで 、具 体 的 に

は各社毎 に経 験値 を した じき と してケ ース ・バイ ・ケ ースで工数 積上げ 、見積 る もの とす る。

・要員 の 格付 けお よひ標準単 価 に ついて も、標 準化(統 ヨ ヒ)が のぞ まれてい るが
、業 界 の実態 か

ら して も困難 な条 件 が多い の で 、こ こでは い ちお うの格付 げ区 分だ けを示 した。 具体 的 な要員 の

格 付けお よひ標準 単 価は各社 毎 に 、それ ぞれ の尺度 、前掲 のマ ンパ ワー費構 成要 素等 に より設定 す

るo

なお 、そ れぞれ の区 分は各 レベルを示 す もの で あ る。

シ ニア ・シス ァム ・エ ンシニ ア

シスァム ・エ ンシニア

シニア ・プ ログ ラマー

プ ログ ラマ ー(オ ペ レ ータをふ くむ)

ア シス タ ン ト(ア シス タ ント ・レベル をい う)

・しか し、マ ンパ ワー費 につい て、単価 も工数 も変動 要素 とい うことで はモ デル として不十 分 と思

われ るの で 、別 に 「試案 」を ま とめ指標 的 に基 準 マ ンパ ワ ー費 の方向 を示 した。

・"事 前研 究"費 にっい ては
、原則 が工 数積 上げ とは い うものの 必らず しも積上 げが お こなえ る と

は限 らない の で、 一括 計上 す るこ とも考 え られ る。

・各工程 別 ラ ンク別 に算定 され た マ ンパ ワー費 に つい て
、必要 な らば修 正 を加え て 〔積上 げ られた

もの κふ くまれ た ア ロー ワンスの度 合 い 、営 業 的 要素 な どに よる考慮 な ど)、 最終 的 に マンパ ワ ー

費 として合 計す る。

(参考)マ ンパ ワー費見積表 の例

工数見積
工程区分

投 入要員 割付 け
延工 数 マンパワ ー費 修 正AlBlCl

1

一

、
i

、
、

合 計 1

マ ンパ ワ ー 費
@

金額

修 正 il i
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② マシ ン費の算定

マ シ ン費は 、必要 とす る工 程 につい て所要時 間 を見積 り、予 め設定 され た単 位時 間当 りの金額 を

乗 じて算定 す る(単 価 の設定 は前掲 の マシ ン費構 成要素 に よる)。

・自社 マ シ ンに よら ない場合 は 、所 要時 間見積 りに とどめ るか(見 積額 に はふ くまれ ない)、 あ ら

か じめ定 めた方 法 に より算 定す るか(例 えば 、使 用予定 マシ ン使用料+α を単 価 と して設 定)、 の

い ずれ か に よる 。

③ 直接費 の 算定

当該 プロジ ェク トない しジ ョブに個有 に発生 す る直接経費 を計上 す るが 、各工程毎 にそれ ぞれ 計

上 してい くか 、全体 と して ま とめ て一括 計上 す るかは任意 とする 。 いず れの場 合で もそ の内容 と

個 々の金額 を 明記 す る。

○○ ○ 費 × ××× の ように

④ 特 別 費 の算定

そ の プ ロジェ ク トない しジョブのため に特 に必要 とす る技 術 料相 当分 な どが あ る場 合は 、その額

を計 上す る。 すな わち 、実体 の ある個有 の ソ フ トウエ ア、"半 製 品"、 または外 部 の頭脳 などを

使用 す る場 合 で あるが 、特 に これ らの もの を必要 と しない場 合 は とうぜん 計上 され ない 。

・全体調査 時 、 モデル案 として挙げ た"技 術料"の 項 目設定 は とりや め 、マ ンパ ワ ー技 術料 とこの

項 目に吸収 す る こと とし、 ここでは特 に実体 が 明 らか な もの を計上 す る。

⑤ 一 般管理 費 の算定

一般 管理 費 にっ いて は 、個 々に積上 げ る方法 では な く、全体 として一括 計上 す る。 全体 経費 と

して発 生 した費用 を 、各 プロジェク トない しジ ョブに割掛 け るかた ちで 、い わゆ る諸 経費 相当分 と

して計 上 する 。 モデル と して は 、い ちbう ① ～④ までの トータル ・コス トの10～15%

を 、一 般 管理 費の基 準値 として設定 する 。

「原価 」主義`こも とず く価格決 定方式 のモ デルに ついては以 上の通 りであ るが 、次 に これ の検融 の

経過 な どに ふれ る。

チ

'

(6)モ デル の検 討経 過 と実態調査 の結 果 について

モ デルの検討 に あた って とくに議論 とな ったの は 、工 程区分 にお・ける 「事前 研究 」、価格構成要 素

にお け る 「マンパ ワ ー費 」お よひ 「技術 料 」であ った。

「事 前研 究 」について は、 まず 〃モ デル案 に同意す る も実態 は異 なる"と い う回答 が最 も多か った

。"見 積 りの工程 としては存在 す るが 実際 に有償 の ケ ースは少 ない 〃 〃本来 見 積価 格 に入れ るべ き

であ るが実 情は むずか しい"と い う実 態 と 、力受注獲得 のための営業活 動 をサ ポー トす る もので ある

か ら見積項 目 とすべ きで ない""営 業 費 の考 え方 のほ うが ふ さわ し く、他 の項 目で 回収 すべ きで あ

'
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、

、

る"と す る意見 もあ った ことか ら論議 とな った 。 しか し、"こ こに注 ぎこむ 知 識 、技術 力 、工数 な

どは質量 とも大 きい もの であ り、業 界の努 力で有償 化 した い 〃とす る意見が大 勢 とな った 。 さ ら孤

昨年 度 『中間 報告 』に もこれが項 目と して挙 げ られ た経 緯 や 、モ デル案 と して設定 され た主 旨か ら も、

案 を生 かすべ きであ る との結論 を得 た。 たん なる見積書 作 成で は な く、十分 な事 前研究 に よる見積

仕様 作成 の必要 性 な ど、委 員会 としては モデル案 の定 義 を若干 修正 す るこ とに よ り、案 どお り項 目設

定 す る こと とした 。

i)マ ンパ ワー費 の考 え 方 につい て'

次の 「マンパ ワ ー費 」につい ては 、設定 の問題 とい うよ りもそ の内容 に論議 が集 中 した 。 す な

わ ち 、基準 マ ンパ ワー費 ない し統 一標準 単価 の設定 を望 む意 見が 多か った こ と、積上 げ の方法 にお

け るマ ンパ ワー格 付 け 、お よひ標準 工数 の問題 で ある 。 とくに 、統一 標 準単 価の設定 につい ては

、 〃協 会 を中心 に して何 らか の方向 を見 出 したい"と す る意見が 多か ったが 、一 方 で"大 雑 把 な考

え方 だけ を一致 させ 、後は各社 まかせ で もよい"と す る意 見 もみ られ 、現在 業界が まき こ まれ てい

る過 当競 争の渦 が うかが われ た 。 人間 産業 ともい われ 、マ ンパ ワー・コス トが総 コス トの中に 占

め る割合が 極 めて 大 きい ことか ら 、ダ ンピ ング競 争 の対 象が こ こにおかれ る とい う事実が 問題 を深

刻化 してい るこ ともある。 また 、後 にま とめ る実態 調査 にあ らわれ た 、マンパ ワー費 にお け る企

業間 格差の 大 き さは 、現実 と して この 「マ ンパ ワー費 」にかか る問題が とに か く大 きい こ とを あら

わ してい る。 そ こで 、次 の 「技術 料 」にお ける論 議 の結果 もあわせて 、マ ンパ ワ ー費 の設定 を"

マ ンパ ワー費=人 件費+技 術 料"で お こな うこ とと し、一定 の 方向 をま とめた 。 す なわ ち 、マン

パ ワ ー費の 中に技 術料 を明確 に位置 づ ける こ とに より
、蓄 積 され た技術料相 当分 な どの カバ ーの た

め にババを もたせ る こ とに した。 ま た、マ ンパ ワ ー格付 け については設定 が非 常 に難 しい こ と

か ら 、現在 せい ぜ い とり うる尺度 で あ る経験年 数 に より 、いちお うの ランク付 けだけ を示 した 。

そ して、基準 マ ンパ ワー費 を とい う声 に対 して は 、モ デル とは別 にひ とつの 方向 を 「試 案 」とし 『

て"指 標"的 に示す こ とで 、この問題 の論議が さらに深 ま り具 体化 され る ことをね ら った 。'こ の

「試案 」につい て は次項 に詳 しくふれ る 。

また 、同時 に問 題 とな った"標 準工数"に つい ては、 む しろ各 社の競 争力 を ここにお くとい うこ

と もあ り、検 討 に難 しさ もある ところか ら、今回 は と くに ま とめはお こなわ なか った 。 仮 に 、基

準 マ ンパ ワー費の 方向 が容認 され 、業界 として の統一化 が すす め られ るな らば 、技術 力 も しくは所

要工数が各 社 の競 争力 と しての こ って くるはず であ り 、 交 され た意見 もマ ンパ ワー費の基 準化 、

統一 化 に集 中 してい た 。

ii)技 術 料 の設定 に つveて

第3の 「技術料 」につ いて は 、実態 調査で も"と くV〈1技術料 とは せず マ ンパ ワー費 の中 に相 当分

をふ くん でい る""計 上 すべ きだ と考える が実情 は計 上 で きず にい る"と す る ものが 多 く、コメソ ト
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も'技術料 の内容的 うらずけ につい て集 中 した 。 積上げ の方法 に挙 げ られ た意 見 も併せ てみ た と き

、"価 格 基準 の設定 お よび客先 へ の認 識方 法 にか なりの困難 が あ る と思 われ る""評 価性(評 価

ので きる)の ものは計 上すべ きで あ るが 、それ以外 の ものは例 えば マ ンパ ワ ー費の 中にふ くまれ る

べ きであ る"お よひ"マ ンパ ワー費の 中 に技術料 相当 分 をは っきり含め て い く考え 方 を とりたい"

とする ものが 大半 を占め 、 と くに後者が 多 か った 。 知 的生産 物で あ るソ フ トウエ アの場 合 、"技

術 力の評価が 正 当に な され て対 価が設 定 される"と い う姿 をのぞみ なが ら も、具体 的 に原価 として

積 上げ てい く場 合の"現 実 の"問 題 が は っきり出 された わけで ある。 そ こで 、委員 会の検 討を重

ねた結果 「技術 料 」とい う項 目は設定 せ ず 、前述 の よ うに 、マンパ ワ ー費の 中に技術 料 を明確に位
」

置ず け るこ とによ って 、蓄積 され た技 術 力 、経験 な どの対 価相当 分 を計 上 してい くこ ととした。

さらに、 「特別 費 」 とい う項 目を新 た に設定 し、すで に在 る ソフ トウエアや"半 製品"の 使用 料

、外 部の 頭脳 の賃借 料 な どを こ こに計 上 してい くこ とで意 見の一 致 をみ た。 したが って 、{固有 の

ソフ トウエア や"半 製品"を 使 用で き る場合 は 、工数 は少 な くなるけれ ど も(す なわ ちマ ンパ ワー
く

費が 少 な くなる)、 それ に対応 す る分 を計 上す る こ とrcよ って、適 当 な原 価の 回収 をはか ること1が

で きる ・ しか しそ の場 合 に ・その こと を筋 力,とW断 して計上 しない か(極 端 場 合ダ ン ピング

の対 象 とす る)、 計上 して原 価 回収要件 とするかは 、各企業 の考 え方 に よ るこ とも事実 で ある。

「技 術料 」につ いては 、結果 として以上 の ようにま止め られた 。

しか しなが ら 、は じめ にあ ・た 「技術 料 」の考 え 方は ・モ デル にい うマ ンパ ワー技 術料 杜 ひ特

別 費 に必 らず しもすべ てふ くまれた わけ では ないo・ また 、大勢 の意見 とは な らなか った が 、案 ど

お り 「技 術料 」の項 目をの こすべ きだ とい う意 見 も根 強 くあ った 。 た とえ ば 、ソフ トウエア企業

が より前向 きに ソ フ トウエアの開発 につ とめ ようとすれ ばす るほ ど、先 行投 資や研究 開 発のた めの

引当金 が 必要 となる。高い技術 力 の維持 につい て も同様 で ある。 これ は直接 的 な開発 経 費ばか り

で な く、生 産会社 の中央研究 所 にお け る研究 費の ご とき もの もあり 、企業 全体の 運営 に 占める これ

らの割 合はか な りの ものに なる。 現在 の ところ 、個別 受注生産 方式 に よる開発が 殆ん どで ある

と して も、 ソフ トウエ ア業 として この ような先行 投資や研究 開発 の引当 金 の必要性 が大 きい ことは

い うまで もない 。 これ らの投下 が企業 の進路 を左右 す るとい う見方 もで きる。 そ うす る と、

これ らの費 用は どこか で回収 され なけれ ばな らないが 、当 り前 には商 品 の価格 にふ くまれ てお こな

われ る。 そ こでマ ンパ ワー技術 料の ようなか たちにな ったので あ るが 、これ だ けで はけ っして十

分 では ない。 また 、回収 とい う こと と同時 に、 これ らの 費用 を どの ように捻 出 し、どの ように確

保 す るか 、とい うこ とが重 要 で ある。 したが って 、「技術 料 」の 設定 に よる回収策 と、"引 当 金

"的 処理 による捻 出策 が問題 に な って くる。 これ は 、マンパ ワ ー技術 料 や特別 費の計 上 だけで解

決 され るもので はな く、さ らに具 体的 な手 だてが 必要 とされ る。

今 回は当 面の 、そ して現実 的 な策 と してモ デル の よ うなかた ちでま とめ られ たけれ ども 、今後 の

一18一
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検 討 に よりとの 「技術 料 」にか か る問題が さ らに具体 的に 肉付 け され る ことが侯 たれ る。そ して、

その こ とが 、ソフ トウエ ア企 業の発 展 とより よい ソフ トウ エアの 開発 を保証 する もので あ る と考え

るo

liDモ デルへ の準拠 につい て

以 上 の他 に 、「モ デルへ の準 拠 につ い て 」とい う調 査項 目が あ ったが 、業界 と して"そ の意 志が

あ る"こ とが確 認 され た 。 これ は 、事 前 に予 想 され た とお りの 結果 が 出た わけだ が 、"モ デルが

設 定 された場 合は 準拠 してい く意志 はあ る。 しか し企 業 の判 断 κ よる弾 力性 を もったうえ で ・ ・

.ご'ヅ 縦 め ことふ 映 の意見⑫ る・ .この問題が学 界内だけのモデル設定κ終ること

・く・む・ろr9モ 働 が出縦 なる 噸"的 性格がつ・い・v'2・ ・であb・ 記入・れた .

コメン トはモ デル の検討 にあた って 出され た 多 くの 意 見 と同様 で あ った 。 そ して この と とは 、激

しい競争 の渦 の 中に あ って 業界 の"足 なみ"を い か に してそ ろえ るか 、政府 機 関等 の"入 札制 度"

とい う障 碍 を ど うす るか 、また"顧 客 との合 意"を どの ように して得 てい くか な ど、の こされ た課

題 が また多大 で あ るこ とをあ らわ してい る。 したが って 、こ との実 現へ 向 けて さ らに具体的 な検

討 を続 け 、論議 を深 め てい くこ とが強 く要請 され る。

す なわ ち 、"モ デル以後"の 問題 が 提起 され てい る といえ る。 なお 、モ デル等 の うらず け とな

るか たちで対応 した 「原価 計 算等 κつい ての実態 」お よび 「見積 りの プ ロセ スにつ い て 」の調 査 は

参 考資料 の項 に ま とめ たの で併 せて ご賢 いただ きたい 。

(7)調 査 集 約 ①

金

`

一19一



I

N
O

l

[集 約1]見 積価格決定吐 け・工程区分について

◇

一 回 答
実 態 コ メ ン1モ ァ ル(案)定 義

A B C
A・ ・ ⌒

① その プ ロジ ェク トない しジ ョブの受注 8 12 5 ・営業活 動の一 部 としてい る ・顧 客 に対 して明記 して積算説 明む ずか しい

事 前研究 の ため 、受注 前に要 す るすべ ての研 究 、 ・工程 としては存在 して も有償 ・業 界の 努 力で有償化 したら*

調査 活動 をい う。受 注仕 様書(見 積 書) の ケ ースは少 ない* ・受 注獲 得の ため の営業 活動 をサポ ー トす る

作成過程 にお け る 、当該 ジ ョブの予備
・② に含め る場合が 多い もので ある か ら 、見積項 目 とすべ きで ない 。

・

調 査 を中心 とした事 前の活 動 で 、一 般
・内容的 に類 似 した もの が多い ・とか く問題 に在 る部分 である か ら 、モデル

的 な ものやい わゆ る営業 活動 はふ くま ので 、毎回行 なう必要が ないo には具 体的 例示 に よる解 説が必 要。

れ ないo 新 た な研 究 につい ては社 内開発
・受注 前 であ り、研 修 との区 別 もつ きに くい

オ ーダ ー扱 で あ る 。 顧 客κ も明示 が難 しい ので 、独立 した項 目 に

・本来 当然 見積価 格に入 れ るべ は な りに くい(顧 客の 同意がむ ずか しい)

きであ るが 、実情 は難 しい 。* ・過去 の 受注で きなか った分 の回収 もふ くま

れ るた め 、営業 費の考 え方 がふ さわ しいo

・他 の項 目で回収 すべ き と考 え る。

一^一 「「 一 －w」'gw－ 舟一 _一 〔,'r..「'」

②
・

受 注 の 決 った プ ロ ジ ェ ク トな い し シ ヨ. 19 4 2 ・大 きな受注 や初 めての仕事 の ・見積 りは この段階 か らで よい

調 査.分 析 ブについ て 、詳 細見積 り、計 画を行 な 場合 に限 られ る。 ・② ～③ は一 連の 工程 と考 え る 。

うための調 査分析 活動 をい う。現 状調
・① ～ ③ ま とめ て しま って いる。

査 か ら調査 内容 の分析 、問 題点 の把 握 ×

な どに よる調査 報告書 の作 成 、シス テ
1

ム設計 の段階 への すべて の活動 をいう。

③ 調査報告=書に よる基本 方針 、分 析結 果 20 3 2 ・基本 設計 と詳細 設計 に分 け る ・定 義 文 中 に 、 コ ー ド設 計 、 プ ア イ ル 設 計 を

= シ ス テ ム な どに も とず き 、 コ ン ピュ ー タ に よ る 場合 もあ る 明記 したほ うが よいo

設 計

〉 ¶ φ



1

〔o

　

1

φ

新 システムの設計 作 業を い う。 シス テ ム ・仕様 書 と して 提供 され る場 合

・デ ザ イ ン 、 イ ン プ ッ ト、 ア ウ トブ ソ
あ り

トの確定 な どシ ステム諸条 件 の設定 を

「シス テ ム定 義書 」に よって完成 し、

客先 の確認 を得 る までの段階 をい う。.
」}『1　

④ システ ム定 義 書 に もとず き、詳細 プ ロ 20 3 2 ・④ 、⑤ 併 合 して 「 プ ロ グ ラ ミ ン グ 」 と した

プ ログ ラ ム セ スの決 定 、プ ログ ラ ム単位 の決 定 、 ほ うが よい の では ないか

設計 プ ログ ラム条 件 の確定 な どを 「 プ ログ '

ラム定 義書 」と して ま とめ る段階 をい

う。'

ジョブに ょ っては⑥ と併 合 して 「プ ロ

1
グ ラ ミ ング 」 と し て も よいo 1

1

⑤ プ ログ ラ ム定i義 書 に し た が い フ ロ ー チ 19 5 1
1-
・ フ ロ ー チ ャ ー ト、 コ ー デ イ ン ・将 来 、 フ ロ ー チ ャ ー ト作 成 、 コ ー デ ィ ン グ 、

プ ログ ラ ム ヤ ー トを完成 させ 、所 定 の プ ログ ラム グ 、デバ ック を区分 す るこ と デパ ツクの3工 程 に分割 してい きたい ・

作成 言 語 に よ リ コ ーデ イ ング し 、 デ バ ッ ク が 多い 。
1

を行 な う段階 をい う。単体 プ ログ ラム

の完成 までで あるが 、デバ ックκは 関

連 プ ログ ラ ム との ス ル ー デ バ ッ ク もふ

くむ もの とす る。
参〔 〒-Tず 「.

⑥ シ ステ ム の 総 合 テ ス トを い い 、シ ス テ 19 3 3

テ ス トラ ン ム全体の 流れ を確 認 するた めに 、本番 ・単体 テ ス トと総合 テ ス トに分 ・プ ログ ラムの完 成か らテス ト、結 果の検 証

、

同様の 手順 、条 件 に よる テス ト.デ ー 割す る場合 もあ る。 修正 はシ ステ ムを受 注 した際 、当 然行 な う

タを用い 総合 的π テ ス トを行 な う段階 べ き業務 で あ り 、全体 の 価格の範 囲 で受注
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⑦

結果の検証

⑧

システム説

明書 の作成

⑨

シスァム

移 行

をい う。テ ス トデ ータの作成 か ら 、す

ぺ ての最 終 ア ウ トプ ッ トが 得 られ る迄

の一貫 した工程 をふ く.む。

テ ス トラ ンの結果 に よ り、新 シス テム

の検 証 、評価 をお こない 、必 要な修正

を加 えた うえで 全体 の シス テ ムを確定

し、客先の ジ ョブに よ っては⑥ と併合

して もよい 。

新 シス テ ムの確 認が おこ なわれ たこ と

に ょり、新 シス テ ムの稼 動 のた めの操

作説 明 書 など関係 す るすべ ての説 明書

の 整理 、作成の 段階 をveうoい わゆ る

ドキ ュ メン トの 整備 をい うo

(各社の実 態 として 、他の 工程区 分

あ る場合 は この欄 を使用 して記入)

現 行 システ ムか ら新 シス テ ムへ の移 行

に関 わ るすべ ての サ ポー ト作 業 をいう。

フィールド.セツトアツブ、マスターファイル 作

成 な どすべ て をふ くむが 、 こρ段階 は

必要 と しない場 合 もあるの で受 注条件

に ょり別枠 見積 りす る もの とす る。

16

21

19

4'

3

5

5

1

1

・⑥ と併合す る場合 が 多い*

・見積項 目 とした こ とは ない*

者が 負 うべ き リ'スクで ある と考え る。

⑥ と併 合 したほ うが よい

〈他 の工程区 分 〉,、

。要員 教 育=② ③ の段階 に 受注先 の要 員教 育を行 な う場 合が 多い

。システ ム.イ ンテ グ レーシ ョ ン=大 規 模 シ ステ ムの場 合.シ ステ ム.イ ン

ラグレ ーシ ヨン(シ ス テ ム統合)の 段階 を⑥⑦ の間 に設 ける

。ユ ーザ ーろ
、.マニ ュア ル作 成=⑧ とは技術上 異 なる の で必要 な場合 設 ける

。システムの更 新=シ ステ ム定義 書の 範囲外 の変 更 につい ては 、システ ム更新・

として別途見 積 る。

(以上いず れ も1社 つ つ)

・ケ ース バイ ケースで行 な っ

い る*

・別 枠見積 り としない場合 の`

うが 多い

・見積項 目 とした こ とは ない

実際 の作 業は しば しば行 な

てveるo

、 つ
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⑩ 新 シ ステ ムの客 先に よる確 認が あ った 20 4 1 ・予 め当初 見積 りに ふ くむ場 合
,

シ ス テ ム の 後 、シス テ ム定 義 書の範 囲 内 での変更 が多い

保守 にか かる フ㌔グラム修 正等 の保守作 業 を ・保守 として別途 見積 りを行 な

い う。考 え方 と して は昨年度 「中 間報 った こ とは潅硲

告 」の 「保 証 費 」を採 り、 この段 階 も

『

(無償 サ ニ ピスが 多い)

い ちお う別枠 見積 り(個 別都 度)と す ・当初受注の責任範囲と考える

るが 、予 め当初 見積 りにふ くむ こと も

考 え られ る 。なお 、シ ステ ム定 義書 の

範 囲 を こえ る場合 は こ こにはふ くまれ

ないo

回答数25

A

B

C

実 態ほY同 じ 、も し くはモ デル(案)に 同意

モ デル(案)に 同意 す る も、実態 は異 なる

実態異 な る 、もし くは モデル(案)κ 反 対

・実 態 お よび コメ ン トは要 約

(*は 同様 回答 あり)

巨]・ 参照
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劇 見積価格齪 におけ・価勝 成要素について ①

一 回 答
コ メ ン トモ ァ ル(案)定 義 実 態

A' B C

① その ジョ ブに直 接投入 され る要員 の人 21 4 一 ・作業 の難 易度 を加味 して いる 'とくに 「事 前研究 」におけ る具 体的 な例示が

人 件 費 件費 をい うが 、当然 直接 人 件費だ けで
・全般管 理 費は全 て⑤ にふ くん

必要 と思 われる(見 積 り計上 して い きたい の

(マ ン パ ワ は な くマンパ ワー費 として設定 され た でい る
山

一費) もの をい う。 直接人件 費 をは じめ 、直 ・モ デル(案)の うち技術 料 は で)

接管理 費 、技術料 、全般管 理費(配 賦 含 ま ない ・マ ンパ ワー格付 けの形 で技 術料 を加 味 して

分)な ど諸 要素 をふ くん だ もの で 、一
・こ こに計 上す る技 術料 は 、実

い きた ∨・

定 の格付 け等 もふ くまれ る。 際に発生した開発費等の償却

(要素の積 上げ等 につい ては別 途)
'額(原 価的 要素) 集約8参 照

② 当該 ジョ ブに 直接必 要 と され る電 算機 21 2 2 ・他 社 マシ ンの場合 は使 用時 間

電算機使用

料

の使 用料 をい うが 、直接 レン タル料 だ

け では な く諸経 費 等をふ くん だ マシ ン

見積 り程度 金額 は計 上せず*

・原則 として発 注元の マ シ ンを
巳三]参 照

(マ シ ン費) 費 をい う。(単 位 時 間当 り単価 の認定 使用する*
・

等 につい ては別途)な お 、客先 電算機
・他 社 マ シンの場 合 は実費 計上

使用または自社以外の電算機使用の場 と してい る

合 も見積 り要素 には ふ くまれ る(計 上

の方法は ともか く)。

③ 当該 プロジェ ク トない しジ ョブに個有 19 3 3 ・大 規模 か長期 にわ た る プロジ

直 接 費 π発生す る と思 われ る直接 経 費 を)～パ、 エク トで ない限 り計上 しない 。

外 注加工 費 、材 料 費 、会議 費 、旅費交 (①②単 価 にふ くめ る)

通費 、資料費 、印刷 費 な どをい う。
・見積書 に設 けた 直接 経 費 、材

各 工程別 に計 上す るか 、 …括 計上 す る 料 費 につい て計上 、他 は一括

かが あるが 、い ずれ に しろ内容 を 明記 計 上 す る。

す るもの とす る(× ×費○ ○ の よ うに 畑
・一般管理 費 にふ くめ る場 合が

ある*

・客先 との 話合 い に よ って計上
A

寸 ひ
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の 方法 を きめてい る
--一 一 ・一'.「 噺一-「}一 一'－A一 一 〔.P.一.

④
その ジ ョブな どに直接形 としてあ らわ 6 13 6 ・マ ン パ ワ ー費 の 中 に 組 込んで(る 。 ・設 定が非 常 に難 しい と思 われ るが、今 後

技 術 料 れ る もの では ない が 、会 社 と しての技 ・作 業 の難易度 に よリマ ンパ ワー 計上す るこ とを考 え たい 。*

術 力(要 員 、経験 など)、 個人の技 術 費に加味 ・見積 りに計上 したい が積 算 が困難 、モデ

力(能 力 、経験)な ど蓄 積 された技 術 ・マ ンパ ワー費κ加算 する 場 合 が ル と して明確 に うちだ して もらいたい

力の評価の対価 として計上する(厳 密 ある (客先説 得の材 料 に もなる)

に対 価 とい うこ とでは な く、む しろ対 ・当 然 モデル総 の ように計上 すべ ・評価 性 の技術料 は ここに計 上す べ きで あ

価"み 虜い額"的 であ る。設 定に 難 し きだ と考 え るが 、実態 は計上 で き るが 、開 発費 償却的 な ものは原価性 なの ・

さはあ るが 、当 面 、計上 す る こ とを第 ずKい る。* でマ ンパ ワー費に算入 す べ きだ と考 え る.

1に 考 えてい きた い)。 なお 、既 に所 ・所 有 す る プ ログ ラ ム、 パ ツ ケ ー ・計 上 は困難 で ある*

持している特殊技術使用などの償却費 ジ等を使用する場合はその使用に

的 な もの は 、当然相 当分 が計 上 され る 応 じて計 上す る。

⑤ 当該 ジ ョブな どに直接 的 に発生 す る も 18 4 3 ・① 、② に含め た形 に な ってお り

一般管理費 の では ない が 、全体経 費 と して当然 ふ 別 だ てでは計上 してい ない*

くまれ る諸 経 費相 当 分 をい う。 ・特別 な場 合以外 は 見積 項 目 とし

間接部門人件費およひ管理貴、全般管 てい ない

理費 、営業販 売 費 、'利益等 引 当金 な ど ・対手 との 力関係 に よ って左 右 さ

をふ くんだ もの と し、原 則 と して各 工 れる場合が多い

程 毎各要 素積 上げ た トー タル コス トκ

対 し一 定比率 で計 上す る 。

回答数25 A.B.Cは 集 約1と 同 じ 実 態 お・よび コメ ン トは要 約(*は 同様回 答 あ抄)
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函 舗 酪 齪 醐 ・価継 成要素・ついて ②
(算定基礎等の実態)

真 髄

工程区分

人 件 費(マ ン パ ワ}費) 電 算機 使用料(マ シ ン費)
_L-,一'_一 寸→ 一ー 一'一 ー ー ーー 一

時 間十
.

ス テ ツ フ
牢
X

不明

一 一

直接費

一
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人 日
十

ステ ッ プ

・

ス テ ツ フ ∨、ろ ∨、ろ 不明

w－ 一 ー一

時 間

時間 分 秒
人 月 人 日 人時

事 前 研 究 1 4 6 3 2 1

1

調 査.分 析 2
『
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』
1

1
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1

14 1
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"
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3 1
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1

,

一 一

.
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結 果 の 検 証
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シ ステ ム説 明書

の作 成

2 4『 8 4

-rr^一 一

4

_'一 一一 「・一

1

一 一 ・一 一}.

1

3 1
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1
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システ ムの保守 1
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唖 (記入 あ った もの をその まS集 計λ *一 定 率 明記 は10社
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■

[亘]見 知 方法(積上臓)・ 一 て
」

モ デ ル(案)定 義
回 答数

A B C

人 件 費

(マ ンパ ワ

ー費)

その プ ロジェク トない しジ ョブの 「事 前

研究 」に よる見積 り分析 を前 提 と して

① マ ンパ ワー費 を主 と して工数 積上げ に よ り算

定 す る。

・各 工程区 分毎 に 、投入要 員 の割 付 け(ラ ンク

別)に よる工数 見積 り 、積 上げ を行 ない 、そ

れぞ れの単 価(標 準単 価)を 乗ず る。

・工 程 区分別 の ランク付 け(Pjt,jobの 規 模

内容 、難 易度 な どに よる標 準 ラ ンク付 け)は

見積 り上 のぞ ま しいが 、当面は経験 値 を した

じきに 、ク ース 、バ イ 、ケ ースで各 社毎 に積

上 げ てい くもの とす るc

・「事 前研究 」につい ては下 記項 目 もふ くん で

一括 計上 も考 え られ る 。

・ア ロー ワンス含 ん だ もの(積 上 げてい くとた

ぶん そ うな るが)の 修 正 な ど(営 業 的 要素 な

1ど に よ り)の 問 題 を加味 し、最 終的 にマ ンパ

iワ ー費の見 積 り決定 をお こなう。

・(参 考)見 積表 の例
`

}
1914
1

l
l

2

・

-

・投 入要員 の ラ ンク付 け ば

職種 別 に よ り行 な ってい る

が 、必 らず し も確定 され た .

もので は ない*

・営業的 要素 を加味 した う

え 、最後 はカ ンにた よる こ

とが 多い。
,

・工数積 上げ とは限 らない

・ステ ッ プ数 を基準 と して

い る

・建前 と しては モ デル 園

通 りであ るが 、実 際 には

ケースに よ って か な り異 な'

る*

・官公庁Pjtの 場 合 、総

額 か ら決 って くるこ とが多

いの で 、必ず しも積上 げでi

は行 なえ ない。

投 入 要員 ラ ンク 延工数 (修正川

工

程

区

分

A ・B C

☆工数計
金 額

電 算 機

使 用 料

(マシ ン費)

② マ シン費 にっ吟て は 、必要 な工 程 につい て所

要時 間 を見積 り、合計 して時間 当単 価 を乗 じ

て算定 す る。

・自社 マ シン使用 で ない場 合は 、所要 時間 見積

りに と どめ る(見 積額 にふ くまれ ない)か 、

実 費計上 方式 にす るか 、いず れか になる 。

23 2
一

・自社 マシ ンで ない場合 、

機種毎 に決 め て ある基 準 使

用料金 に よ り算定 してい る

。*

・原 則 と して発注 元 の マ シ

ンを使用*

・自社 マ シ ンでない場 合 は

『所 要時間 の見積 りに と どめ

てい る*

直 接 費

③ 当該 プ ロジ ェク トない し ジョ ブに個 有 に発生

す る と思 われ る直接 経費(内 容 につ いては別,

紙 定義 に よる)を 計 上す るが 、各 工程別 に 23 2 }

・各項 日別 に算定 し、 一括

計上 す る。

一27一



}見積 り計上 す るか
、全体 と して一括 計上す るI

i

[

!・ 受注条件 に よ って内容 を

か は任 意(受 注 条件 に よる)と す る 。たSし1 1決 めて い る
セ

!
いず れに しろ内 容は明 記す る もの とす る。

④技術料 につ い ては 、考え 方 、設定 の しか た な、 ・マ ン パ ワ ー費 の 中 に相 当

どK難 しさは あるが 、当面 は 「ふ くむべ き 」 分 を含 めて いる 。*

技 術 料 要 素 として挙 げ 、一括 計上 してい くこととす 5 13 7 ・見積項 目にあげてい ない*

る。先ず は"み あい額"的 に 、業界 として一 ・計上 してい る場 合 もある

致 して挙げ てい くこ とを第1と し、計上額 に ・個 有 の プ ログ ラ ム 、 パ ツ

は 巾を もたせ たい 。仮 に基準 づ ける とする と ケ ージ等 を使用 す る場合 、

①+② の5～10%位 か 。(な お 、一挙 に設 その使用に応じて計上 して

定す る こ とが無 理 な らば 、 マ ンパ ワー費 の中 い るo

に 技術料 相 当分 をは っきりふ くめてい くもの

とする)

⑤一 般管 理費 につ いては積上 げ る方法 では な

く、全般管理 費 、営 業販 売費等(内 容 につ

一般管理費 いては別 紙定 義)相 当分 として一括 計上 す 16 9 一

る 。 い ち お う① ～ ④ の トー タ ル 、 コ ス トの

10～15%を 一般 管理 費基 準価 として設

定 した い
'

嗣 A

B

C

実態 ほぼ 同 じ 、 もしくは モデル(案)に 同 意

モ デル(案)に 同意 する も、実 態 は異 なる

実態 異 なる 、 も しくはモ デル(案)に 反対

●

争

鳴

一28一



◆

モ デ ル(案)に 対 す る コ メ ン ト'

・査定 す るのが困難 では あるが 、経験 、技術 力 の

評価 、仕 事の 難 易度 な どか ら 、 ランク付の基 準 を

設 定 してほ し吟 。*

・工程区 分 にっい ては一 定 にせ ず 、 ケ ースバ イ

ケ ースで算定 で き るよ う弾 力性 を もたせ る必要

が あるo

・ラ ンク付 につい て明確 な基準 を設 け 、で きれ

ば標 準的 な価格 につ いて も示 してほ しい。*

・マ ンパ ワー費 の算定 が原 価的 要素 だけ で よい

とは思 われ ない。製品 の価値 が フィ ー ドバ ック

され る ような 、技術 力 、生産 手段 の 向上 な どが

適正 に評価 され る よ うな方 法 を考 え たい 。

・モデル定 義の通 りや ってい くが 、マ トリクス

上 に工 数表示 した場 合 、逆 に顧 客 か らの値 引 き

材料 に なる可能 性が あ るの で 、いま少 し検 討 し

たvao

・業界 と しての モデル はぜ ひ とも必要*

・実費 計上 方式 ない しは実 費精算 方式 は企 業 と

しては好 ま しいが 、 ソ フ ト会 社 の見積 り と して

は とるべ き方 法で は ない と考 え る 。

・自社 マ シ ンで ない場 合 は所 要時間 の 見積 りに

とどめるのが よいo

将来 の考え 万 につρて(実 態 におけ る問題等 含 めて)

・ランク付に つい て従 来の経験 年 数 に よる ものか ら
、

職能 に よる ものに してい きたいが 、協会 におい て ラン

クお よひ単価等 の標準 を設 けて ほ しい 。職務 に よる ラ

ンク付は 当分困難 では ないか 。

・経験 値 を積上 げ 、見積基 準 値 の整 備 をは か っで(る。

・特殊 なジ ョブで ない限 り標 準単 価 の設定 はさほ ど困

難 で は ない と思 う。土木建 築 業界等 での積 算 に使 う標

準的人件 費が確 立 されて い る例 もある。

・作業進 行 中の仕様 の変更 な どの危険 率 に対応 で きる

マ ンパ ワー費用 の 設定 と、顧 客 の理 解 が望 まれ るo

・マ ンパ ワー費見 積 りの基 準 、 プログ ラマ ーの能 力評

価 の基準 な ど各 社 の共通 した もの を早 急に検討 す る必

要 があ る 。業界 レベルの基 準 が 目安 と して 必要 。

・従来 の経験 値偏 重 方式 か ら脱 皮 して
、作業 の標準 化

業界基 準 の設定 な どをはか ってい きた 吟。

[三]参 照

・デバ ック時間 の見積 りは難 しい し
、顧 客 の理 解 を深

め る努力 も必要 だ と考 え る。

・見積 時間 だけ に よる リス ク負担 か ら、実所 要時 間請

求方 式が とれ る よ うに した いo

[三]参 照

一29一

/



・一括 計上 じて 明記す るのが よい ・今 後 は一 括計上 か 、工程 別 か どちらか に したいo

・保 管 、管 理の費用 もふ くめて実 費計上 で きる

よ う に ぐ

・価格基準 の設定 お よび客先へ の認識 方 法にか ・協会 モ デル と して基 準が 明確 にされる よう望 み 、そ う

な りの困難 が ある と思 われ る。* した らぜ ひ準拠 してい きたい。

・将来 は この様 に して い きた い と思 う* ・業界 と して最 低 ライ ンを設定 して 、は っき り技術 料 を

・マ ンパ ワー費の 中 に相 当分 を含 める考 え方 を 計上 してい きた い。

とりたい 。* ・技術 料の 価値 評価 の方 法 につ いて検討 すべ きだ し当然

・%に つ い ては 一律 にいえ ない 見積価 格 に計上 すべ きで あ る と考 え る。

・見積項 目 としてふ くむぺ きで はない と考え る ・マ ンパ ワー費 の中 に技 術料 をは っき り含 めてい く

・客観 的説明が困 難 な ものは客先 に も受容れ ら ・価 値 評価=価 格 設定 が非常 に難 しいの で業 界レベル で

れ ない 。根 拠 が明 らかで は っきり説 明で きる も の問題解決 が 必要。技 術の安 売 りは絶対 避 け るべ き。

の は積極的 に計 上 してい きたい 。

・単一項 目として計上 す るの は 、利 益 計上 と変 困 参 照'

らないので反 対。

・各 社 に より全般管 理費 の発生 事情が 異 な るの ・見積 項 目と しては っきり計上 した い*

で 、基準値化 には無 理が ある。 ・リスク に対す る補 償費 の計上 を検討 してい きた い

・モ デル(案)の10～15%が 適 当 だ と思う* ・ トー タル 、コ ス トに 対 す る 一定 割 合 計 上 の 方 向 を検 討

・%に つ いて は一律 にいえ ない したい

・モ デル(案)の とお りでぜ ひ設 定 した い ・利益 計 上用 にな らない よう一般管理 費の 内容 につい て

検討 を加 え る必要が あ るo

・実態 お よひ コメン ト等 は要約 ・(*は 同様回 答 あ り)
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●

◆

亙 協会モデルーの準拠について

見積価 格決 定 にっ いて 、振興 協 会 としての モ デルが設定 された場 合 、

1.準 拠 してい きたva16

2.下 記条件 ふ くんだ うえで準 拠 してい きたve9

3.準 拠 す る意志 は ない(下 記理 由に ょり)-

2の 場 合の条件 、 または3の 場 合の理 由な ど

・見 積 り提出先 の提 出基 準 に よ りその 方法等 にか な り制 約 され る(受 注 のケースが 多 いの で)'が 、で き

る限 り準 拠 して い きた い。

・プロジ ェク トの性質 または顧 客に よ って は別 形式 を とら ざる をえ ないが 、弾 力性 を も った もの と して

で きるか ぎり準拠 してい きたい 。

↓引 合先 か ら見 積形式 が指定 され る場合 以外 は準 拠 してい きたい 。

・プログ ラムの価値 はそれ を作成 した労 働力 に対 して評 価され る もの では ない 。 利 用 価値 を価格 に反

映 す る方 法が 採 られ る な らば 、準 拠 したい と思 う

・協 会 モ デルが 直 ちに準拠 で きる ものに なるか どうか 不明で あ る し 、1つ のモ デルが すぺ ての もの に適

用で き る とも考 え られ ない 。 しか し、で きる限 り準拠 してい く意 志は ある 。

・顧 客 との合意 が成立 した場合 に は準 拠 してい きた い。

・各 種 の営業 形態が あ るので 必 らず し もすべ て準 拠 で きないが 、モ デルの 内容 、趣 旨は尊重 して い きた

∨、o

・準拠 してい きたいが 、各社 の従来 の顧 客 との契 約 内容 、慣 習 による こ ともあ るの で 、あ る程度 柔軟性

の ある取扱 い を した い 。 各 社 と もモデル を基 準 と して各 様の内容 を加味 して い くので は ない か と考

え るo

・準拠 してい きたいが 、受注 事情が 個 々に異 な るの で柔 軟性 を も って適用 してい きたい 。

・過 当競 争 にお ちい らない ように 、質的 評価 の最 低基 準が 明確 に され てい るこ と。

・業 界の標 準化 、統一化 のほ うが 問題 、モ デルは大 ま か な標準 、最 低要 素 と して弾 力性 を もた せ 、業界

内にお け る足 のひ っぱ りあい(ダ ンピング競 争)を 排 除 したい 。

・対顧 客へ のPR、 業 界の足 なみ をそ ろえ る努力 が 必要 。

・官庁 関係 の入 札制度 は大 きな障害 とな ってい るので 、この点 の対 策 も必要 では ない か 。

・見積 価格 の構 成要 素(工 程区 分 と費 用項 目)だ け で も統 一化 した い 。

・あ る程 度現状 に見合 った複数 の モデル を作成 して 、各 社 の実 情 に よ って選択 で きる よ うな方向が よい

のでは ないか 。 ただ し何 らか の基 準化 は絶対 必要 。

・ソフ トウエア会社へ の不 信の 第1は 価格体 系 の無 さ(な い しは混 乱)か らだ か ら 、協 会 と しての基準

料 金 、モ デル の発表 が 緊急 に必要 。具体 的 な商 談 には いれ ば対手 との ネ ゴな どで変化 す る こ ともあ る
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程 度 や む をえ 左い 。

・発 注者 に とって も納 得で きる(ベ イす ると理解 され る)よ うなモ デル 、基 準料金の 設定 が 必要 で あ り

業界 と して客先 にCす るPR運 動 が早急 に必要 と思 われ る。

(コ メン トも含め て要約 して列 挙)

,

、

●
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今

[三]技 繍 の設定・ついて
A実 態 はマ ンパ ワ ー費 の中 に技 術料 相当 分を組込 ん でい る。

考え 方 、設定 の しかた などに難 しさが あり 、当分 はマ ンパ ワ ー費の 中 に組込 ま ざるを得 ない と思 われ

る 。 技 術料 の対 象 と しては 、個 人 の技 術力 と会社 の技 術 力が あるが 、個人 の もの は マ ンパ ワー費 の 中

に入れ 、会社 の技術 力に相 当 す る ものを 「技術料 」と して計上 す る方 法が よい と思 われ る。

B'モ デル(案)の よ うに(人 件 費+電 算 機使用 料)の5～10%位 を技術料 として計上 す る考え 万 もあ

るが 、仕 事 の種類 に よ っては 次 の諸点 に より 、い くらか重 みを加 え て技術料 を設定 す るのが妥 当 では な

いか と考 え る 。

① プロ グラ ムをア セ ンブ ラで組 むか 、コンパ イ ラに よる のか

② 開発済 みの 類 似 プ ログ ラムの有 無

③ 受 注 プログ ラ ムは開発 後汎 用性が あ るか 、 ど うか な ど

C技 術料 は人件 費(マ ンパ ワー費)の 構成 要素 として考 え る よbは 、例 示 にあ る ように見積bの 際 に 受

注 金額(マ ンパワ ー費+マ シ ン費)の 何%と い う形 で一括 計上 してい くほ うが 理想的 と考 え る。

なお 、計 上額 の 巾は 受注 す る プロジェ ク トを実行 する とき使 用す る ソフ トウエア技術 の 価値 に よ って

変 って くる と思わ れ るので 、ケ ース.バ イ.ケ ース で設 定 してい く以 外 ない と考え る 。

D近ve将 来の 方向 と して 、ぜ ひ とも標準体 系 を設定 してい きたい 。

⑧ う らず けの ない 技術料 を単一 項 目と して設定す る のは反 対 で ある 。

当社 としては 、マ ンパ ワ ー費(原 価積 上げ て算定 された純 粋の原 価)+技 術料 としてい きたい 。

す なわ ち、技 術料=マ ンパ ワ ー費 用+技 術料相 当分 、例え ばシス テ ム設 計 に15人/日s技 術 料

30,000円/日(マ ンパ ワー費 用 十技術 相当分)と す る と、 シ ス テム設計技術 料450,000円 とい

うと りいれ方 で あ る 。

F望 まれる形態 におい てs全 受注額 の5%ぐ らveを 自社開発養成 用 に技術 料 として引当 てたve。

(現実 は顧客 か らは とれ ないが …)

G技 術料 と人件 費 との関 係 は複雑 で あb、 現在 は人件費 の中 で経験 度 とい う形 で処理 され る ケ ースが 多

い よ うで ある。 しか し、将 来 は独立 した項 目と して一般 的 に通用 され る ス タイルが望 ま しい。

この点 につ いて は 、一 般の 社会が 「技術 科 」を どの ように受 け入 れ るか(医 師 、弁 護士 、建 築士 、技

術 士 な どの例は あ るが)と い うこ とに も関係 してい るが 、やが て確立 で きる もの と思 われ る 。

⑲ ソフ トウエアにお け る 「技 術 」とは 、同一 プロジェ ク トを受注 した 場合 他 に比 して 、 よ り効率 的κ最

上 の システ ムをつ くり上 げ る能 力 で ある。 この こ とは顧 客に対 しては よ り安 価 な コス ト(ダ ン ピング

その他 の値下 げ に よる もの では な く)で 完 成で きる こ とが 「技術 」といえ る。

会社内 部 におい て は 、この ような技術 を有 す る人間 に対 してそ れ相応 の報酬 を 支払わ ね ば な らない の

で 、マ ンパ ワー費用 に技術 料相 当分が反映 され るはず で あ って 、別 途 の項 目で技術 科 を請求 すべ きでは
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ない 、と考 え る。 したが って、当 社では 現在 お よび将 来にわた って技術 料 を別 個の項 目と して見積 り

要素 に入 れ る意志 は ない 。

1総 見積 金額 について一定 の%を 乗 じて技術 料 として計 上 できる よ うに したvaと は思 うが 、現状 では き

わめて難 しい。 したが って、 コス ト積 上げ時 に5%程 度tsり こんでい る のが 現状 で ある。

業務 の難 易度 に応 じて技術料 が一 定比 率 で計上で きる よう、協 会 と して オ ーソ ライズする こ とが望 ま

れ る 。

J技 術料 の設定 とい って も、何 を もって技 術料 とす るか とい うこ とは難 しい問題 が ある と思 うので ・ も

し設定す るとした ら 、例え ばそ の会社 が個 有 に もってい る特定技 術に対す る投下 費用の 回収 、償却等比

較的 は っきり説 明で きる もの に限 る こ とで考え た方が よ吟 。

⑧ 技術報 酬 は価格 構成 要素 となるべ き もの であ る。 しか し、その額 はむ しろ プ ログ ラムの利 用 価値か

ら出て くるもの と考 え るの で 、人件 費等 の何%と い う形 では設定 し得 ない 。

L現 在技術 料 として は計上 せず 、人件 費の 中に相当 分を含め てveる 。 しか し、人件費 の内訳 につい て

提示 を求 め られ る場 合 もあ り 、「技術 料 」が常識 として客先 に認め られ る情 勢 を作 り出す こ とが先決 と

眉、う。'

M技 術料 については ノーハ ウの 対価 と して原 価に算 入す べ きもの であ る と思 われ るが 、モ デル(案)の

とうり見積 り計上に あた って相 当 の困 難が あ る。 ソフ トウエア開発に あた って 、技術 料の 原価算入 が

社会 通念 として認 め られ るこ とは近 いで あ ろ うが 、実 際に見積 り時に計 上す る とい う商慣 習が確立 す る

までには なお相 当の障害 が想定 され る。 この商 慣習確 立の ため に 、協 会 の リーダ ー.シ ツ ブの もとに

努力 を積 重ねて いきたい 。

N委 託先 の経験 度 も勘案 して設定 してveる 。 システ ム設計 の段階 などπお ける コス ト要因 と して無 視

で き左い 。

0技 術料 と して単 独の構成 費 目 とす る場合 は 、その ジ ョブに対 して特別 な技 術的 な要 素(例 え ば 、工学

的 分野 な どの技術 的知識 、開発能 力 な ど)が 必要 とされ 、それ が コス トに付加 され て適 当 と判断 で きる

もので ある と考 え る。 した が って 、一 般 的にい われ るプ ログ ラムに対 す る要員 の技術 、経 験 などは 、

マ ンパ ワ ー費 、マ ンパ ワ ー格 付 けの中 で考 慮 したほ うが よい と思 う。

P現 在 は マ ンパ ワ「費を 「加 工費 」 として要員 の ランク別 に積上 げてい るが 、この 要員 ランク別単価 の

中 に技 術料が含 まれ てい る とい う考 え方 をと ってい る 。 要員 πは技術 に見合 った給与(職 務給)が 支

払 われ る。 ただ し、給与 ベースの設 定 につい ては 、業界 ぺ ・ス(業 界の標 準)を つ くるには至 って い

ないの で 、そ の点 の解決 がのぞ まれ る 。 それ には 、 ソフ トウエアの 価値 に もとず いた技術料 を設定 で

きる ようにす る ことが今後 の業 界の とるべ き方向 と考え る。

Q現 在 も っとも問題 とされ るのは 、「事 前研究 費 」の有 償化(見 積b項 目 として挙 げてv・て も実際には

ほ とん ど無 償 にな ってい る。 もの に よ っては技術工 数 、費用 もか さむ)と 、 「技 術料 」相当 分の 設定
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●

■

で ある。 技術 料 につ いては 当面 単 独 の項 目とする こ とが難 しい と思われ るので 、マ ンパ ワー費の

中 に相当 分 をは っきり盛込 める よう 、業 界 と しての 一致 した努 力が 必要 と思わ れ る。 場 合 に よ って は

「統一見 積書 」の設定 、協 定化 も望 まれ る 。

R「 技術料 」としてで な くと も、相当 分の原 価算入 に つv>て 、業界 と しての基 準的 な もの 、標準 化が の

■

ぞ まれ るo

S「 マ ンパ ワー費=直 接人件ft .+間 接 人件 費+技 術 料 」と してveる うち 、技術 料 は利 潤 も含ん だ もの と

の考 え方 が あるので 、技 術 料を マンパ ワー費 と別建 て にす る ことは概 念規定 の うえで もむずか しい 。

ソ フ トウエア会社 と して メ ンバ ーの経験以 外 に プロパ ーの ノ ウハ ウの蓄積が十 分 でな い こと も要因 で あ

ろ う。 そ こで 、ソ フ ト会 社 と しての独 自の開発手 法(ノ ウハ ウな ど)を もち 、それ を別 の プ ロジェ ク

トに採用 す る場合 は当然 マンパ ワー費 とは別 に計上す る必要が あ ろ う し、また可能 だ と思 われ る。

T会 社 独 自に所有 してい る プログ ラム 、パ ッケー ジ、ユ ーテ ィ リテ ィな どを使 用す る場合 はそ の使用 の

程 度に応 じて 「使用料 」 として計 上 してい る。

要員 レベル 、作 業 レ ベル などに よる技 術料 相当 分は人件 費(マ ンパ ワ ー費)に 含 め てい る。

記入20社
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4.マ ンパワー費お よび格 付けの実態 と,基 準の 「試 案」について

(1}は じ め に

本調査 のは じめに 設定 した テ ーマ の第2番 目に 「マ ンパ ワ ー ・コス ト等 にか か る実態 調査 」が あ っ

た。調 査結果 を一 覧 してわ か る ことは,文 字通 り各社 各様 の"実 態袖で あ る。 同時に・ マ ンパ ワー格

付 け,標 準 単価の統一 化,基 準 化 に対す る強い 要望 で ある。

これ は,前 項の 「原価 」主義 に も とず く価 格決定方式 の モデル化 にあ たって も,「 マ ンパ ワ ー費 」

「技術 料 」について 議 が集 中 していた こ とと一 致 してい る・ また・ マ・パワ ー費等に ついて"絵

を 中心 に業 界 としての何 らかの方 向を見 出 したい ・とす る意見が 圧倒的 に多 くみ られ た 中で,少 数で

はあ るが"大 雑把な 考 え方だ けを 一致 させ後 ば各社 まかせで よい袖 とす る意 見もみ られ た。 これ らの

ことか ら,現 在業 界が まき こまれ て い る"過 当競争 の 渦 鯵の大 きさを感 じ るとと もに,こ の 問 題に 対

す る各社の なみ なみな らぬ関心 を感 じた。

現 在 の ところ,適 当な ソ フ トウエ アの価格算定の 方法が みつ か らな いこ とか ら,「 原価 」積 上げ に

ょ る方 法を検討 して きたが,マ ンパ ワー コス トが総 ・ス トの 中に 占め る舗 が極め て大 きい・だ か

ら,い ざとなる と価 格競 争 の対象 が こ こにお けれ る こと にな り,ダ ンピ ングの繰返 しが この まSで い

け ば業界 の信頼を落 す ばか りか,自 らの 手で 首を しめるお それ があ る。 した が って,こ の問題 は い ま

業 界がか かえてい る最 も大 きな問題 として,業 界の総 意 をあげ て取 り組 まれ る もので あう う。

,

② マ ン パ ワ ー ・ コ ス ト等 に か か る 実 態 調 査 に つ い て

実態調 査は 次次の 項 目について 行な った。

1)マ ンパ ワー格付け,標 準 単価 等について の実態

2)人 件費(マ ンパ ワー費)の 構 成等に ついて

3)マ ンパ ワー格 付け,マ ンパ ワー費の設定な どについ て の意 見

なかで も,格 付け,標 準 単価等の 実態は特徴的 であ った(集 約 ⑦ 参照)。 標準単 価 格付 け基準

にみ られ る予想以 上の 企業 間バ ラツ キは,は じめて明 らか にな った業界 の実態 と して注 目すべ き もの

で ある。 と同時に,今 後 に残 され た問題の大 き さを あ らためて感 じさせ る。

こ こで,標 準単 価の表 示が 若干問 題に はなる。 それ は 集約表で はすべ て 日額で 示 したが,月 額 単価.

お よび時間 当単価の ものが半数 近 くあ り,こ れを換 算 したので(*印 のつ いた もの),必 らず しも正

しい比 較 にな らな いか も しれ ない とい うことで ある。 つ ま り,月25時 間,日8時 間 とい う換 算を し

てい るが,実 際 には月20日,日7時 間 程度か と思 われ るので,と くに月 額単 価の場合 は表示 した も

の よ り20%ぐ らい は上位 にい く ことにな る。 しか し,そ れ に して もバ ラツキの程度は 変 らない し,

'上下の格差 もそ う大 して違
って は こないか ら,比 較 す る うえで は構わな いか も しれ な い。

●
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また,,マ ンパ ワー費の構成 に つ いては,予 想 通 り半 数以 上が"大 把 み 袖に設 定 してお り,結 果 と し

てそれ ぞれ の要 素を ふ くん でい る模 様で ある。 標 準単 価の バ ラツ キが これだ け あ るに もか かわ らず,

大 把 みに設 定 してい る(あ るい は,大 把みだ か らバ ラツキが はげ しいのか も しれ な いが)と い うと こ

ろ に も,マ ンパ ワ ー費 にか か る問 題が 内在 してい る よ うで あ る6そ して,こ れ で は ユーザ ーに とって

も判 断に迷 うもの で あ る し,生 産者 側 のダ ン ピング競 争 の大 きな要 因 ともな るで あ ろ う。

.格付 け,格 付 け基準 につ いては,名 称ひ とつ に して も表 に した通 りで あ り,な かなか 一 様 には整理

で きな い。 最大 公約数 的 には モ デルに 示 した格付 け区 分 とい うことにな ろうが,こ れ は それ ぞれ の レ

ベ ル
.・クフ ス.ζい うこ とで あ り,格 付 け基準 に いた っては現状 では何 ともしが たい。 格付け 基 準は,

そ の技 術力等 の測 定基 準,客 観的 な評価 基準 として最 も肝心 な ことで はあ るが,今 後の 調 査,検 討に

また なけれ ばな らない ようで,せ いぜ い経験 年数 に よ るぐらいが現在求 め られ る尺 度で あ ろ う。 した

が って,こ れか ら述べ る 「試 案 」にお いて も具体 的な"格 付 け"は 各社 に まか せ,各 社 それ ぞれ の尺

度 でお こな うもの とした。

なお,マ ンパ ワー格付 け,マ ンパ ワ ー費等 にか か る意 見に ついて は,こ れ まで ふれ てき たこ とで ほs'

ぽ ふ ぐまれ てい るよ うに思 われ るが,記 入 され た ものを要 約 してみ た。

調査 の集 約は項 の終 りた まとめ た。

(31マ ン パ ワ ー 格 付 け,基 準 マ ン パ ワ ー 費 「試 案 」 に つ い て

さて,前 項 に まとめ た 「モデル 」では,マ ンパ ワ ー費を"人 件費+技 術 料"で 設 定す る こと とし,

格 付け につ いては とりあえ ず経験 年数 を 尺度 にいち お うの 区分を した。 マ ンパ ワー費 の考 え 方につ い

て は統 一 した方向を 示 した。 しか し,こ の問題 に寄 せ られ た 予想以 上の多 くの声 か ら,こ の報 告書で

a基 準化"な りに 何 らかの 方向 を示 さな けれ ば今 後 の論議 も具体的 にはふか まらな い と判断 し
,こ れ

か らあげ る 「試 案 」の検討 を行 な っ,た。 これ}ま,モ デル の補足 とい うことも あるが,こ の マ ンパ ワ ー

費等 にかか る問題の 論議を さらにす すめ,今 後の 方向 を 考えるため にひ とつの"指 標"を 示す とい う

ね らいか ら検討 された 。 したが って この 「試 案 」は,業 界の 実態 の 中か ら'平 均値"的 に 割 り出す と

い うことで はな く,実 態を 加味 しなが らもむ しろ マンパ ワー費 として必要 な水 準の 設 定,と い うこと

で まとめ られ た もので あ る。 業界 の実 態か らす る と,こ の 「試案 」はま さに試 案と して 終 るか も知れ

な いが,こ れ を 起点に マ ンパ ワ ー費 等 に ついて さ らに具 体的 な検 討が すすめ られれ ば,問 題の 前進の

た めに意 味がで て くる もの と思 われ る。

以 下に"原 価 主 義に も とず く価 格決定 方式の モ デル'に 示 した マ ンパ ワー費の考 え 方に よ り設 定 し

た,基 準 マンパ ワ ー費 につい ての 「試案 」を 説明す る。

一37一



格 付 け 区 分 経 験年 数
平均

年令

基 準マ ンパ ワー費

最 低 中位 数

シ ニ ア ・シス テ ム ・エ ンジ ニ ア 7～10年 以 上 35才

円/日

45,700

円/日

64,000

シ ス テ ム ・エ ン ジニ ア 5～7〃 30 33,700 47,200

シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ ー 4～5〃 27 22,400 33,600

プ ロ グ ラ マ ー(オ ペ レ ー タ) 1～2〃 25 161600 24,900

ア シ ス タ ン ト 1～2年 未満 23 11,100 14,800

i)マ ンパ ワ ー格付 け について

'「 格 付 け 」に ついて は
,モ デルで もふれ てい る とお り,そ の技 術力等 の測定 基準,客 観 的な 評価

基熟 な どの設定 が非 常にむずか しい。 そ こで,現 在の ところその よ うな 格付 け基準 は各社 まか せ と

な ら ざるを え ない と考 え,と りあえず経 験 年数 を尺度 に して,最 大公 約数的 に大 まかな 格付 け区分

だ けを示 した。 しか し,こ の格付け 区分 はそれ ぞれ の レベル(ま たはク ラス)と い う ことで あ り,

必 らず しも上 下の位 置に あ るとい うこ とで はな い。 各 レベルは 互いに オ ーバ ラ ップ してい る ことが

多 い し,現 状で は明確 な 区別 もむ ずか しい と思 われ るが,し いて 各 レベルの 関係 をみ るな らば 次の

よ うにな るで あ ろ う。

具 体的 なq格 付け"は 各企業がそれ ぞれ の尺度,基 準で 行な うもの と した。
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lD基 準 マンパ ワ ー費(人 件費)の 設 定

「基準 マ ンパ ワー費 」に つい ては,そ れ ぞれ の レベル に設定 した経験 年 数を もと に平均 年 令を と

って(大 卒22才 を基 準 と した),人 件費+技 術 料=マ ンパ ワ ー費の順 に よ り試 算 してい った。

まず人件 費は,直 接 人件費,直 接管 理費 のほか,間 接 部門費,開 発 養成費,全 般管 理 費(配 賦 分)

な どを含む もの と して,現 在 各方 面で 用い られてい る給 与指標を 用 いて試 算 した。給 与指標 と して

は,労 働省 賃金統 計を は じめ,人 事院,東 京都労 働局,関 東経営 者 協会,あ るいは東 京商工 会議所

.などか ら各種 の モデル 賃金や 指標が 出 されて い るが,こ こで は比 較的 よく用い られ る』"関東経 営者

協会 モデ ル賃 金"を 採 る ことと した。具 体的 には 「モデ ル賃金四 分位表 」を採 用 し,そ の うち の第

3四 分 位値を も とに,だ い たい 給 与 ×α=人 件費 と して諸指 標か ら の係 数を かけ あわせ た。

関東経営者協会 学歴別年令勤続別モデル賃金

管理,事 務,技 術労働者(東 京在勤,大 卒男子)

年 令

22才

23

25

27

30

35

40

個

勤続

0年

1

3

5

8

13

17

家族

0人

0

0

1

2

3

4

全 産 業 平 均

(中 位 数)

42,693円

45,673

51,451

61,962

74,098

98,073

122,280

第3四 分位値

「四 分 位数 」とは,モ デ ル賃 金の数値 を低 い順 に 並べ た場合,

真中の 位 置に あ るもの を中位 数と し,第1四 分 位は 低い 方か ら4分 の1に

当る賃 金額,第3四 分 位は同 じく4分 の3に 当る 賃金額 を示 す もので あ る。

44,942円

47,795

54,080

65,520

78,700

106,800

135,000

ち ょ う ど

中 位数を と らず 第3四 分位 色 を と った のは,採 用 した モデル賃 金が"昭 和45年6月 定期 給 与調査"

の結果 と して,46年1月 に ま とめ られ てい るこ とか らきて いる。 つ ま り,モ デル賃 金 と してま と

め られて はい るが,現 在時 点 と算定 基礎 との間 に約2年 間の 時間的 経過が あ る ことか ら,中 位数 で

はな く第3四 分 位の値 を採 って より実態 に近い もの と した。

このモ デル賃金 を も とに,諸 指 標か ら まず年間 の平均 賞与(夏 期,年 末 一時 金)を5.15ヵ 月,

平均 実稼 働 日数を200日 と設定 した。 そ して,さ きの給 与 ×Ctrcつ い ては,中 小 企業の 経営 指標

と して よくいわれ る"人 件 費の3倍 は付 加価値を 得なけれ ば 事業の 存続 はむ ずか しい,2倍 が 分岐

点(ト ン トン)で あ る"と い うことか ら,平 均2と した。

す なわ ち,人 件費 日額=
モ デ ル 賃 金 ×17.15

× α
200

として各 レベル ごと に計算 した。
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iii)基 準 マ ンパ ワ ー費(技 術料)の 設 定

次 に,技 術料 に つい て は設 定に非常 なむずか しさがあ るが,そ れ ぞれ の もつ技術 力を 反 映で き る

ように,い ちお う 人件 費 ×β と してハパを もた せて算定 す るもの とした。 この部 分は,格 付 け'

区分 にJiる 評価,各 レベル 内におけ る ラ ンク評 価 などあ る ことか ら,β を2～3倍 の巾に ランク付

けす る こと によ って適用 をは か る こと と した。 したが って,こ の巾の 中で それぞれ の もつ技 術力 に

見合 つた技術 料が え らばれ適 用 され ることにな るが,は じあに表 示 した 「試 案 」表 には その最 低値

と中位 数を とった。

すで に述べ た ように,こ の技 術 料は,い わ ば ソ フ トウ ェア企業 の 生命で ある 蓄 積 され た技 術力
♪

に対す る もので あ る。 現 在の ところその客観 的な 測定方 法,評 価基準 はな いけれ ど も,技 術力 の 妥

当な評価 にも とず く対価 支払 いの原 則が きずかれ るな らば,そ こか ら逆 に"基 準"が 生 まれ て くる

もの と考 え られ る。

また,こ の ことはソ フ トウ ェア企業 の再投 資,再 生 産能力 を可能 にす る もので あ り,ソ フ トウ 声

アその もの の信 頼性 を うらずけ るにた る高い技術 の維持 に つな が る もので あ る。 そ こで,こ の試 案

で は現 在の ところ設定で きる方法 と して,技 術 料=人 件 費 × βのよ うな 割掛け 方式で試 算 したが,

マ ンパ ワー費は たんに 人件 費だけで は な く,技 術料が加 わ'った もので ある と した ことが よ り重要 で

ある。

また,次 頁に 各 レベル毎 に適 当な範 囲を と って ラ ンクを 設け た 「試算 表 」を示 し,試 案 の まとめ

とした。

な お,実 態 調査 の結果 にみ られ るよ うに,マ ンパ ワー費を月額 設定 して いるケ ースがか な りあ る'

ことか ら,そ の場 合は こ こに示 したもの(日 額)の8掛 け値を とる ことが 適当 と思わ れ る。 それ は

月額 契約が 適用 され る場 合の 実稼 働 日数 は,試 算 に使 った もの(年200日)よ り高 くな る と考 え ら

れ る ことな どか らで ある。

さいご に,基 準 マンパ ワ ー費 につい ての 「試 案 」は以 上に ま とめ た通 りで あるが,格 付 け のた め

の技術 力等 の評 価 基準(測 定基準)の 設定や,技 術料の 具体 的な適 用(計 上方 法)な どの問題 点が

の こされ て いる。 しか し,こ れ まで とか く暖味 に され ていた"技 術 料"を 明確 に位置ず けた こ とに

より,今 後の 論議 が よ り具体 的に すすめ られ るもの と考え る。 したが って,こ れ らの 問題点 をは じ

め 「利用者 」で ある顧客の 受 け入れ 問題 な ど,さ らに引続い た検 討が またれ るσ
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Vl)基 準 マ ンパ ワー費 試 算表

格 付 け 区 分

(レ ベ ル)

・γ

均

年

令

一 φ

モ ア ル

賃.金

(月 額)

人件費

①

技 術 料 ②
基 準マ ンパ ワー

①+②

A

(O.5)

B

(LO)

C

(1.5)

D

(2.0)

E

(2.5)

F

(3.0)

G

(3.5) 最 低 中位数

才

22

ll]

44,942

円/1.1

6,900

川/ll

3,450 6,900 10,350

円/日

10,300

円/日1

13,800

'

ア シ ス タ

.ン ト

23 47,795 7,4{}O 3,700 7,400 11,100 11,1〔10 14,80{,

プ ログ ラ 〔 一

(オ ペ レ ー タ)
25 54,080 8,30{} 8,300 12,450 16,600 20,750

.

24,900 16,600 24.90〔}

シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ ー 27 65,520 ll,200 11,200 16,800 22,400 28,000 33,600 22,400 33,600

シ ス テ ム ・エ ンジ ニ ア" 30 78,700 13,500
.

20,250 27,000 33,750 40,500 47,250 33,700 47,200

シ ニ ア

シ ス テ ム ・エ ンジ ニ ア
35 1061800 18,300 27,450 36,600 45,750 54,900 64,050 45・700 64,000



{4}調'査 集 約 ②
ベ コ

睡]マ ンパワー鮒 け,鮮 単路 の実態 ①
ガ

職能 区分,職 務体系(名 称)* 回答数
*

レ ベ ル(格 付 け)の 数

1 2
'3

4 5 6 7 8 不明

シニ ア(上 級)SEr 6 6

チ ー フ ・シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア 1 1

ン ス:テ ム ・・エ ン ジ ニ ア 12 9 3

シ ≒ ア(上 級)プ ログ ラ マ ー 8 8

チ ー フ ・プ ログ ラ マ ー 1 1

プ ログ ラ マ ー 14 9 4 1 1

シ ニ ア(上 級)オ ペ レ ータ ー 2 2

オ ペ レ ータ ー 5 3 2

アシスタ ン ト(補 助 員) 4 3 1

ジ ュ ニ ア ・プ ログ ラ マ ー 2 2

コ ー ダ ー. 2 1 1 1
:

プ ロ シ ェ ク ト ・マ ネ シ ャ ー 1 1
1

〃 「 ・ リ ー ダ ー 1 1
唱

|
〃 ・メ ン バ ー 1 1 ll

マ ネ ジ ャ ー 2 2 1}
ll|

シ ニ ア ・エ ン ジニ ア 1 1 11!1

ジ ュ ニ ア ・エ ン ジ ニ ア 2 2
i

`

セニル ス(営 業)SE・1 1
}

・1
シ 号 ア ・ア ナ リス ト'313 ・i

診

ア 才 リ ス ト .2 2
1・{

`

プ ログ ラム ・デ ヂ イナ ー1 1

I
l

i 、

プpグ ラムSErl1 il

ll＼

一"
ア イ∫レ ク タ ー ・コ ン サ ル タ ン ト11

{ド
コ ンサノレタ ン ト}22

i

ii
I

I

.

|

特別技術職(主 任技師)122}ll i
上 級 〃(技 師) 2;2i;i} i
普 通 〃' 1

i1 l

lll |

プ ラ ン ナ ー 1 1

1

ii ll ll
チ キ ッ カ ー 1 1 i

!

i

シ ステム調 査 ・設 計担 当 1 1 i

'

プ ログ ラ ミング担 当 1 1 i
|

オ ペ レ ー シ ョ ン 〃
層1

1

記 入 な 、し 6. 1 ll
l2 2

回答なし 1 l
l

1一
パ名称 につ いては表 出 され て いるものを 列挙 したので,回 答 数 は一致 しな い。
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・

函

60,000円/日

50,000円/日

マンパ ワー格付け,標 準単価 等につ い ての 実態 ②

(標 準単 価,測 定基 準 な どの分 布,実 態)

*月=25B,日=8時 間 で換 算 して分 布 させた 回

ト
ー
ン
)

タ

け

上

㌶
触

イ

コ

7

デ

(

×

、。㊥ 円.,」 。 。ンサル タ.ト

(シ ニ アSE)

(4～6年)

シニ アSEと し

て の 能 力 コ ンサ

ル テ ィ ン グ経験

を も ち,プ ロ ジ

ェ ク トの マ ネ ジ

ャ ーと し ての 技

禰 を も つ 。

SErと して の 能

力 を も ち,コ ン

サ ルテ インクニ サ

ブ プ ロ ジ ェク ト

の チ ー フ と して

デ ィレ ク タ ーの

代 行 も で き る 能

力 ・技 儒 を も つ
1

1 ぺ
・・,…F・1・・4-・ シス テ・.1〔;㍊;設

エ ン ジ ニ ア{は シ ス テ ムの分

(3～6年)1析 ・設 計 が で き

1る.能 力 を も ち1
シニ アSEの 代

行 も で き る能 力

を もっ

義

ブ

な

代

力

走

サ

度

の

能

ム

,
程

r
る

ラ
け

ム

E
き

。

グ

書

テ

S

で

つ

ロ
が

ス
ば

が
も

プ

書

シ
ら

行

を

ー

・ー
/

1

一マ
)

ラ

年

・
グ

6

ア

ロ

～

ニ
プ

3

シ

(

×

ー

十
ー
ー

一

個円oQρ20

10,000円/日 × プ ロ グ ラ マ ー

(1～3年)

オペ レ ー タ ー

(1～3年)

プ ロ グ ラ ム定 義

書 が 読 め,フ ロ
ー チ ャ ー トの 作

,成 コンノWラ{こ

よ る コ ーデ ィ ン

グが で き る。

、
@

トス

)

リ

上

・
ナ

以

ア

ア

年

二

7

シ

(

×

)鍵雑
ア

(

×

× プ ロ グ ラ ム

デ ザ イ ナ ー

(5年 以 上)

一
)

マ
上

ラ

以

グ

年

回

2

プ

(

×

×1露 国豆

了一1

大型 シス テムの

分析 設計 を行な
う,全 体的 なS

E能 力,マ ネジ*
ヤー能 力を もつ

画

シ

・

。
リ

代

の
折

る

ナ

・

。

型

分

え

ア
佐

る

小

の
行

・
補

き

的

ム

を

ア

の

で

較

テ

計

ニ
ト

が

比

ス
設

シ

ス
行

×A

(7年 以上)

*

×B× プ ラ ンナ ー

(4年 以 上)

ア ナ リス トが 設

計 した シ ス テム

の プ ロ グ ラ ム ・

デ ザ イ ンを す る ×C

サ ブ ・シ ス テ ム(3年 以 上)

ぽ 詫繁三

む

を

的

ム

・
な

る
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テ
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×D

(1年 以上)
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× シニ ア
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(
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以

ア

一

二

マ
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年
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・
グ
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テ
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フ

ロ

～

ス
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プ

3

シ

チ

(

×

× プ ログラマ ー

(1～3年)

× ア シスタ ン ト

プ ロ ジ ェ ク ト ・

チ ー ム ・メ ンバ
ー と し て 実 働 可

、能 な エ ン ジ ニ ア。

基 礎 知 識 の 応 用

が で き,プ ログ ラ

ラ ミ ン グ は 担 当

で き る 。

1
ジュニ ア ・クラ

ス。 基礎 知識 あ

1る も経験 不 足

〔応用 力研 修中。

回
ト
)

以

上

ヂ

以

ア

ア
年

二

7

シ

(

×

× アナ リス ト

(5年 以上)

× シス テム ・

エ ン ジニ ア

(3年 以 上)

× プ ログラ マ ー

(2年 以 上)

専 門的 知能 と技

能 を有 し,き わ

め て 高度 な問 題

解 決 と指 導がで

き る。

特 定の分 野,プ
ロ ジ ェク トの シ

ステ ム分析お よ

び設 計が で きる。

システ ム定 義書

を 与え られ ア
ナ リス トの 指示

に よ り詳 細 化お

よび プ ログラム
・ドキ ュメ ン ト

の まと めが でき

る。

プ ロ グ ラ ム ・ ド

キ ュ メ ン トを 与

、え られ,,定 め ら

1
れ た プ ログ ラム

言 語で プロ グ ラム

Lム を作成 で きる。

の

ロ

オ

で

骨

語
乙
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に
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一
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ロ
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60.000
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20,000『

× シ エ ン ジニア
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以上)
-B

以上)
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以上)
トA

未満)『
トB

(5年 未 満)
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[集 約7]・ ・パワー格微 標準単価等につい・ ②一・

(標 準 単価,測 定 基 準な どの 分 布,実 態)

祷 月=・25日,日=8時 間 と して 換 算,分 布 さ せ た ・

50,000円/日

40COO円/日

3。,。。。円/日 ‡

i

l

20,000円/日

10,000円/日

*

}専 門的な知識を
×プロジェク ト 有 し問題の 所 在

マネジャー の発 見 とその解

(7年 以上);決 方 式の 提案が]

可能 で あ り,プ
ロ ジェク ト化お

よ び 管 理 処理 シ

1ス テ ム 設 計 が で

(き る 。

}与 え られ た 基 本
× アロ ジェク ト!概 念 に よ り,シ

(リーダー5年以上)富語 聾 轡
ラム設 計が 可 能

で あ り,か つ 後

進 の指導 がで き

る。

く

{シ ステ ム詳 細 設
×プ;㌶ ト1;當 謡

(3年以上)雰 呈蜜 ン

ア シスタ ン ト

*

×主任技 師

(8年 以上)

驚 異)

1・ 対 顧 客 折 衝 能 力

1概 略 ス ペ ックか ら作

1業 を 発 し,詳 細 スペ

)ッ ク まで お とせ る能1力
。 ア プ リケ ー ショ

ン ・プ ロ ジ ェ ク トの

リ ーダ ー に な れ る。

」 詳細仕様によりアセ
↓

シ や

マ 不シ ャー ・シニ ア

SEr,あ らゆ る 分 野

の 概 略 ス ペ ッ クが 作

成 で き る。 プ ロ ジ ェ

ク トの マ ネ ー ヤーが

遂 行 で き る管 理 能 力

× プロ グラマー1ン ブ ラで プ ロ グ ラ ム

(4～6年)1が 作 成 る 。 サ ブ ・ リ

1～ ダ ーに な れ る能 力

×膓已
。.世 場 嬬 ξ

(2～4年)1(ア セ ン ブ ラ.必須)

補助員{蕩;怠 議 .

*
×マ ネ ジ ャー

(10年 以 上)

×A

(5年 以上)

　諌
B

↑
×
(話

ジ

以

ア

ン
年

ニ

エ

7

シ

(

×

3
ア

ジ

以

ニ
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3
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(

×

ア シスタ ン ト

×C

(2～3年)

×D

(1～2年)

(シ ステム ・プラ
ン ニ ン グ),シ

ス テ ム の 設 計 が

で き る 。

.

,
解
グ
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ム
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口
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ス
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設

ロ
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書
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ン

ミ

む
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ィ

ラ

る

ロ

デ

グ

き

プ

ー

ロ
で

(

コ
プ

が

特A

×A

(7年 以上)

×B

(4～6年)

×C

(1～3年)

(ア シスタ ン ト)

A～Cか ら派 生 ×D

す る補助作 業。(1年 未満)
入

営漕2盟
)圏 提案書作成能増 勢 ㌘㌶ 能)

プログラムSE③ プ ログラム設 計 能 力(ラ ンフ ロ ー,

(5年 以上)1/て)設 計 プログラム仕 様 書),プ ログ

ラ ミング能 力(上 級)

上級 プ ログラマー④

(5年 以上)

プ ログ ラム設計 能 力,フ ロ ーチ ャ
ー ト作 成能 力(上 級) ,プ ログ ラ
ミング能 力(上 級)

プ協 調 ぼ ㌘ 麟 影;(中以下
プログラミ)ジ癌

コ ータ㌧ ◎

(2年 未 満)

コ

フ ロ ー チ ャ ー ト作 成 能 力(中 以 下),プ

{ロ グラ ミング能 力(中)

上級 オペ レーター④

(3年 以上)

オペ レータ ー⑬or◎

(3年 未 満)

*

× シス テム ・・

エ ンジニア

(5年 以 上)

× シニ ア ・

プ ログ ラマ ー

(3～5年)

× プ ログ ラマ ーA

(2～3年)

× プ ログ ラマ ーB

(2年 未 満)

シ ステ ム 設 計 書,プ ログ ラム 設 計 書

{プログラム ・リスト解 析 能 力(上 級)

× シニ アSEr

(10年 以 上)

× シ ス テ ム ・

(長話 魔 手痴ζ題;
×運 定

∫{房ζ媛 ζ;×ぞ躍編 こ房 ㌻諺㌶;

中 型機 以上で 少 な
くと も10種 以上 の
シス テムを見 成 さ

せ,プ ログ ラム も

わか り,責 任 者 と

して まか せ られ る

1少 な くと も1種 以

1上 の シス テムを完
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遮]人 件費(・ ・パワー費)の 構成馴 ・て

ト
一 定 の 要 素 に よ っ て 積 上 げ て 設 定 し て い る 場

直接人件費 直接管理費 間接管理費 全般管理費 杖 術 料
1

開発養成費1営 業販売費

A社 080 020 ○直接人件費にふくむ

B 050 05 OlO 010 05 05 05

C

D

E

〉

F 043 010 05 05 07 05 05

G 060 010 ○ 8 05
`

05 02

H
、

1 ○ ○ ○ ○

J ○ ○ ○ O ○ ○ ・

K

L 075～80 010～15
05～10

直接 人件 費にふくめる

M

N ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

O

P 070* 012 ○*に ふくむ010

Q 075 05 05 05 ○

R ○ ○ ○ ○ ]○ ○

S 1

T ○ ○ ○ ○ ○

1

0

u ○ ○ ○ ○ ○

V ○ ○ ○ ○ ○ ○

W i
X

A

Y
`

一48一

`



1

合
〉

大 把 み に 設 定 し て い る 場 合(ど うや って 決めたの か)
利益等引当

100

010 100

○ い ちお う左記 各項 目を 考慮 して決あて い る。

○ 業 界 の動 向をみ なが ら大把 み に設定 してい る。

○ 予算,実 績か ら1人 当り費用を 割出 し,他 社 の単 価を 参 考に して修 正の うえ設定
して い る。

020 100

OlO 100

○ 直接 人件 費 を主 体 と し,他 に 開発 養成 費 等を 考慮 して マンパ ワー費を決 定(直

接人 件費 の 占め る割合 は80%ぐ らい),そ の他 の項 目 に相 当す るもの は見積 り
の段 階で 別塗 設定(個 々に)算 入 する。

年間 予算 か ら一 定の算 出方式 に より計長 して 標準価を 設定 してい る。

○ 上 記各項 目の実態を ベースに,市 場相場 を加味 して 「標準人 件費」として設 定 し顧 ・る

100

○ 特 別に積 上げ 内容を 求め られ る場合を 除い て,ほ とんど は仕事 の難 易度,受 注

事 情,世 間 相場 等を勘案 してケ ース ・パ イ ・ケ ースで 定 め てい る。

○ 100

○ ケ ー ス ・バ イ ・ケ ー ス で 一 概 に は 論 じ ら れ な い。

08 100 *制 作 費 と称す る(直 接 制作費 と間接 制作 費 とにわか れ て いる)
。

10 100 左 記は今 後や りたい と考え てい る積上げ 比率。現 在 はは っき り してい ないが,

直入 が90%を こえ るケ ースも。

間接 費を 配賦 した部門別 原価(予 算)を 求め,ク ラス別負担額 と して 算出 す る

方法 を採 ってい る。

○ 経 験値 を 下敷 に,原 価 計算値,採 算値 な どを加味 してか な り丸め て設 定。

左 記 によ り基準値 を設定(予 算 がも とに な る)± αを行 な って単価 としてい る。

○
・左 記を 積 上げた もの と年間 予算 か ら 「価格 表 」と して設 定

,基 準値 としてい る。
直入70%ぐ らいか。

'

○
前年 度実 積値 に本年度 増加 率 設定の うえ,危 険率お よび 利潤を 加味 して 「基準
値 」を 決 めてい る。,

○ だ いた い左 記要素ふ くんで い るが,内 容,割 合 等 につ いては 更に検 討中 。

○ 直接 人 件費 の3倍 はなけれ ば成 り立たぬ とい う発送 か ら,ま ず最 高額 を 決め順

次設定 して い った。

○ コ ンサル テ ィン グ業 務で の経験 値 を した じきに,直 接人 件費の3倍 とい う線で

決め てい った。
シ
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[集 約9]・ ンパ ワー鮒 け ・ ・ ンパ ワー費の設 定などに つい て

A社

マ ン パ ワ ー 格 付 け マ ン パ ワ ー 費

① 協会等に おいて,ラ ンク(職 能 に よる),資 格,価 格等の標 準 的規準を設 定 し,一 般の認

識を得 ると共に,全 ての業 者が それ に準拠 した見 積 りを す る よう指 導す る。

② 当面 は職能 に よる ランク付けが 望 ま しい と思わ れ るが,そ の職 能の分 類,資 格,価 格等 を

明確化す る必要 が あ る。

③ 職務 に よるラ ンク付け ば次 の理 由で 当面

困難 と思わ れ る。

(i)給 与制度 にお け る一 般社 会 情勢

a)丸 がか え思 想

b)序 列 意識 が濃 厚(職 務 別で ない)

c)企 業別組 合で あ る

d)給 与水準が 継続的 大巾 上昇

e)単 純,単 層 労働力 で あ る

f)そ の他

(の 情 報処理技 術 者 にお け る職 務分 類が困

難

a)情 報処 理業 の歴 史が短 かい

b)今 後 の 方向 と して,市 場の ニ ーズに

合わせ るには,ま す ます専 門化が必要

とな る ばか り と考 えられ る。

}

B社i現 在,業 界に おけ る マ ンパ ワーの格 付け とい

C社

うものが,世 間 的 に客 観化 され て いない以 上

これを標準 化す る ことは非常 に難 しい問題だ

と考え る。 しか し,標 準単 価を設 定す る以 前

に格付け 評価 基準 ・測 定基 準を標 準化 する こ

とが先決で あ る と考え る。

当該開 発プ ロジ ェク トの職務 内容 に よ り格付

けを行 な う。(会 社 におけ る資 格で はな く職

務,マ ネ ーシ ャー,リ ーダ ー メ ンバ等)

マンパ ワー費を構成 す る要素 として直接,全

般管理 費,営 業 販売 費を考 慮す る場合,そ の

構成 比を大 きな もの にす ると,見 積 りの とき

に計上す る一般管 理 費と ダブル カウン トして

い る よ うな イメ ージを うけ るので,こ れ らの

要素 を 加味す る場合,そ の構成 比 は小 さく し,

で きれ ば これ らの要 素は一般 管理費 として,

受注額 の何%と い う形で一括 計 上 した 方がい

い よ うに 考える。

単位 当 りの マンパ ワー費を,現 行 の原 価積上

げ 方式 か ら評価 性 の もの に移行 して行 く事 が

現在考 え られ る改 善 方法 と思 う。

現 行の単位 当りマ ンパ ワー費:

/原 価 積 上げの マ ンパ ワー費)

+(蓄 積 され た技術力 の評価 の対価)

=単 位 当 り技術 料(人/時,人/日,人/月)

一50一



D社 客観 的分類 基準,格 付 基準が 設定 されれ ば,
↓

.

企業内 に於 け る個 人 の能力 判定基 準 ともな り

技術 レベル,製 品の質 的向 上,ひ いて はユ ー

ザ ーの満 足を 得 られ る ことにな るので是非 と

も必要 。

E社 マ ンパ ワ ー格 付け は,個 人の 技術 的能力 に よ マ ンパ ワ ー費は,左 記の 格付 け に従 って 個

って行な うべ きで あ るが,能 力把握 の客観 的 人が持 ってい る技 術料 とい うことで あ り,

尺度 を作 る ことが非 常 に難 しい。 この為,一 単に 個人 の給 与,そ の他の 費 用を積 み上げ て

応経 験年数を 基 本 とし,あ とは個人 の主 観 決定す る もので はない。

(企 業 にお い ては管理 者 の主観)に よ ってそ ソ フ トウ ェアの価 格は,本 来積み 上げ 方式で

れ を 判断 せ ざるを得な いのが 現状で ある。 決定す る もので あ っては な らな い。 ソ フ トウ

エァメ ーカーの 内部で 原価 計算 を行な うのは

当然 で あるが,価 格は 原価 計算 と関係 な く(最

低価 格 とい う意味は あ るが)決 め て よいもの

で あ る。

.

F社 当社 で は,マ ンパ ワ ー格 付け につい て経験 年 協会 モデ ルの構 成要素 とほS同 一で あ るが,

数,技 術 水準等 に特 に具体 的な 一定 の基 準を 算出 につ いては大 把み に して いる。 他社 の算

設け ては いな い。 又 個人の ラ ンクを 固定 して 出方法,金 額が 不明で あ る為,当 社の単価 が

は い な い。 同 一 人 物 で あ って も プ ロ ジ ェ ク ト 適当か 否か 判断 出来ない。 た ゴ算 出根拠 の数

内での 役割 の分 担 に よって職 能区分が 変化 す 字 は各様 で あ っても,算 出方 法だけ は統一 さ

る 。 れ た ものが あるべ きだ と思 う。

G社 マ ンパ ワー格付け は,主 観的 な 判断 に よ る面

が 多 く,非 常に難 しい。 従 って,受 注者 とし

ての原 価回収 の 目的か ら一 方的な 要求に な り

や す く,折 衝 にて まどるケ ースが多 い。何 ら

か の基準を 協会で 設け 各社の足 並み を そろえ

る ことが 好 ま しい。

H社 マ ンパ ワ ーの格 付け,従 って その単価 に つい ては,ソ フ トウ ェア産業が 新 しい産業で ある為
,

各社 まち まちで あ る。 よ って 協会が対 外的 に説得力 あ る基 準を設 定 し,関 係 各方 面に対 して徹

底 させ る様 な方策 を とる ことが望 ま しい。

1社 個人 の 能力は 与 え られ た問題 に よ って大 き く

異 るので,単 な る学 歴,経 験 年数 によ る格付

け は当を 得な い。

J社 ① 世間的 に ア イデ アとい う様 な無 形の製 品に 対す る価値が 確立 して いない点 が ソフ トウ ェア

産業 の 難 しい ところで あろう。 技術 料の 問題 も又 しか りで ある。 現状 調査を して標 準化を す

、
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② 見積 り用の マンパ ワー費は,調 査5か ら

設定す るので はな く 調査2の 工程 区分 ご

との標準 単価 を ベ ースに した方 が よい。

マ ンパ ワーの 格付 け,マ ンパ ワー費(単 価)の 設 定に ついて は業界の 歴 史が浅 く,そ れ に伴 っ

て 従事 者が比 較的若 い こ と等の為,他 の業 界にみ られ るよ うな一般 的基 準が確立 され ていな い.

又,単 価の 点で もまち まちで ある のが現状で あ る。従 って,技 術 者の経 験年 数,技 術水 準,格

付 け等につ いて はこれ らを 関連 づ けて設定 す る ことは困難で あろ うが,協 会 として幅 を もた せ

た 標準的価 格の設 定が望 ましい。

① システム ・エ ンジニ ア,プ ログラ マーの 夫 々に技 術格 付けの 必要性 は認め るが,原 価 と し

てのマ ンパ ワー費は,シ ス テム ・エ ンジニ ア,プ ログ ラマーの 区分毎 に1つ の標準 単価を 設

定 し,必 要が あれ ば格付け に従 って一 定の乗 率を掛 けれ ば充 分 と考 え る。(レ ベル別 に標準

単価を 決め積 算す る方法 は とらな い)

② 標準の設 定が難 しいので,当 面は 実績 を基に した平均 的基準 に よらざ るを得 な い。

マ ンパ ワ ーの格付 けは,現 在,各 社 各様で 設定 し,し か も顧客 に よっては標準 格付 け を変 え る

ことがあ る。 これは直 接人 件費の 割合が 構成 要素 の大部 分を 占めてい るので,顧 客に 提 出す る

見積 り予算 に合 せ よ うとして,そ の都 度修正 し見積 られ るこ とに よ る。従 って,業 界で共 通 な

標準が 決め られ るこ とが望 ま しい。但 し,規 準設定 を行な っても,見 積 り時に,自 社受 注の 為

マ ンパ ワー費を 不当に 引き 下げ ること は,規 準をな いが しろにす る もので あり,厳 に い ま しめ

られ るべ きこ とで あ ろ う。

,

N社 ソ フ トウ ェアの価値が 正間 的に認 め られ るに 至 ってい ない為,マ ンパ ワ ー費を設定す るに際 し

直接人 件費等 を積み 上げて い るの が現状で ある。

と ころで,ソ フ トウ ェアの価値 には,そ の製作 工程の 中で.加 工 費 として直接人 件費な どの積

上げで算 出で きる部分 と,そ れ だけ では割 り切れな い部分が あ る。 積上 げ方式で 算 出 可能な 部

分 とは,コ ーデ ィング以降で あ る。 この部 分は作業 の標 準化 が比 較的容 易で,工 場 生 産方 式に

のせやす く,こ の担 当要員 を軟 る作 業者 とみなせ ば 直 接人件 費は 賃 率+製 造間接 費の 式 で

設定で き る。 又,割 り切れ ない 部分 とは,プ ラ ンニ ング等で あろ う。

ソ フ トウ ェアは人 間の頭 脳の 産物で あ り,個 人の経験 や創造 力な どか ら生 まれ るもので あ る。

これ ら創造 す る人 間の 働きへ の対価 は,ソ フ トウ ェアの価値 をど う評価 す るか とい う問題 を含

め て,単 に工 賃 の よ うなかた ちで は設定 し難 く,マ ンパ ワー格付 け には,国 家試験制 度な どに

よ って,シ ス テム ・エ ンシニ ア等 の資 格を客観化 し,そ の資格 に基 く対価が算 出で きる様 にす

る必要が あ る。

O社 仕 事の 内容に ランクをつ けてお く のが妥 当で

あろ う。

マ ンパ ワー費も,そ の ランクに価 格をつ け る

の が好 ま しく,諸 経 費等 か ら逆 算 され るべ き
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もので はな い。

P社 せ めて呼 称 だけで も統 一 したい。 これ が技 術 呼称 の統 一 お よび 基準 料金を設 定 して 内外に

者 の社 会的地 位 の オー ソライズ,業 界の 信頼 発表 す る ことによって,客 先に認 証 を うなが

性向 上 にもつなが る。 す と ともに,業 界とし て足 の ひ っぱ りあいを

防止 す る ことが必要。
・

Q社 業 界 と しての 適正な見積 価 格算定 のた めに も,

基準化なりが必要。工数積上げ方式を基本に

して いけば,算 出の基 礎 も明 確 にな り,諸 経

費 の割 掛け も容易にな る。

記入17社

り
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国 王]電 算鱗 用料 ・・シ・費 ・について
時 間 当 り 単 価 の 設 定 つ い て(自 社 マ シ ン 保 有 の

基準 単価算 定 にふ くまれ る要 素(列 挙) 算定に用いる基準時間

A社
・

B .

C レンタル料 電 力空 調費,直 接経 費・全般管 理費 200時 間

D レ ンタル,導 入諸経 費(配 賦),ス ペース料 金,維 持 費 200～250H

E

F

G レンタル 料,機 械 室賃 借料,電 力空調 費,直 接経 費,全 般 管理費 200時 間

H

1

J
電 算 機償 却費,付 帯 設備償 却費,事 務 所費,人 件 費,直 接経 費,全

般 管理費,金 利
200時 間/月

K 機 械 レンタル料,機 械室 賃借 料,電 力空調費,直 接 費,全 般管理費 250〃

L
レ ンタ ル料,機 械 室 費用(借 室 料 設備費等 償却 分),電 力空 調費

管 理費

…200〃

M
レ ンタ ル 料,設 備 費,空 調 費,消 耗 品 費,オ ペ レ ータ ー経 費,全 般

管 理 費
200〃

N レ ンタル 料 直接 材料費,直 接 人件費,直 接経 費,作 業間接 費 200〃

0 レンタル料,機 械室 外賓 借 料,電 力空 調費,一 般管 理費 350〃

P
機 械償 却費(レ ンタル 料),保 守料,借 室料,電 力 空調 費,人 件費,

税 金 ・保険等諸 経 費

i250〃

Q ,

R

1

S
i毎 月の 実 質稼動 時間に

レンタ ル料 機械 室賃借 粋 電 力空調 費・直 接 経費・}般 管理 費iよ る

T

`

レンタル料,諸 経 費'(借 室 料,電 力 空調費,材 料費 間接諸経 費)* 200H× 有 効使用 率

u
レンタル料,電 算機 室諸経 費,人 件費,間 接 部 門,全 般 管理 費(配

賦 分)
400H

V
レ ンタル料,機 械 室賃借 料,電 力 空調費,人 件 費,諸 経費,全 般管

理 費(配 賦分)

(年 間 予想 稼働時 間)
、3～400H

W
レンタル料,電 算 機室賃 借料,電 力空調 費,人 件費,直 接 経費,一 、

般管理 費(配 賦分)
250時 間/月

X レ ンタル料,機 械 室賃借 料 電 力空調費,直 接 経 費,全 般 管理 費 300時 間/月
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∀

一
場合)1

利用 形態 に よる単 価の設定

(基 準 単価100と す る)

『

自社 マ シンを保 有 していな い場合の(自 社 マ シ ンを使

用 しない場 合)マ シ ン費は どの よ うに 設定 してい るの か

所 要時間 を見 積 り,予 め 設定 された 基準単 価を乗 ず る。

使 用す るマ シ ンに よ り1時 間 当りの使 用料金を設 定 して い る。

オ ープ ン110,ク ロー ズ150

受 託 計 算130

3ラ ン クに別 けて 市場 価ス ラ イ ドで 設定。
・

ほ とん ど ユ ー ザ ーの 機 械 を 使 用。 ユ ーザ ーの 機 械 で な い 場 合 は(実 費

十 一 般 管 理 費)だ が,ケ ー ス ・パ イ ・ケ ー ス 。

(使 用 予 定 時 間 × α)× β
α=1.0～1,25(pjtに よ り)β=当 該 マ シ ン 単 価

メモ リー使 用率を 加味 する

数社 より見積 りを提 出 させ,そ の中 よ り安価 かつ使 いや すい ものを選
び設定 。

マ シ ン費 用にオ ペ レー シ ョン経 費を加算 して算定,デ バ ックの 場合 は

7掛 けで 適 用。

社 外(オ ープ ン,ク ロ ー ズ)社

内使 用 の 別
市 中計算 セ ンタ ーの 単価を その まS適 用

オ ー プ ン,セ ミク ロ ーズ,ク ロ
ーズ 等 の 別 に 単 価 設 定 原則 として実 費のみ

一 般 ユ ー ザ ー ,関 連 会 社 の 別 お

よび オ ー プ ン,ク ロ ー ズ(夜,昼)
マン ン時 間見積 の うえ依頼 先に手配 して も らうか,セ ンター料 金に よる

ク ロ ーズ100オ ー ブ ン80

オ ー プ ン100ク ロ ー ズ110
、

実 費精算 を建 前 としてい る

有

顧客 マシ ンの 場合 は時間 だけで見 積 りか らはず す。 それ 以 外の場 合は
当該単価 に よ るが,実 費精 算の場 合 もある

借 用 セ ンタ ー ・マ シ ン使 用 料+管 理 費

基準 単位100,大 口 顧客90

程 度の割 合
該 当の マ シ ンを 自社 マ シ ンの 能力に換 算 して 見積 る。

ク ローズ の場 合 は+α 積 上げ

(人 件費,リ ラン相 当分)
*有 効使 用率設 定(マ シン別)

使 用形態 に よりプ ラスαをお こ

な う(巾 あ り)

市場価格を考慮して+α 客先 マ シ ン使 用 の場合 も多い(時 間 見積 りだ け)

使用形態 に よ り± αを お こな う

オ ー プ ン100,ク ロ ーズ200

を 基 本 に し て い る

使 用 し よ うとする マシ ンのチ ャージに多少の 危険 負担 を 上積 み して算

定 してい る。
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5.ソ フ トウェア の価値の あるべ き姿について(若 干の考察)

ほ}は じ め に

ソフ トウ ェアの価 値に つい ては,そ れ が 「価格 」とい う具体的な 尺度 によ って あ らわ され る場 合 も

含め て,こ れ 迄 にい ろいろ な論議 がお こなわ れ,意 見 が 発表 され て きている。 しか し,現 在 の と ころ

これ とい った決 め手は 見つ か らず,い わ ば模 索の状態 を 続け てい ること も事実で あ る。 これ は,ソ フ

トウ ェアの開 発が殆ん ど 「個別受 注生 産 」方式を とってい る こと,ま た"汎 用 ソ フ ト(自 主 開発型 ソ

フ トウ=ア)の 流通は 未だ ない"現 実か らきてい ると思 われ る。 或い は,ソ フ トウ=ア 企業 その もの

ソ フ トウ ェア市場 その ものが未成熟で あ る ことも原因 して いる。

委 員会 の意見 も,"こ の問題を 委員会 だけで 独立 して結論 を 出す ことは難 しい。 価値を 形成 す る要

素 は相互に か らみ合 って,い ろい ろな要件 が あ るので,今 無理 して結論を 急 ぐ必 要は ないので は……即

・ あ るいは"今 は 実現 可能,検 討 可能 なものだ けを とりあげ ていけ ば良 いのでは ないカ、 価値 に ついて

思弁 的にい く ら論 じて も仕様が な い"と す るも のが多か った。

その意味で,ソ フ トウ ェアの価値 につ いて今後 の本 格的 な検 討 に引き継がれ るよ うその"糸 口"を

整理 してお くもので あ る。 従 って,必 ず しも体 系的に まとめ られ てはいず,討 議の過 程 に あらわ れ た

意 見や 議論の つな ぎ合わ せで ある。 しか し,こ の問題 の 背後にか くされ た,ソ フ トウ ェア企業 を健 全

に 育て るための ソフ トウ ェアの対価 に関す る考 え方につ いて,い くつか の方 向づけを試 み た。

(2}原 価 と 評 価 の 一 般 概 念

この調 査のは じめ に,ソ フ トウtア を その 開発 の性 格か ら,受 注生 産タ イプ と自 主開 発タ イ プの2

つ に分 け たが,そ れ は価値(価 格)形 成か らも2つ に 分け ることがで きる。 いわ ゆ る 「原価 」主 義に

基 づ く場 合 と,「 評価 」主 義に基づ く場合 で ある。 この2つ は 本来的 には全 く次 元の違 う異質 の もの

で あ るが,現 実の価 格(価 値)形 成には2つ の 要素が 組み 合わ され て(か み あわ され て)い る。

例え ば次に 示す図の よ うに,受 注生 産タ イプの ものは 「原価 」回収 主 義が建 前で あ る。 また専用 ソ

フ トと汎 用 ソ フ トとい う表現 を とる こともあ り,両 極 に対 置す るか た ちの2つ の タ イプ で あるが,実

際に は両方の 要素が混 ざ り合 ってい る ことの方が 多い。 しかも 現実に は受注生 産タ イプが殆 ん どであ

るこ とか ら,「 原価 」主義の 占め る割合が圧 倒的 に多 い ことにな る。 即ち,現 在 ソ フ トウ ェアといわ

れ てい るものの大 部分が 図の半 分か ら左側,そ れ も 「原価 」要素 の多い方 にか た まって 位置 され るも

の と思 われ るので,す で に 示 した 原価見積 「モデル 」は現 実的に意 味を もって くる。 当然の ことなが

ら"お よそ 商品の価値 に は2つ の側 面 があ る。1つ はその 生産に 要 した 「原価 」であ り,他 はそれ を

利 用す る顧 客側の 「評価 」で ある。 この2つ が市場 にお いてか らみ あい,一 定 の価格 が 決定 され る"

のが一般 の あ り方で あ る。
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受注開発 ソ フ ト

(受 注生 産タ イプ)

原価

見 込開発 ソ フ ト

(自 主 開発 タ イプ)

「 一「
一 一 一 一 ー ー ー 一 　 一 ー ー 一 一 ー 一 一 『 一 一 ー ー ー ー 一 一 「

蓄積 され た技術力 ・ ノウハ ウ

技術力
(経験)

↑
(あ るい は この部分)

ハ

「

一 一 ー ー ー 一 __一 ー 一 一 ー ー 一 一 ___一 ー 一
.

に よ る原価 のち がい

価 原 価(要 素) 1

利用価 値

/ ; F

●

専用 ソフ ト

完全原価主義

原価,開 発期間

信頼性 技術力

蓄積、れた㊥
技 術力 ある場 合

/'↓
ノ

/原 価 と して差 がで る
'

競 争力 となる

o
コス ト競 争

技 術力 〃

L

@特 定ブ・グ・ム
← 中 間 →

専 用 ソ フ トで も 開 発 で き るが,

コス ト,期 間,技 術 力 に メリッ ト

「価 値 」か ら ス タ ー トす る も,

コ ス トの 面か らの 折 合 い

見込原価(原 価回収の見込)た てる

(利

用

)

価
値

●

汎 用ソフト

完全価値主義

'技術力 高い

着想力(ア イディア)

秀れ て い る

い ままで 全 くない

← ● →

数社 の共 同開 発

(マル チ ・スポンサー)

需 要 あらか じめ 決 って い る

(原価回 収 のメ ドある)

← ● →

数社 見込 開発

(マル チ ・スポンサー見込)

需 要の 見 込あ るが 未定

(原価 回収 あ るいはダメ)

利 用価値 高 くなけれ ば需 要な い

いわゆ る汎 用ソ フ ト型

専 用→ 汎用の 中間

ど うせ開 発 しなけれ ば な らな い

専用 ソ フ トで い くよ り汎用 の方が

コスト安(1社 当 り負担少 なくてすむ)

リスク少(技 術 的 にもま あまあ)

利用価値

の程度

価

値

競

争

代替比較

(効用)市 場競争

(相場)

原価競争笹オ麺

、(,採瓢D
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{3)流 通 市 場 形 成 の 一 般 的 考 察

どん なモ ノで も,そ れ が 商 品と して一定 の価格 を有す る場合 に は,規 模 の大小は ともか くそれを 受

け入れ ると ころの"流 通 市場"が 確 立 され てい ることが前提 要件 で あ り,事 実ほ とんどが そ うな って

いる。 その初期に おいて は少 しばか り条件 がち がい,ま ず"市 場 形成"へ の努力が 必要で あ るが,そ

れで も大 概は何 らか の類 似の 市場が 存在 して い る。 ソ フ トウ ェアの場 合 は,知 的 生 産物 として,モ ノ

を 見て もす ぐには その機 能が わか らないので,一 般 の商品 とは流通 市場 形成の過 程が 若干異な るとし

て も,例 え ば楽 譜や原稿 な ど とさ して変 りない ともい える。 た だ,効 用 と機能 の認識が一 般の 人 に簡

単 に測 定評価で きな い ことが,そ れ らを 含め た既成流 通 商品 と違 ってい る点で ある。

一 方,流 通市場の なかで モ ノの価 値が 決 まる"基 準"は,本 来 的 にはそ の モノの 「利 用価 値 」か ら

きてい るといえ る。 もち ろ ん,価 値や 価格が"つ くられ る"こ とはあ るけれ ど,そ の モ ノを使 った場

合 の利 用者 の メ リッ トや,価 値判 断か らその モノの価 値が評価 され,価 格が 決ま って くる もので ある。

ら ま ザ つ く られ る・ 。とは ある と して も,商 品は その本 来的 な価値や 利用 効果力㍉楊 に おい で 容

認"さ れな い限 り,適 当な 価格が 得 られ ない こど にな る。 ソフ トウ ェアの場 合は い まの と ころその 様

な状 態 にあ るといえ よ う。

現 在 の ところ日本 にお い ては,ソ フ トクェァその もの が"商 品"と して必ず し も容認 され ていな い

し,流 通市場 も創成期で あ る。 また,生 産業 界 としての姿勢お よび開発 力 も弱 体で ある。従 って この

問題 は,政 府機関 の指導 に依 存す ると ころ大で あ る と思われ る。 しか し,要 す るに文 句 な しに容認 さ

れ るソ フ トウ ェア 商品(価 値基 準にかか わ らず,判 断 能力 の高低 にかか わ らず,"目 的 とその効 用が

は っき りしている"な い しは"利 用 した くな る"商 品)の 生産が あ るな らば,そ れ 自 らが流通 市場を

開発 してゆ くもの で あ る。 事実 その ようなセ ール ス ・ポ イン トを も った ソ フ トウ ェアは,流 通 市場 が

確立 され ていな くても ち ゃん と流 通 してお り,現 にAUTOFLO、 ～;やMARKIVJあ るいはSCERT

な どの例 もある。 この点 ぽ いか な る新 商品の場 合 も同様で あ り,と くに ソフ トウェアだけの 問題 に は

ない。

アメ リカにおいて も,ソ フ トウ ェアの流通 は まだ それ ほど一 般 化 してい ず その価格 基準に も これ

とい った決定的な方 式 はない ようで あ る。 しか し,や は り歴史が 長いだ けあ って,広 く流通 させ る こ

とを 目的 と しkＬt用 … ケ ージ ソ7 .トワ ・アが 相当数つ く られ て いる・ そ して・ それ らの殿 の取

引き の 中か らいわ ゆ る適 正価格(リ ーズ ナブル ・プラ イス)が 浮 か び上が りつつ あ り,市 場 も形成 さ

れ つ つ ある。 ただ,そ の よ うな 価格 も"何 を基準 に して決め られ て い った か"に つい ては明 らかに さ

れて いず,ユ ーザ ー側 も とくに この 点は 問題 に してい ない よ うで あ る。 先のAUTOFLOWは,ソ フ

トウェ ア ・プ ロダク シ ョン ・オ リエ ンテ ッ ドな 観点か ら"こ うい うものがあ った らいいはずだ"と い

う発想で開 発を進 め,結 果 と して大 当 りした といわれ てい る。MARKIVやSCERTの 場 合 は,徹

底 した マ ーケ テ ィングに より 自 ら市場 を開 拓 した(7～8割 は売 りさば くか たち であ ったとい う)と
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いわ れ るが 、 それ だけに 強 力な セール ス ・ポイ ン ト(代 替 効果,利 用効果)を も ってい たので あ る。

(4)ハ ー ド ・ ソ フ ト価 格 分 離 策 の も た ら し た も の

●

1969年,IBM社 が打 ち 出 した 「価格 分離 策 」は,い やお うな しに この 問題(ソ フ トウェ アの価

格)に 対 す る関心を 深め ることにな り,コ ン ピュータ ・ユ ーザ ーは結 果と してベ ーシックな マ シ ン ・

ソフ トウェアに対 して一 定の 対価を支 払わ され るこ とにな った。 しか し,発 表 した ソフ ト ・ウェア価

格 等が どの よ うに決 め られ た かは全 く明 らかに な っていな い。 ただIBMの 場 合 は,IBM市 場 とい

われ る ような強 固な 市場 の裏付 けが あ り,そ の流通 はいや お うな しに進め られ,売 手に よ る市場 が創

り出 され つつ ある といえ る。

その 結果,IBM社 自身の特 定 の ソフ トウ ェアに 真向か ら対抗 して,そ の 機能面で 秀れ て いて,か

つ価 格 面で 安い ことを セール ス ・ポ イン トに したIBMソ フ トの 代替価値 を売 りま くる ことが 始 ま り

つつ あ る。例え ば,米 国 コム レス社 は,IBMのFASTERに 対 抗す るHIPERFASTERを,

CICSに 対 す るHIPERCICSを,ま たMISに 対 抗す るDARTを 売 り始め た。 極端 な一 例 と し

てIBMのISAMの 弱点 を補 強 した ことに よ り,そ の代 替価値 か ら考えれ ばマシ ン時間 の短縮 効 果

か ら大 きい差益を 期 待で きる とい う理由で,コ ム レス社 はAMIGOSと 称す る代 替 ソ フ トを売 り出 し

た。 もとも とISAMは フ リーで あ った が,こ れ を使 ってい る とい うだけ の理 由で,AMIGOSに

よ る効 率改善の 効果 は測定 可能 とな り,代 替価値 の 判断 基準 にな ったので あ る。

さ らには,IBMソ フ トで は ないが,6,000ド ル で1,800本 売 られた といわれ るAUTOFLOW

に対抗 したCOMCHARTは,3 ,000ド ルでAUTOFLOWを しのぐ機能を そなえ た商 品 と して,

AUTOFLOWの 未 開発 市場を 狙 ってい る。

この よ うな 傾向 は今後 ます ます増 えてい くで あろ う。

{5}評 価主 義 の実態

流通 す る典型的 な汎 用 ソ フ トウ ェ アの場 合は,い うまで もな く利 用価値 その ものが 問 題で あ り,い

わ ば完全価 値(評 価)主 義が 適 用 され る。 しか し,評 価は利用 者 で ある顧客 の 価値 判断 が 中心で あ り

その認 識の 程度が 評価 に違 いを 生む ことにな る。 また,い ま まで 全 くその機 能が なか ったもの(新 規

開 発)と 改善 または代 替効 果 を狙 った もの とで は価値 評価の 基準 が異 ってく る。

すな わ ち,新 規 開 発の ものは ユ ーザ ーのニ ーズ と利 用価値 で,ユ ーザーの立場 か ら主観的 に価 格 と

価 値 を比較す るの で,そ の評 価 は非 常にば らつ く。 それゆ え新 規 開発 のもの に つい ては 利用 者 の受 け

る利益,購 買動機は 利用者 に とって も生 産者 に と って も決め 手は ない。 いわ ゆ るバ ランス値 にす ぎ な

いo

汎用 ソ フ トリ 中で も,利 用 目的,機 能が いちお う固 定され てい てそ の改善 又は代 替 効果を 狙 った も
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の,即 ちすで に開発 され た類似 の ソフトウェアが比較 の対象 として 存在 す る場 合 は・ 価格 決定の 条件は

よ りは っきりす る。 比較 す るものが あ るとい うことは,そ れ よ り利用 価値が高 いか ・価 格が 安 いか と

い った具体 的な比 較がで き るか ら,利 用者 の判断基 準 もよ り具体 的・客 観 的にな って くる。 その結果

生 産者側 も市場価値(相 場)を 中心 とした競争 とい うは っきり した 目標が設 定 され てく る。 そ して・

この代 替 価値 ない しは相 場競 争が く りひ ろげ られ てい く(繰 り返 され る)と ・ 生産 者側の採 算点 とし

て開発 コス トが重 大問題 と して浮 かんで きて,代 替価値 あ るい は 機能 と,価 格 とのバ ラ ンス に一線 が

引かれ ることにな る。 この 様に,既 に比較の 対象が ある場合 は,一 定 の価 格決定の 法則が存 在 し・ こ

の循環 は次 第に 「原価主 義 」の低 俗決定 に近づ いて ゆ く ことに なる。

(6)原 価 主 義 と 評 価 主 義 の 谷 間

い ま,最 も問題 と思 われ るのは,原 価要素 と利用価 値要素が互 い にか らみ 合 う中間 の位置 に あるも

ので ある。 さきの 図で いえぱ,い ち ばん広い 部分で ある。 専用,汎 用 の区分 をすれ ば,汎 用 の性 格を

もつ もので あ り,受 注生 産,自 主開発 の区分概念か らは,受 注生 産に近い タ イプで あ る。た とえば,

ユ ーザ ーと して も専用 ソ フ トとして ど うせ開発 しなけれ ばな らない が,同 様の要求 を もつ他 社 と共 同

で 開発(委 託開 発)し た 方が,多 少 の機 能制約が あ っても コス トが安 く(絶 対 額はかか って も,1社

当た り'の負 担額 は少 くてす む),リ ス ク も少 く(技 術的 に もまあ大 丈夫)て す む とい うことで 行な わ

れ ると ころの 受注型 マル チ ・ス ポ ンサ ー型の ソ フ トウ ェアが あ る。

また見越 マル チ ・ス ポ ンサ 二型の ソ フ トウ ェアも あ る。 政府 機関 によ る特 定プ ログ ラム(委 託開 発)

な どが その典型 的な もので ある。 仮に,最 大20社,最 低5社,平 均10社 の 見込 客が あ る場 合は,

1σ マイ ナスで7社 に売れ る とい う前提で,見 込 開 発費の1/7を 売価 として の見込客 予想 とバ ラン

スが とれ る ときに,こ の プ ロジ ェク トは実 行 可能性 が 出て くる。

これ らは,い ずれも 価値 と価格 のバ ラ ンス,つ ま り利 用価値 と開 発原価 のかねあ いか ら価 格 が決ま

って く る。 受注 型 マル チ ・ス ポ ンサ ー型の場 合は,需 要 があ らか じめ 決 ま って いる(原 価 回収の メ ド

が ついてい る)こ とにな るが,同 じ共 同開発 型で も見 越 マル チ'ス ポンサ ー型の場 合は,必 ず しも原

価 回収 の メ ドが あるわけで はな く,利 用価値が 高 くな けれ ば,あ るいは価 格が 安 くなけれ ば,原 価回

収 がで きな くな る(リ スクを 負 う)こ とになる。

いず れ にせ よ,こ れ らは原 価主 義に 基づ く価値形 成で あるので,完 全利用 価値主 義以 外は一 応 原価

主 義の範疇 に入 ると考え るべ きで あ る。 それゆ え,政 府 機関 プ ロジ ェク トは 正 当な 開発資源 を前提 と

して価 格決定 されね ば,受 託者 の蓄積技 術力を ただで 買 うことにな って,新 たな開 発力を 蓄積す るこ

とにな らない惧 れ も 出て く る。 従 って,極 力,こ の危険 を避け 得 る様な客 観的,妥 当な見 積方式(格

付 け,単 価な ど)と,評 価 方式 の設 定がのぞ まれ るもので あ る。
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(7).原 価 主義 のな かの無 形原 価(技 術 力)

専用 ソ フ トウェアは・ 個別受 注 生産方式が と られ てい るので,個 別採算を ま もる建 前 か ら原価 回収

が 前提 とな り,完 全原価 主 義が 適用 され る ことにな る。 しか し,専 用 ソフ トの 場合 も専 用で は あるが

利 用者が い るわけ だか ら,本 来 的 には利 用価 値が 問題 とな る。 ただ,利 用価値 の実態 が 多 面的で い ろ

い ろな利 用価値 が存 在 し,.は っき りしてい ない。

た とえ ば,開 発期 間,信 頼性,技 術 力 などの 利 用価 値か ら値 巾が 出 てくるの が現実で あ る。 そ うな

ると原価 プ ラス αの 考えが 若干 入 りこんで くる。 また,あ るソ フ トウェアを開 発す る時,初 め てその

問題 に取 り組む 場合 と,す で にその 問題に役 立 つ経 験 的な技術蓄 積が あ る場 合 とで は,開 発 コス トの

上で大 巾に 達 っ、てく るこ とにな る。 その結 果,経 験,蓄 積 され た 技術力 は 直接 原 価 と して の差につ な

が り,競 争 力に な る。 すな わち,そ の ソ フ トウ ェアの開 発に要 した 直接原 価 とい うこ とで は,経 験 の

分だ け安 くで きる こ とにな る(短 期間で 開発で きる ことも含め て)。 その意味で,原 価の 競 争は技 術

力,管 理 力 の競 争で あ るといえ る。 つ ま り,そ れ らの"ふ くみ資 産"や 資源 の運 用が 利 益で あ り,次

の技術 力 をつ く る必琴 財源で もあ るので,こ れ を 利益 とい うか原価 とい うか の 判断 こそ最 も重要 とな

る 。

ぐ

(8}前 向 き の 原 価 主 義 育 成 の 必 要 性

以上の 検討 は,ど の よ うなタ イプの ソ フ ト開 発で あ っても,原 価主義 は ソ フ トウェア開 発企業 の成

立条件 として,基 本 的思 想で なけれ ばな らない こ とを 示唆す るもので ある。 それ は いか な る事 業の場

合 も同 様で ある こ とを 再確 認 した にすぎな い。た だ,そ れ らの中に差が ある とす れ ば,事 業を継 続的
ニ

に成 り立 た せる原 価回収の性 格 と範 囲の 差で あ り,原 価 回収の 定義 とその 運 用 こそ 事業 性 格を きめ る

ことにつ なが る こと,原 価概念の 確立 こそ ソ フ トウェ ア事業の将 来を決す る こ とにな る こ
.とを,こ こ

にあ らため て再確 認 した点 は有 意義で あ った といえ る。'

その意 味で,開 発力 増蓄 を 目的 と した政府 機関 プ ロジ ェク トの発注にみ られ る原 価主義 の 中に は,

受注企 業が 過去 に開 発蓄 積 した技 術力(先 行投 資力)を 買上げ て再投資 可能 にす る ことが 必要で あ り,

賃技術 料"の 評 価 こそ最 も重要な 問題 とな ろ う
。 この ような 考え方に基づ く原価 見積 方式 と原価計 算

方式が,政 府機 関に よ って実施 され る ことが,ソ フ トウ ェアの価 値をみ とめ,か つ 育 てる うえで 不可

欠で あ ると感 じた人が ∫今 回の 価値 に関 す る委員 会メ ンバ ーの 大方で あった。

(9)今 後 の 課 題

さ て,最 後 に,今 回 の調査 によ っていちお う原価 見積 方式 モデ ルの成案を みた。 そ して,今 回 試み

た原価 と価値 の関 係分析 に よっ て,見 積 りの リス クの高 い開発 事業で あ るソ フ トウェ ア業 を健 全 に発

展 させ るた めには,新 しい 原価概念 の確 立 と原 価計 算方 式の確立 こそ重要であ る ことが認 識 され た。
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それ ゆえ,こ れ らを今後 具 体的 に展 開 してゆ くことが不 可欠で あるので,引 き続 き次 のよ うな問題

の研 究 と解 明を ソブ トウェァ産業 振興協 会 としてすす め るべ きで あ ると思 われ る。

た とえ ば,

① 原 価構 成の 中 に人的,物 的 の先行 投資費 用を 当期経 費 と してみ とめ る方策 の検 討

② 蓄 積 され た技 術力に正 当な 対 価を 支払 う(技 術の再 開 発投資 能力を維 持す る建 前)方 策の研 究

な どであ る。

そのた めには,技 術 料評 価方法 の解明 が必 要 になろ うし,そ れ に関連 して検 討すべ き問題 は連 鎖的

に次 々 と派生 してくる と考 えられ る。 た とえば,

① 自主 開 発ソ フ トウェア の仕 掛費 用につ い て資 産計 上方 式を と った場合,そ の資産の償 却方 法は ど

うか。 どの時 点か ら償 却 を始め,償 却年数を ど う考え るか 。

その 方式 の採 用で,ソ フ トウ ェア業は その 初年度 に膨 大 な課税で つぶれ て しま うので は な いか。

② 開 発途 上の ソ フ トウ ェアの仕掛 計上 方式は,自 主 開発 ソ フ トの場 合 に,財 産の 著 しい劣化 の リス

クを 負 うことにな るので,事 業 的 にも会 計原 則的 にも問 題が あ りは しな いか。

③ また,数 期に またが るプ ロジ ェク トは,建 設業 の如 き進 行度 比例売 上方式を とらね ば,利 益 計上

のか た よ り,損 益の 甚 しい増 減がで ることにな るが,こ れ をど う救 うか。

も し,建 設業 方式を とった とし ても,そ の進 行度 判定 の客観的方 法は あ るのか 。

など と,と めど な く問題 が 派生 して くるで あ ろ う。

したが って,今 後の検 討 には本年 度に倍 加す る規模 の調 査活 動が必要で あ る と思 われ る。

しか し,い か に計 算方式 の研究 を 急いだ と しても,こ の問題 は本質 的に単 なる計算技 術の 問題で は

なく,ソ フ トウ ェア業 の 顧客が技 術料(開 発引 当費)を 支 払 うか ど うか,ま た支払わ せ 得るかの 方が

より本 質的な 問題で あ ると思われ る。

その意味か ら,指 導的 顧 客であ り,業 界の指導 力が あ る政府 機関が率先 して 技術 料算入を実 施 され

ることカ～ まず 必要で あ る と考え られ る。

そ のた めに,ア メ リカのlASAを 中心 とす るソ フ ト開発委 託方式 の研 究 などは有意 義 と思われ る。

しか し,問 題は それだけ で はない。最 も 問題 と思わ れ るのは,む しろ ソフ トウェア業界 自体 にも ある

よ うで あ る。
o

それ は,コ ス トを無 視 したダ ンピング受 注競争で あ る。 これを 防 ぐこ とも,業 界の 健全な 発展 のた

め に必 要不可 欠の こ とで あ る。 まず は ソフ トウ ェア産業振 興 協会 メ ンバ ー自身の,自 主性 あ る受 注態

度 が必 要で ある と思わ れ る。
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唾]見 積・のプ』・… 容につい・

受 注パ タ ー

ン(ケ ース)
見 積 り の プ ロ セ

1

ス

1

一貫受注型

(謂査 受注)

③

寧 麹 躍 ・一嘉 ⇔《本⇒ 霊 ⑧ 〈実行〉
●

① ②

2 開発受注型 ⇔《蔓趨 審
①

ご剛嗣ト⑧一
詳 細
見積りで ∋ ・

② ③

3 再 受 注 型 ⑧ 一⑧ 一引合 鱈 り
慧 罵;り;目;一㌃

魁 ト㊧ 一〈実行〉
泡

4 官庁受注型

|

算

(省議)

⇔轟 ㊥r@
①

協 晶 ト⑳ 一〈実行〉
② (入机)

5

長 期 プ ロ
ジェク ト型

(一 貫受 注)

/み1議
契約 璽 〉一一⑳ 〉

(雁軟継続)
～

、㊥一蕪 璽L㊨ ぎ/・理
i① ②

6 協議受 注型

'

㊥「露 」L⑧ 露草 実ツ .

(事前研究)

.

*共 同受 注 型

*入 札 受注型 面 接引合

(説明)

概 略

見積り
入札

再 契約本 調 査 '型 実 行
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■

1

回 答(適 用)
見 積 り の 内 容 備 考

有 無

コ メ ン ト

① 調 査計 画 書(概 略 ・日程 ・費用 見 積 り)

② 予 備調 査 報告 書(本 調査 見積 り,日 程 ・

費 用 ・要 員等)

③ 本 調査(ブ イ ー シビ リテ イ ・ス タデ ィ)

報 告

詳 細 計 画,シ ステ ム ・受 託 内容 ・セ ッ ト

・調査(コ ンサル テ

ィング)→ システ

ム開 発→ システ ム

移 行→(計 算受 託)

ま での 一 貫受 注
・調査(コ ンサル テ 17 8

・仮契約は行なわず,詳 細見
積に システム設計が中心に
な るケ ースが多い。

・予備調査 本調査の段階 そ

れ ぞれ 明確に位置づけたい。

ア ップ等費用詳細見積 り

(各 工程区分毎に見積 りを くりかえす場合,
イ ング)だ けの場

合 あ り一括見 積りの場 合あり)
(ア プ リ ケ ー シ ョ ン

開発)

;驚 二灘 継 贅暴・/霧竃
'ソ フ トウ ェア開発

汎 用 ・専 用
・受 託計 算

・① は ほ と ん ど話 合 いに よ る。

② ③ は 一括 して 提 出す る こ
とが 多い 。

書)定③
契約(実 行用)見 積書(実 務計画,詳 細

見積書)

20 5 ・6型 との折裏案が必要
・納期 等との関係で,契 約 と
実行が前後す るケ ースが 多
い祈

受 注 仕様 書(実 施計 画,詳 細 見 積 書)

工程 見 積(工 数 お よび マシ ン),諸 経 費 見

積,総 費 用 見 積 り
エ ン ド ・ユ ーザ ー ハ ー ド ・メ ーカ ーの基

・特 定 ソフ ト開発

・プ ログ ラ ム受託 な

ど 17 8

・ハ ー ドメ ーカ ーお よびデ ィ

ーラ ーか らの受 託 は かな り

あ る 。

本契約に拘束 され る

① 予備見積 り(省 庁予算折衝用)
実施計画,経 費見積 り(工 程 ・工数 ・
マシ ン ・諸経費)他

② 受 注仕様(受 注ないし入札用)
予 算に もとつ く受注仕様書,計 画,経
費内訳書(契 約書),工 程,経 費,構

・特定 プ ロ ジ ェク ト

・汎用 ソ フ ト開発

な ど

20 5

・② におけるダンピング競争

が極端であ り問題(事 前研

究が 無に帰す る)升
・概略 見積→入札→ 本調査→

再見積→契約 のケースが多
い

成別明細

①第諸職 纏 鱈 査分1
② 第2期 見積 り(例 え ば,シ スi

・ア プ リケ ー ショ ン

開発

完 全請 負 共 同 開

・最初に期別に した見積りを

出す場合 もあ る。

テム 概要 設 計 ま で);期 別 に '発

③ 第3期 見 積 り(例 え ば,基 本)検 討,

i計 画,シ ステ ム詳細 設計 ま1計 画 19 6

|で) .

見積 り
1(例 え ば,プ ロ
い グ ラム設 計,作 成 まで) 、

○第こ潮見積 り

協議のプロセスが中心になる ・受託 計算

・プ ログ ラム受 託
・殆 ん どが この パ タ ー ンに 該

当す る 普 ・'
・マ シ ン時 間貸

な ど 19 6
・官庁における随意,契 約の
場合にはこの 例が適用され
る。

・実行が先行し,途 中で協議
して い くケ ー スが 多 い。

,

・大 型 プ ロ ジェ ク トの 場 合
,各 分 野 の 数社 が 集 まって チ ームが 構成 され る

(ソ フ トは1担 当 部門 に な る まの で,各 社 協 議が 中 心 にな る。

(祈 は同様の回答 あ り)

・官 庁 を中 心 に して入札 型 ケ ース の場 合 が 多い
。 闇

闇65一



[亘 ヨ 原価計算・・ついて ①
原価 計算 実施 の状況

、

実施の状況

篇べ

原 価管理,

作業管理

ふ くんで

体系化,

灘;

プ。ジ〃i大 把みポ 決算資料i。 。!

ト別,ジョ 理 で実施iと して 必1

ブ別 ・部(部 門別Lプ 要な計数

鍵 ㍉ ≧1把 握(集
実施 中。 握程 度)・ 計)程 度1

(まったく

不十分)

そ の 他

(具体的 に)

40年 ×

"

41年
×

42年 ×

43年
X

44年

× ×

×

45年

×
× ×

× ×

×

.)(

46年'

×

× ×

×

×

×

不 明
×

(試行 中)

'×

(試 行 中)

×

×

合 計 3社 11社 10社 1社 一 一
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[集 約14]原 価計算について ②

実施 内容 につ いて

1.管 理 デ ータ(イ ンプ ッ ト)の 種 類,内 容な ど

〈 種類 列挙 〉

。見 積書***,受 注仕 様 書

。実 行予算 計画書,プ ロジ ェク ト実 行予算 書,実 行予 算 表**,実 行 計画 書,プ ロシ ェク ト台 帳(収 入

マ ン ・マ シン ・プ ログ ラム等 予想,実 績 記 入),実 行予 算採 算表

。作 業管理 表**,ス ケ ジ ュール 管 理表,週 間作 業票,作 業 指示 票*,作 業進度 管理 表,週 間 作業 管理

表,製 造命 令書(見 積 工数ふ くむ),業 務命令 書,プ ロ ジ ェク ト作業指示 書

。業 務報 告 書(作 業 時間),作 業 時 間報告 書,作 業実績 票(表)**,担 当報告書,実 績報告 書(マ ン

マシ ン)**,プ ログラム進 行表,マ ンパ ワー報告書,作 業B報(週 報,月 報)*,稼 動報 告 書,個

人 別稼動 率表,並 行作 業 華表,プ ロジ ェク ト別 マシ ン稼 動表,マ シ ン使 用時 間表,作 業進 捗 報告 書

。ジ ョブ管理 表(予 定,実 績 記入),作 業 日誌,プ ロジ ェク ト別 原 価台 帳*,計 算 機(マ シ ン)使 用時

間表(予 定,実 績 記入)*,プ ロジ ェク ト管理 台帳

。経 費伝 票**,振 替 伝票*,経 費明 細書,交 通 費等精 算書,旅 費精算書,直 接経 費伝 票,プ ロジ ェク

ト別 経費等 集計 台帳

。売 上計 上通 知書,損 益計 算表,完 了通知書

プ ロジ ェク ト実 績報 告書(マ ンパ ワー費用,マ シ ン費 用,外 注 費,そ の他経 費,売 上収 入等 記入)

*同 様 回答 あ り(**3～5,***6～ あ り)

2.管 理 資料(ア ウ トプ ッ ト)の 種 類,内 容な ど

く 種類 列挙 〉

。プ ロジ ェク ト別実 績表*'*,プ ロジ ェク ト別管理 表**,プ ロジ ェク ト原価 報告書 プ ロジ ェク ト実

行管理 表(生 産管 理 実績表)

。部 門別実 績表*,辞 別実 績 一覧表,部 門別管 理表**,部 門別経 費一 覧表,部 門 別決 算表

。実 績 予算 対比表,予 算 実績(対 比)表**,完 了プ ロジ ェク ト予算比 較表,プ ロジ ェク ト別 実積報 告

書*

。個人 別管理 表**,マ ンパ ワー実績 集計表,個 人 別生 産性 資料 個人 別稼動率表 個人 別実 績 義 字

。プ ログラム実 績表,プ ログ ラム総 括表,作 業進 捗管理表,作 業 明細表,工 程 実績表*,工 程 別管 理 表

工数 実績表

。原 価計算書,原 価管理 台 帳,総 括 管理 表,制 作 費実績管 理表,プ ロジ ェク ト完 了報 者書,業 務 台 帳
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(収 支比 較 利益率等)

。仕掛 作業 報告書*,仕 掛 品原価元 帳,月 次損 益表*,毎 月 損益計算書*,毎 月 決算表

oプ ロシ ェク ト別生 産性 資 料(工 数,マ シンタ イム,原 価・ 原価構成 比・ 諸 比率 等)

。機 械使 用時間 実績表(週 間,月 間,年 間,プ ロジ ェク ト別,部 門 別)**

1回 答数2ヨ

?
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巳 垂]原 価計算について ③

原 価計 算の 結果を どの ように利用 し てい るか,

また,現 在 にお け る問 題点 など

どの よ うに利 用 しよ うと してい るのか。

結 果 の 利 用 問 題 点

A社 プ ロ シ ェク トが終 了 した時点で の評 価会議(営 稼 動率 の とらえ方 に問題 が ある。 即ち 単位

業,技 術の 合 同 ミーテ ィング)に おけ る検討 資 を 時間 とす るか,日 数 とす るか,作 業 内容

料 とな る。見 積 工数,原 価を対比 し,差 異の分 か,あ るいは これ らを総 合 した形で と らえ

析,原 因の究 明 に利用 し,今 後 の営業 活動,進 るか は,要 員 の能力 との 関連 で 非常 に困 難

捗管理,生 産性 向上等 の参 考資 料 としてい る。 で あ る。

、

B社 現在は試行錯誤の段階であるが,適 正原価算出

方 法を見 つけ 出 し(勿 論,完 全に適正 とい うも

の もな いで あろ うが,適 正 に近い と思 われ る方

法),ソ フ トウェアの価 値を 適 正な ものにすべ

きで あ ると思 ってい る。

c社 ① 生 産性の 向上,② プ ロジ ェク トの有 効的な

推進,③ 同業他社 との競合 に勝 っため の資料

④(社 内的 に)原 価意識 の商 掲,徹 底を はかる

⑤ より正確な見積書作成のたあ

D社 スケ ジ ュ ール管 理,月 例各 種 見通 しなどが中 心

で ある。 実績表 は類 似 システ ム見積 り時の参考

資 料と してい る。 また,月 間収 支計算 資料 と し

ても活用。

E社 原価 計算の結 果を,技 術上 の問題 も含 めて 「結 作業時間実績の把握がむつかしい(稼 働報
果検 討会 」を 開 き,以 後 のシ ョブに反映 させ て 告時 間の バ ラツキ大 きい)
い る 。

F社 見 積 り 行 為 へ の フ ィ ー ド ・パ フ ク 顧客 毎に 受注単価 が異 ってい る現 状か ら,市

適正受注単価の決定への検討資料 場における標準単価の安定化がのぞまれる

G社 部門 別採算 管理,ジ ョブ別 採算 管理

H社 ①問題点の把握とその解決,② 見積金額との

差異明確化 ③ 行程管理

1社 ① 部門別生産性の向上への資料,② 見積り方 マンパ ワ ー費用 その他諸 経 費の プ ロシ ェク

法の是非検 討,③ コン ピュータ使 用管理,④ ト毎へ の割 振 りが 困難(現 在 ス タ ー トした

④ 業務遂 行方法 の検 討,⑤ 顧客 の選択,な ど ばか りで 試 行中)

」社 見積 時の予 想採算 と実 績の 比較,予 想工 数 と実

績工 数か ら同程 度 ・同様業 務見積 時へ の参考 に

す る。 生産性 の向 上へ の資 料 と して活 用。
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K社 全社的 採算管 理,担 当部 門別採 算管 理,個 人別

業 務進 行管理 な どの管理 資 料 として利用 してい

る。

L社 部門別の 利益計画,実 績管理

次 回以降の 見積 り用参考 資料 として利 用。

M社 プ ロ ジ ェク ト毎 の 進 度,コ ス ト,損 益 の 把 握,

計画 に対す る実績 値の 差異分 析を通 じて,十 分

な 管理 アク シ ョンが値 ち に実行で き る態勢を整

え,受 注 内容 の 向上,経 費節 減,作 業 能率の向

上を期す る。

N社 新規見積書作成のための参考資料 正確な管理がむずかしい

遂行計 画の 変更,適 正 化へ の 〃

O社 ① 業 務内容の改 善,② 見 積 り,営 業収 益の 適

正化,③ 将来あ業務計画立案資料 ④ 生産

性 諸指 標の 設定,な ど

P社 見積 り用の データ に利 用,コ ス ト削減 お よび各

種作業の合理化のために活用

Q社 どの程度 まで原価 管理で きるか疑 問。 他社

で 進 んで い ると した ら,作 業 管理や 「評価 」

な ど ど うや ってい るか 参考 に したい。

R社 実 績把握 に よ り見積 りへの反 映,プ ロジェク トの

管理,ジ ョブ毎 の 原価計 算の確 立を行 ないたい

(現 在3の 状態 か ら2の 段 階へ 移行中)

S社 名費 用科 目ご との検 討 資料 は管理会議 ヘ フィー ド 見積 り,運 用(実 行予 算),実 績 の 差がか

パ ック,各 ジ ョブ毎 の検討 資料は営 業,業 務会 な りとみ とめ られ る。

議 ヘ フ ィ ー ドパ ッ ク し協 議 され て,詳 細 に 検 討 標準原価計算方式の設定が望まれる。考え

され たのち改 善点 な どは 直ち に実行に うつす ご 方,算 出基準 な ど各社 ともそんな に違い が

とにしてい る。;な いは ずな ので,業 界 として検討で きるの

では ないか 。

T社 儲か る仕事 とス キル ア ップ につなが る仕 事

とは必 らず しも一 致 しない し,会 社 の イメ
.「

一ン ア ップに つなが る仕 事の 評価 は難 しい。

す なわ ち,仕 事 の定性 的評 価と定量 的評 価

の相関,方 法等 につ い て極 めて困 難で あ り

頭 を ひね っ て い る。

(記 入20社)
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[≡]・ フ・ウ・アの価値・価格)の あ・べき姿について

@

ソフ トウェアの商 品と しての形 態は 次 の よ うに3通 りある と考 え られ る。

(1)既 製 ソ フ トウェアの販売

既 製 ソ フ トウ ェア の価 格は本 来評価 主義 を適 用 し,そ の価 格 は 市場 要 因,品 質要因 お よび原価 要

因 に よ り決定 され る と思わ れ る。

そ の場 合,評 価 の基準 が明 確 に確立 され る必 要があ る。

{2}ソ フ トウ ェアの 受託製作

これ には見積 方式 と実 費精算 方式が ある。 いずれ の場 合も見 積 原価構 成 要素,方 法,価 格等 につ

い て一 般の認 識が 充分な され る必要が あ る。 又 評価 主義を一 部採 り入れ る ことが望 ま しい
。

㈲ 要 員派遣

職 能別 ランクを 設定 し,価 格を 決 定す るが,そ の 資格 価格 等 につい て一 般の認 識が必 要で ある
。

又,今 後 ソフ トウェアの価値 を明確 化す る ため には次 のよ うな事 が解 決 され ね ばな らな い と考え る。

① 一 般 の ソ フ トウェ アの 価値 に対 す る認 識

。規 準を 明確化す る

。国 あ るいは協会 等が積 極的 に実践 お よび啓 蒙す る

② 業 界(ハ ー ドウェア ・メ ーカ ーも含め た)の 秩序 ある競合

③ 業 界の技 術力 向上,生 産性 向 上

④ 市場の拡 大 お よび流通 の促進

⑤ ソフ トウ ェアの権 利の明 確化

o
ソフ トウェアの価値 は次の 諸点 に よ って決 まると考 え る。

・ほ}汎 用性 と拡 張性

② その ソ フ トウェアを使 用 す る ことに よ り,人 間が 苦痛 よ り解放 され る度合 い

{3}利 用の頻 度

(4)も しそ の ソフ トウェアを 新 し く開 発 しよ うと した 時,予 想 され る時間 と コス ト

しか し,ソ フ トウェ アの価 格 は,開 発 する に要 した コス トに若干 の利 潤 を加味 した もので あ ってはな

らな い。

使用価 値 と交換 価値 と{ま必ず しも一 致 しないが,特 殊 な分野で のみ 使わ れ しか も頻 度 は少 な いが必

要だ と思 われ る プ ログ ラムな どに関 してはメ ーカ ーあ るいは通 産省 な どが その一 部 を負担 す る ことに
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して ソフ トウ ェアの価 格が 極端 に高 くな らぬ よ うにすぺ きで あろ う。

o
ソ フ トウェ アの 価値 を 決定す る要 素 と して

市場 要 因:汎 用性,顧 客 評価

品質 要 因:普 遍{生,安 全性 な どが考 え られ ている。

原価要 因:コ ス ト積 上 げ

ソフ トウェアが 利用 技術で あ る以 上,上 記 ω,② の要 因を主体 に して価 格値評価 され るべ きで ある。

その為に 〔1).②の各要 素ご とに評価 基準 が確立 されね ばな らないが,そ れ に は,.開 発 した ソ フ トウ ェ

アの著作 権等 の法 的保 護を 画 る等 々の 環境 作 り.が先 決 と考 え られ る。

-fi ,受 注Vdド からは・{3〕を麺 としだ再生産可能飾 値評価が最少限必要であり・相 の髄 に

よる基準 設 定 に多大 な期 待を 寄せ るも ので あ る。

◎
ソ フ トウ ェアにつ いての生 産原 価,販 売価 格,製 品 の品質検 査,保 守 基準な ど業界統一 の 標準体系 を

設 定し,こ れ を一般 公 開 して ソフ トウ ェア価値 の 認識 高揚,市 場相場の 確立を 目指 して業 界が 一致 協

力 してい くべ きで あろ う。

⇔
受注 タ イプの ソフ トウ ェアに関 して,マ ンパ ワー コス トに よる原価積 上げ 方式で は永 久 に ソフ トウ ェ

アの価 値は 確立 しない(開 発会社に より価 格が まち まち とな る)。

何 らか の形で評価 性の 価 格決定方式 の確立 が 急務で あ る。

現在考 え られ るも のは次 の通 り(具 体的 手法 は今後 の問題)

{1)開 発 ソフ トウ ェアの効用 価値を評価 して価格を 決定す る。

(2}開 発 ソフ トウ ェアの情報処 理の手法,立 場等 よ り分類 した 夫 々のエ ネル ギ ーを評 価 し て価格 に結

びつけ る。

(ill)
電子 計算 機 出現 当時の ソ フ トウェアは ハ ー ドウェアのお まけ で あ るとい う考 え方 が昨 今非常 に改

まって来 てお り,こ の業界で 生き るものに とってBetterな ことで ある。

しか しなが ら超 大 型 計難 あるい}ま最近 の電子 計算機 は,㌻ ドウ・ア と同 じく らい ソ フ トウ ェア

に 開発経 費がか 、るとい った ソ フ トウェアの本 質的 な価値 レベルで はない と ころで 価値 判断 がな され
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てい る と考 え る。(特 に顧 客側に於 い て)

こ うい った点が 市場で の過 当競争,不 当な ダ ンピン グを まね く一 因で ある と考 え る。 日本特 有 の無 料

サ ー ビス(特 に形のな いも のに対 す る)や,技 術 あ るいは資 本の系 列とい った問題 と相 扶 って商売 を

や りに くく してい る。

貴 協会 の御 努力 に敬意 を表す とと もに 今後の 活動 を期 待す る。

o
価値=原 価+顧 客側の利用効果

⇔
ソ フ トウェ ア作成 は受 注の 形態 に よってい ろいろ変わ る もので ある。

例え ば,仕 様が明 確に な ってい る場 合 には,技 術 料 の適 用され る範囲が狭 くな り設 計(例 え ば新 言 語

の設 計,OSの 設計な ど)が 入 る場合 には 当然 技術 料は 高くな らなけれ ばな らない。 また,受 注 して

作 成す るソ フ トウェア と独 自に開 発 した ソ フ トウェ アとの価 格は 当然異 な る。 後者 の場 合 は原 価構成

要素を ユ ーザ ーに公表 す る必 要 はな くあ る意 味で は将 来 的 に価格を 決め てもよい。

o
ソ フ トウ ェ アの価 値 は本来 その ソ フ トウェアがユ ーザ ーに もた らす利益に よ って決 定 され るべ き もの

と考 え てい る。 しか し実 際には ソ フ トウェ アメ ーカ ーが 提 供す る製品がユ ーザ ーに とっ てどれだ け の

利 益を もた らす かを算 定す る事 は難 しく,又 同一 ソフ トウ ェアが ユ ーザ ーに よ って価 値が まちまちで

あ り,い わ ゆ る一 般 の 生産会社 の製 品の様 に一 定の価 格で 販売 す る事が出来 な い弱点 が あ る。

この様な現 状 を考 え ると,結 局は メ ーカ ーが 製作段 階 に要 した 原価 要素の積 上げ に よ って価 値 を決 定

せ ざるを得 な いので は ないか,又 この現状を 打破 す る為 には ソフ トウェアメ ーカーの製 品の価 値 を一

般 会社 に認 め させ る事 に より下請的存 在か ら同等 の立場 で 価 値の 決定を話 し合え る様 に 業界 全体で 努

力 しなけれ ばな らない と思 う。

([li)
{1)マ ンパ ワ ー ・コス トの 構成 要素 は これ これで あ る。

12}見 積書 の 記載 項 目は これ これで あ る。

{3)直 接経 費 は こ うい う形で 記載す る。

{4}技 術料,一 般 管理 費 は何 に何%を 乗ず る。

とい った一 定 基準 を設 定 し,ソ フ トウ ェアの見積 り手法が 各社 ぱ らぱ らにな らない よ うに すべ きだ と
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考 え る。

単 価は各 社 の力 関係で 上 下が あ って も差 しつか えな いが,た ゴ構 成,方 法は統 一 した 方が よい と思 う。

これ らの統一が 可 能にな ってか ら価値を ど うす るか とい った方 向へ進め ない と,お 互 いの ダ ン ピング

で 足を 引 張 りあ うことにな る。

弁 護士 会,技 術士 会の ような標準化(値 段)を 至 急設 定 し,ユ ーザー各 位が 納得 す る形に したい。

現 在 の よ うに,ケ ース ・パ イ ・ケ ースが多い と自然,契 約 にもち込む のが遅 くな る ように思え る。

(i[E)
現 在,知 識の 利用,ア イデアの評価 等が価 値 と して一 般 に評 価 され ていな い実情 に鑑み・ それ を評 価

され る ような方 向 に持 ってゆ く為の努力 と方策 の実 施が業 界 として必要で はなか ろ うか。

その為 の一 つ として,せ め てシステム ・プログ ラムの使 用価値が 一般的 に認め られ る様 な説 得力 のあ

る価値 の定義,体 系化を 協会で啓 蒙,宣 伝,検 討 して ほ しい。

(IED
ソフ トウェア の価 値 は,マ ンパ ワーな い しは価 格構成 要素の積 上げで 決 まるもの とは思 えな い。

プログ ラムの利 用価値 に対す る対価で あると考 え る。

@
ソフ トウェアの価 値は,そ の保護 の問題 と共 に,こ れ が最 上 とい う姿を描 くこ とが難 しく,時 に 応 じ

て変 っ て行 くもの と思 う。

現 状で は,い くつ かの考 え方が 並列 して も止む を得 ない と考え る。

{1)原 価主 義的 な考 え方.

② 需要供 給の 関係か ら決 める もの,す なわ ち,他 に類 似 ソフ トウ ェアが な く,利 用 価 値の 高い もの

は価 格も 高い。又,類 似 ソフ トウェア との性能 比較か ら価格を定 め る。

い ずれ にせ よ,企 業間 の協 定 よりも,営 業努力 を含め た競 争力 に よ って定 ま るもので,逆 説 的な意味

で この調 査に 見 る ような努 力が 必 要で あ ると思 う。

◎
一 般に商品 の価 格は原価 と評価 の二つ を基準 と して市場 によ っ て決定 され るが ,ソ フ トウェアの価格

も又 この 範疇 に入るべ きもので あ ろう。

高度の頭脳的独創的所産であるソフトウェアρ価格は本来評価が価格決定の主たる要因であるともい

え る。 しか しなが らこの評 価は絶対 的な もの とはいえず,同 種 の もの との比 較 に よっ ては しめ て可能
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とな るが これ は 極め て困難 な ことであ る。

従 って現段階で は原価積 上げ 方式 に立脚 し,こ れの 回収を図 る ことによ って価 格の 秩序 と企業 な らび

に市場 の安 定を図 るべ き もの と思 う。

([1)
1.基 準価格 に は,原 価に必 ず+Ctを 付 加す る。

2.ソ フ トウ ェアの 内容 に よ り

イ.そ の有効 性(ソ フ トウェアのもた らす 経済的 効果)

ロ.汎 用性(市 場性)並 びに利 用頻度 等 も勘案 して最 終価 格 を決め るのが望 ま しい。

([E)
ソ フ トウ ェアの 価値 の設 定につ い ては,業 界全体 に滲透 させ,適 正価 格の維 持 を図 るこ とは 非 常 に困

難な こ とで はあ るが,是 非 共確 立 して行 くべ きこ とと考え る。 これ によ り業界各社 の 過 当競 争を 排除

し,共 存 ・共栄 の ため の礎 とな ると言え よ う。従 って これを維 持す るには各社 のモ ラル,自 覚 を必要

と し,又 業界 と して顧客を 含め た一般 会社 に,価 値 の妥 当性を 如何 に ア ピール させ るか が今 後 の大 き

な問題 とな ると思 う。

◎
一 般に 商品の価 格は,生 産者側 の 「原価 」と,顧 客側か らの 「評価 」とが 基準 とな り,需 要と供 給の

原則に従 って落 着 くと ころで定 め られ る のが通 常で ある。 ソフ トク ェアの 価格に つい ても 同様 と され

るべ きで あ って,そ れ が付 加価値 の 適正な 評価 を求め る生 産者側の願 いで もあ る。 しか しソ フ トウェ

アの市場は未 発達 で あ り,評 価 の基準 も確立 され ていな い。 この為,生 産者側 とし ては 自衛 策 として

原価の積 上げ方式 によ り,ま ず 原価 を確保 し,適 正利益 を上 乗せ してソ フ トウ ェアの価 格 と し てい る

の が現 状 と思 われ る。 ソフ トウ ェアの価値 の あるべ き姿へ のアプ ローチ として次 に考 え られ るこ とは

原価 面への 評価 の導入で ある。原 価 の主 要構 成要 素で ある マ ンパ ワー費に つい て,要 員の格付 けを,

国 家試 験 または 業界が統 一 した 客観的 尺度 に よ って定め ることに よ り,創 造性 の あ る頭 脳活 動家 と し

ての適正 な評価を 得 る よ うにす る こ とで ある。

そ の為 に は要員 の格付 け な らびに ソ フ トウ ェア作 成の 為の 作業 工程を統 一す る ことが 業界に 課せ られ

た課題 で ある と考え るもの であ り,顧 客 側に評価の 基準 をもつ ように求め るの は それか ら先 の こ とで

あ って,ソ フ トウ ェアの価値 の あ るべ き姿に落着 く には,な お年 月を 要す るこ とで あ る と考え る。
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@
ソフ トウェアの評価 が次第 に 高 まりつつあ り,開 発に携 る企業 としては好 ま しい傾 向 と考 え る。

しか しソフ トウ ェアの規模 は ます ます大 型化 しつ つあ り,開 発費も 非常 に多額 とな ってい る。 この よ

うな状 況を踏 まえ て,ソ フ トウ ェアの価値を確 立 し,そ の流通 を促進 す る事 が急務 で ある と思われ る。

この為に は,先 づ,政 府 がプ ログラム の登範 と公示 の制 度を早急に 設定 し,プ ログ ラム作 成 者を 現在

の無償,流 通の危 険 か ら法 的に保護す る等 の措 置を 講づべ きで ある。 尚,具 体 的 な ソ フ トウェ アの価

格の 算 定方 式 としては,原 価 主義(開 発作業を 行 な う'上で 発生す る原価を 如何 に正 しく回収 す るか と

い う,開 発面に主 体を 置いた 原価計算 的な算 定方法)を とることが望 ま しい。

又,公 的 な立場で 決定 した価 格を法的 に押 しつけ るので はな く,若 干の アロー ワンスを持 たせる意 味

も含め て,"変 動相 場 制"を 敷 く方策 も良 い と思わ れ る。

●

◎
'
ソ フ トウェ アの価 格が その 価値に比 して安 す ぎ るとい う問題が あ る。 客先 の認 証 の度 合 もあ ろうが,

むや み に"安 売 り"し てい る業 界の現 状 も あ り,反 省が 必要で はないか と思 う。業 界全体 として適 正

価格へ の努力 と協力 が必要 ではな いか。

◎
ソフ トウ ェアの価 値は利 用価値 につ き,企 業 の採算性 への メ リフ トへ つな が るもので なけれ ばな らな

い。 そ して,ソ フ トウ ェアの価 値に ついて情 報価 値論の よ うに思 弁的 に論 じてはな らない と思 う。

したが って,ユ ーザ ーに とって 自社 開発 よ り安 くで き る。 自社で はで きな い ことがで きるな どの十 分

・なメ リプ トを 得 られ る ことを基本 にお き
,具 体 的な 論議を すすめ ることが必要で はな いか。

人

(記 入20杜)
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② ソフ トウェア産 業振興 協会 「ソフ トウェアの価値 に関 す る中間報 告」

昭 和45年9月24日

「 中 間 報 告 」

ソフ トウェアの価 値 に関す る委員 会

ソ フ トウェアの価値 に関す る委 員会 が設け られ てよ り,6月24日,7月10日,7月29日,8月

28日 の4回 にわた り会 員多 数の 参加 を得 て委 員会 を開 催 し(参 加者 添付 別表 の通 り),活 発に意見

及 び情 報 等の交換を 行 な った。 市 場価 値の確立 に つい ては,先 進 国 アメ リカに於 て も原価 主義,評 価

主 義,比 較評価主 義等が ある と言 われ てい るが,業 界と しての価 格決 定のた め の標準方式 は存 在せ ず,

各 ソフ トウェア企 業 はまち まち の方式に よ り顧客事情 その他 諸条 件 を考慮に入 れ て価格 の算 出を行 な

ってい る。 しか し乍 ら標 準方式 は ない と しても,市 場 は 形成 され,数 多 くの ソフ トウェ ア企業 は経営

が採 算 ベ ースに め り,過 去数年 の 間に飛躍 的な発 展を とげ てい る事 実 は,ア メ リカ市場 に於 ては ソ フ

トウ ェアの正当 な る市場価 値が すで に確 立 され てい るこ とを証 明 してい る。

我が 国市 場に於 ても,当 協会 が卒先 し具体 化可 能な 範囲で ソ フ トウェア価格の標 準 算 出方 式 を開発

し,そ の採用 に よ り過当競 争にお ちい ることを防 止 し,業 界の健 全な る発展 に寄与 す るこ とが 急 務で

あ る。

1.委 員 会 と しては取 敢え ず 具体 化可 能な対象 として原価 主義 によ る価格積 算方式 の標 準化を と りあ

げ・ 第1～4回 を通 じて検 討を 重ね た結果 積 算 項 目,価 格の構 成,保 証費 につ い て下 記案 を と り

ま とめ るこ とがで きた。

田 積 算 項 目

(イ)事 前研 究 費(プ ロポーザ ル作 成 等受 注決 定 前の諸 経 費)

同 調 査 費

内 分 析 費

←)シ ス テム設 計費

㈱ プ ログ ラム設 計費

(→ プ ログ ラ ミング費

(Hデ バ ッグ費

(男 デ ータ作 成費(シ ス テ ム ・テ ス ト用)

ω)シ ステム ・テス ト費

図 結 果検 討費

ψり 報告 書作成 費
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② 価 格の構成

(イ)マ ンパ ワーコス ト

…遷i:‡欝i轍

⇒ 難 ㌶_理,教 育)

㈲ 特 別費(個 々のProjectに 対 し特別 に発生す る費用)

{

電 算機使 用料,材 料費,外 注加工 費

出張 旅 費,技 術 開 発費,印 刷費

会議費,そ の他

{3)保 証 蜜

柑)定 義 成果物 を顧 客で 検査終了後(合 格)仕 様 書の 範囲 内におい て必要 と認 め られ る

修 正作 業 に対 し優先 して行な う為の保 証 を指す。

(ロ)契 約 基本契約 書 とは別途 「保証 契約 書 」を締結す る。

←寸 期 間 検 査終了 後3ケ 月間 とす る。

e}金 額 基本契 約額の1～20%又 は 実費精 算とす る。

2.尚 委 員会 とし て今 後継続 し て検討す る課題は 下記諸 問題で あ り,{1)に ついては小 委員 会を設 け年

内に案を 作成す るが,12汲 び(3))cついて は共 に難 問題 であ り,使 用 ランゲ ージ,'開 発す る成果 物 の

種 類 並び に規 模 によ り難易度 が異な り,更 に アプ リケ ーシ ョンの 分野で は未知 の新分 野の研 究 あ り,

また 発注者 の能力 に よ り左 右され る場 合が ある等委 員 会と しての標準 方式案の 作成 は現 状 にお い て

非常 に 困難で あ る。'じ

従 ってこれ らの問 題は更 に来年以 降継続 的に 時間をかけ て研 究す る必要 があ るこ とで 意見が 一致

した。

(1}枝 術者の 職務 の分 野及び協会 としての 巾を もたせ た標準価 額

② 標 準工 数 とその算 出方法

(3)評 価 主義

以 上
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(3)H本 電 子工 業 振興 協 会 「ソフ トウ.ア の価 格 に関す 硲 制

⑳

●

●

ソ フ トウ ェ ア の 価 格 に 関 す る 答 申

昭 和42年4月19日

ソ フ ト ウ ェ ア 技 術 委 員 会

電 子計算 機業 務委 員会 よ り検 討を依 頼 され ま した標 記の ソ フ トウェアの価 格 につ き,当 委員 会で 検

討 した結果,下 記の よ うな一応 の結 論を得 たので ご報 告申 し上げ ます。

この 検討 結果に よ り,ソ フ トウェアの価値を 認 識 し,料 金 算定 等の よりどころ となれ ば幸いで あ る
。

記

L中 型電 子 計算機 にお いて,プ ログ ラマーが1日 当 りに作 成で きるプログラム の ステ
ップ数に つい て

〔注1〕 こ こで い う中 型電子 計算 機 とは,金 額に して4 ,000万 円 ～2億4999万9999円

までの ものを い う。(日 本電 子計算 機(株)分 類 に よる)

〔注2〕 この場 合 のス テ ップ数 とは,ソ ース ・ランゲ ージ(SourceLanguage)の ス テ

ソプ数 を い う。 ・

そ こで ・'当委 員会で はプ ・グ ラム の顧 を次 の よ うに ・つの 列 プに大 別 し洛 タ イプご とに つ

き検 討 を行 な い,表1の よ うな結 論を得 た。

タ イ プ プ ロ グ ラ ム

① assembler・compiler・IOCS・controlprogram

② utilityroutine,subroutine

③ apPlicationpackage

④ on-linerealtimeprogram

⑤ use「sprogram

〔注3〕 タ イプ ④ の ーon-linerealtime

は な く,比 較 的 小 規 模 な シ ス テ ム とす る。

programは,大 規模 な総 合 システ ムで
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表1プ ロ グ ラ ム ・ス テ ップ 数/日

タ イ プ ス テ ッ プ 数

① 5～25

② 10～40

③ 10～30

④ 10～20

⑤ 20～60

〔注4〕 一 般に4K,8K等 の小型 機の 場合は,1日 当 りの ステ ップ数は 中型 機 よ り多 くな る。

2.中 型電 子計 算 機に おい て,プ ログ ラマ ーが,プ ログラ ミングに 要す る時 間 と計算機 使用 時間

・(machinedebag時 間)と の 割合 につ い て

〔注5〕 この 場合の 「tプログ ラ ミング"と は,シ ス テ ムデザ イ ン等 は含 まず,予 め デザ インさ

れ たシス テム に した が って,ア イテムデザ イ ン,コ ーデ ィングの ため の フロー チ ャー ト

作 成か らデバ ッギング まで をい う。

そ こで,前 記の プ ログラムタ イプの 各 々につき,そ の割 合を 検討 し,表 皿の 結 論を 得た。

表 口 計 算 機使用時 間の プ ログ ラ ミング時間 に対 す る割 合(殉

タ イ プ 計算機使用時間の割合㈱

① 3 ～ 8

② 4 ～ 10

③ 3 ～ 8

④ 3 ～ 8

⑤
13
「

～ 8

輻

〔注6〕L般 に,4K,81～ 等 の小 型機の場 合 は,中 型 機に くらべ,計 算機 使用時 間の割 合は

約2倍 く らい多 くな る。 また,大 型 機の場 合は 割合と しては 可成 り少 な くな る。

3,プ ログ ラマー,ア ナ リス ト等 の1時 間 当 りの人件費 につ い て

プ ログ ラマ ー アナ リス ト等 の定義 は まち まちで あ るが,一 応 次の よ うに4つ に分類 し,各 々に

つ い ての人件 費を 表 皿に示す。
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分 類 経 験 年 数

プ ロ グ ラ マ ー 約]～3年 位

シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ ー. 約3～5年 位

ア ナ リス ト 約3～7年 位

シ ニ ア ・ア ナ リス ト 約7年 以 上

o

〔注7〕 この経験 年数 は大 体の 目や すを 示 したも ので あ るか ら,個 々の場合 に は必 らじ しも 当

て は まるとは限 らな い。

表 匝 プ ログラ マー,ア ナ リス ト等の人件 費/時 間

分 類 人 件 費/時 間

プ ロ グ ラ マ ー 1,000円 ～1,500円

シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ ー 1,500～2,000

ア ナ リス ト 1,500～2,500

シ ニ ア ・ア ナ リス ト 2,500～5,000

以 上

、
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i[4}IBM「 ハ ー ド ・ ソ フ ト価 格 分 離 策 」 に つ い て

日本IBM社 新 営 業 方 式 に つ い て

ξ(IBMUsers第100号 よ り)

シ ス テ ム ズ ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ ・ナ ー ピス

1

層2

.

3

4

5

サ ー ビス の 提 供 方 法

・IBMシ ス テム ズ ・エ ンジ ニ ア リ ン グ ・サ ー ビス 契 約書

・IBMサ ー ビス 見 積書

・IBMサ ー ビス 承 諾 書

サ ー ビス の 料 率区 分

・べ ー シ プ ク

・ゼ ネ ラル

・コ ンプ レ ック ス

'グ ル ー プ ・サ ー ビス ・セ ッシ ョン(シ ス テ ム/3の み)

サ ー ビス の 料 率 区 分 選 定 基 準

① 客 先 の シ ス テ ム構 成

② シ ス テ ムの 使 用 方 法 の 複 雑 性

ナ ー ビス の 提 供 時 間

・SEの ナ ー ビス 最 低 単 位

半Ei(3時 間)ま た は全B(6時 間)

・グ ル ー プ ・サ ー ビ ス ・セ ッ シ ョン

半 日(3,5時 間)

サ ー ビス の 価 格(基 本 料 金)

・ベ ー シ ッ ク1時 間 当 り4 ,800円

・ゼ ネ ラ ル 〃7 ,100円

・コ ン プ レ ック ス 〃9,500円

・グ ル ー プ ・ナ ー ビス3 ,5時 間1人 当 り6,200円

プ ロ グ ラ ム ・プ ロダ ク ト.

1.プ ロ グ ラ 今 ・ プ ロダ ク トと は

言 語 処 理 プ ロ グ ラ ム,分 類 プ ロ グ ラム,移 行 補 助 用 プ ロ グ ラ ム,汎 用 ユ ーテ ィ リテ ィ ・プ ログ

ラ ム,産 業 別 ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラム,汎 用 アプ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム
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2.プ ログ ラ ム ・プ ロダ ク トに 対 す るy－ ピ ス

プ ログ ラ ミ ン グ ・tt－ ビス 区 分A,B,C

3,プ ログ ラム ・プ ロダ ク トの ご使 用 方 法

IBMプ ロ グ ラ ム ・プ ロダ ク ト使 用 契 約 書

■

プ ロ グ ラ ム ・プ ロダ ク トの 料 金(例)

プ ロ グ ラ ム ・プ ロダ ク ト

LinearProgra㎜ingSystem

PROSPROH"

DOSTapeandDiskSort/Merge

OSANSFullCOBOL,V3

CodeandGoFORTRAN

OSFORTRANIV(G1)

FORTRANIVLibrary(MODI)

GeneralPurposeSimulationSystem(OS)

InformationManagementSystem(OS)

Sort/Merge

TSOAssemblerPrompter

TSOCOBOLPrompter

TSODataUtilities

TSOFORTRANPrompter

TSOInteractiveTerminalFacility(ITF)

SLCplusPL/IorSLCplusBASIC

SLCplusPL/IandBASIC

月 額 使 用 料 金

¥10,800

102.600

28,800

14,400

99,000

23,400

23,400

7,200

216,000

21,600

10,800

52,800

10,200

800

43,200

64,800

, 教 育 サ ー ビス

教 育 コ ー ス の 種 類

・カ ス トマ ー ・エ グ ゼ ク テ ィブ ・コ ー ス

・シ ス テ ム機 能 概説 コ ース 無 料

・専 門 コ ー ス 無 料

無料

ρ

一83一



コ ー ス'の 種 類 昭47.6.30以 前 昭47.7.1以 降

昭45,6.30以 前 に 発表済み の シス テムや製 品 に関 す

る(現 存お よび新設)コ ース
無 料

有 料

(専 門 コースの み)

昭45,7.1以 降 発表 され る シ ス テ ムや 製 品 に 関 す る

専 門 コ ース

有 料 有 料

プ ログ ラ ム ・プ ロダ ク トに 関 す る コ ー ス 有 料 有 料

システム/3に 関 す る専門 コース 有 料(従 来 どお り) 有 料

カ ス トマ ー ・エ ンジ ニ ア リン グ ・サ ー ビス

1.IBM機 械 装 置 ■

従 来 ど お り

2.IBMプ ロ グ ラ ミ ング

① シ ス テム ・コ ン トロ ール ・プ ログ ラ ミング

② プ ロ グ ラ ム ・プ ロダ ク ト

③ タ イ プLL1お よ びWプ ロ グ ラ ム

a)昭45.6.30ま で に 発 表 され た シ ス テ ム(シ ス テ ム/3を 除 く)で は,昭47.6.30ま で 従

来 ど お り

b)前 記a)以 外 は プ ログ ラ ミ'ング ・サ ー ビス 区 分 に も と ず く

そ の 他,

① 現 行 シ ス テ ム(シ ス テ ム/3を 除 く)に 対 し て は,1972年6月30日 まで 従 来 ど お り無 料 で 適

用

－SEの 援 助

一 教 育 コ ー ス

ー 現 在APLにiち るプ ログラム

② 新営業 方式 は1970年7月1日 以 行発表 の システ ムお よび プ ロダ ク トに適 用

－SEサ ー ビス

ー 教 育専 門 コ ース(但 し新 しい シス テム ・プ ロダク トに対 す る新 コース よ り)

一 プ ログラム

●システ ム ・コン トロール ・プ ログ ラム 無 料'

・プ ログ ラム ・プ ロダク ト 無 料
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③1972年7月1日 よ り,現 行 シ ス テ ム も 含 め,全 シ ス テ ム に 適 用

■

▲

有 料 プ ロ グ ラ ム 提 供 に 新 方 式 を 加 え る

(電 波新聞,昭46.12.24版 よ り)

日本IBM社 は コン ビ・ 一夕用有 料プ ・グ ラムの提 供 方式 聞 しく 「フ 、一・レド開発 プ 。グ ラム 偽

称FDP)」 を加 えた。

これ は・朋 の有 料プ ・グ ラム
.・パ ・ケー ジで あ るプ ・グ ラム プ ・ダク ト(略 称PP)の 提 供'と,特 定

の ユ ーザ ーに対 し て行な うシス テムズ ・エ ン ジニ ア リング ・y－ ビス(SES)の 中 間に 位 置す る
。 新 し

い有 料 プ ・グラ ム提供方 法で あ る・ 同社}まい よいよ72年7月1跡 ら金 剛 に価 格分 離方 式 を採 用す る

が,こ のFDPが 加わ った ことに よ りその準 備体 制はほs"完 備 した ことになる
。 な お,同 社 は この新 方式

を ユ ーザ ーに連 絡 しただけで 一般 には公表 していな い。

FDP(・ ・ 一・レド開 発プ ・グ ラム)は ・f・ グラ ム プ ・ダク トが 多数の 唖 なユ ーザ.で 利聴

きるよ う大幅 に朋 化 した プ ・グ ラムで あるのに 対 し洪 通の㍊ を行な う比 較的少 数 の ユ プ .の ため

醐 発 した が リケ ー シ・ン プ ・グ ・・で あ る・ ブ ・グ ・・ プ ・ダ ク トと同撚 綱 で提 供 され るが

特 徴 とす る ことは,利 用者 は12用 聞だ け使 用料 を支払 えば13力 朋 以降・ま無料 と な る点 で あ る
。

従 っ て,ど の企業で も 使 用で きる とい う汎 用性 はな いが,利 用 の仕方 によ っては ユ ーザ ーが 自 らプ ログ ラ

ム開 発を行 な う必 要 はないた め,経 費節減 に役 立 てるこ とがで き るわけで あ る。

鞭 の 故 に た とえ る と・ プ ・グ ラム プ ・ダク トが げ,・ メ イ ドに相 当す る既 製品
,シ ス テム.エ 。

ジニ ア リン グ プ ー ビスがヂ ダ ー メイ ドとな り
・ ち ・ うどこの 中間に あた る イ 一匹.オ.ダ ー的存

在 が新 しく登場 した フ ィール ド開 発プ ログ ラムで あ る。

PP.FDP .SESと3つ の有 料 ソフ トウェア提供 方式 に よるy－ ビス体 制を 整 えた 日本IBM社 は
,

7力 服 に迫 ・た ・・一 ドウ・ア
・・フ トウ ・ア価格 鋼 方式 の全 面適用 にその準備 を ほ ・"終え た よ うで あ

る。

●

一85一



(5)日 本情 報処 理開 発センター 「ソフトウェア汎 用化技 術調査報 告書」 抄

1.対 価 の 決 定

(j}内 外ec$Sけ る対 価決 定の現状

ソ フ トウ ェア開 発にお け る対価 決 定の算 定方 法 は未 だ確 立 され ていな い。 現 段階で は過 去の経

験va基 づ く勘 と交 渉(Negotiation)に より行 なわれ てい る。 この状 況は(財)日 本情 報処理

開 発 センタ ーが 昭和43年,44年va実 施 した 「情報処理y－ ビス業 の実態 」お よび 日本電子工

業 振 興協 会が 昭和42年va発 表 した 「ソ フ トウェ ア価 格に関す る答 申 案 」か らも うか が え る。

ソ フ トウ ェ アは頭 脳の産物で あるため,マ ンパ ワー ・コス トに吸収 され るべ き 要素す なわ ち,

開 発すべ きプ ログラムの種類,性 質,技 術,環 境 条件,処 理 能力,拡 張 性等 は定量 的に 把え にく

く評価 は非 常に困難 であ る。 また,保 守,要 員訓 練等 も考慮 した場合,価 格 決定 は よ り複雑 にな

る。

米国 にお いても,対 価 決定の多 くが マ ンパワ ー ・コス トとコン ピュータ ・コス トを 中心 と した

直 接費,間 接 費で算 定 され てお り,IBM,BCD,デ ィ ーボル ト,ロ ッキ ー ドを は じめ最 近で は

多 くの会社が作 業 管理 システム を確立 して工 数 見積 を 行な い,そ れに工 数単価 を 乗 じて対価を 算

定 してい る。 しか し,価 格決 定とな る と未だ 開 発側 と受 入れ側 との交渉 に よる と ころが 大 きい 。

最 近で は 日本の メ ーカ ーや ユ ーザ ーで も この よ うな作業 管理 シス テムに力を入 れ つつ あ る。

現在 行なわ れ てい る価 格決定の方 法を体 系化 すれ ば次の よ うにな る。

一 式㌔

積上げ方式

ステップ方式

工数方式

比較方式

原 価主 義

開 発側が作 業を 行な う上 で発生 す る原価を いか に 正 しく回収 す るか とい う開 発面 に主体を 置

い た原価計算 的な算 定方法 。

評 価主 義

周 囲に あ る同種 のプ ログ ラム と比 較 して有効性や 利用 価値を 判断す る方 法。

積 上げ 方式

各作業 プ ロセス毎 に発生 する経 費を 集計 してゆ く算 定方式。

ス テ ププ方式

過去 の経験か ら1ス テ ププ当 りの所 定単価を 決定 して,そ れ に予 測 したス テ ップ数を乗 じて

算 出す る方式 。
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工数方 式

プ ログ ラムの量,難 易 度,計 算機構 成等 の査定基 準を 設け て工程 毎 に 各基 準 に対応 す るパ ラ

メ ータを選 定 して一一定の 方法で工 数 を算 出す る方式。

比 較方 式

ソ フ トウ ェアの 内容や 効果を過 去に作 成 した も のと比 較検討 した り,他 社 にお ける同 種の プ

ログ ラム と対比 して例え ば,価 格50万 円 と決定す る方 式。

i
(旧 対価 決定 に対す る考 え 方

(i)の内外 にお け る対 価決 定の現 状で もふれ た よ うに,現 在 の ところ決定 的な対 価 算定 の 方式は

確 立 され ていない。 従 って如何 な る価 格で 発生 するかは 発注方 式に よ って異 るこ ともあ り,ケ ー

ス ・バ イ ・ケ ースで考慮 しな くてはな らない要素 も多 いと思わ れ る。

そも そも ソ フ トウェアの 価格は,そ の利 用価値 に よ り決定 され るべ きも ので あ り,利 用 範囲 の

広 い ものにつ い ては巨大 なソ フ トウ ェアで 多額の資 金 を投 入す るもので あ ろ うと,少 ない 費用で

開 発 され た もので あろ うと,内 容の良 いも のには十 分な対 価を 支払 って買上 げ る ことが考慮 され

るべ きで あ る。

しか しなが ら,汎 用 ソ フ トウェ ア事業 機関が 発注 す るで あ ろ う特定 プ ログ ラム 開発 プ ロジェク

トは対 象 とな るプ ログ ラムが未 開発で,そ れ と比較で きるも の は存在 しないで あろ うか ら,価 値

決 定の 方策 と して特 に,不 確定要 素の多 い と考え られ る評価 主 義を とる ことは適 当でな い。 従 っ

て,そ れ に代 わ る価 格算 定の 方法 として委託 先か ら提 出の あ った見積 りに対 しては,そ の費 用を

十 分に 保証す る原 価 主義 を勧めた い。 とい うのは,現 段 階で は汎 用ソ フ トウェア事 業機 関が 行 な

う委託開 発の 目的 に は多分 に情報処 理産業 の育 成の要素 が 含まれ てお り,発 注 を通 してソ フ トウ

ェア開 発会 社 に力 をつけ る ことが 必要な ので,対 価 決 定には 十分 開発費 用を 補填 した原価 主義 を

と ることが望 ましい と考 え られ るか らであ る。

原 価主 義を とる主 な るもの には積 上げ方 式 とステ ップ方式 それ に工数 方式 が ある。 ス テ ップ 方

式 は,単 価の選 定 とか ステ ップの予 測が むずか しく不確 定要素 が多 いた め,経 験 や 勘に頼 って も

評価 す る人に よ りか な りの 相違 が生ず るのでむ しろ好 まし くない。 また,工 数方式 は,各 作 業工

程にお け る工 数が 正確 に把 握で きれば価 格 の算 定が 簡便で 実証性 も高 いので 推奨 した い方式 で は

ある が,ま だ 作 業の標 準 化がな され てお らず 査定基 準も確定 的で な い現状 で は信 頼性 に欠 け る点

が あ る。 この よ うに工 数方 式は,工 程の 標準 化 と査 定基準が 確立 された段 階で は,も っ とも望 ま

しい算定 方式 といえ るが,現 状 を 考え ると 当面 は積 上げ 方式 を原 則 とすべ きで あ ろ う。

積 上げ 方式 は官庁 等で 受 け入 れ 易い方式で,予 算要 求等に も この方式が 採 用され ている。 ま た

発注 方式で もふ れたが 特 定 プ ログ ラムの開 発に国 費等 の公 共 費 を充当す る場 合 に は,1年 毎 に区
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切 りを つけ て考え るべ きで ある。 プ ログ ラム開 発が長期 に及ぶ場 合で も・発 注は調査分 析か ら保

守 まで 委託先 を一社 に定 め て一括 発注す る こ とが 望 ま しい が・ 上記の よ うな 場合に は予算 の性 質

上 分割発注 も考 えな けれ ばな らない。 この場合 にも 分割自在 な積 上げ方 式が 便利で あ る。 この よ

うな観 点か らみ ても原価主 義の 採用が望 まれ る。

胴 考慮 すべ き対 価決定の 要素

前節の川 で 原価主 義 によ る積上げ方 式を 推奨 したので,こ の節で はその 方式 を中心 に算 定 要素

を考 えてゆ く ことにす る。

算 定要素に は横系 列の経 費項 目と縦系 列の作 業工程 とが あ る。さ らに各 々は次 のよ うに分類 さ

れ る。

経費 項 目

人 件費,旅 費交通費,資 料費,会 議 費,消 耗 品費,計 算機使用 料 印 刷費,一 般管理 費,外 注

費 。

作 業工程

シス テム設計(調 査,シ ステム設計),プ ログ ラ ミング(プ ログ ラム設計,プ ログ ラ ミング,

デ ータ作成,テ ス ト・ラン,結 果の 検証),仕 様書 ・操 作 手引書の作 成,保 守 。

プ ログ ラム開 発の各工程 で は上記 の よ うな経費が発 生す る。 その工 程毎 に発 生す る経費 の見積

合計額が 開発 に必 要な対 価で あ る。 対価は原 則的 に原価+α(利 潤)で 考え,利 潤は技 術料 と し

て評価 され るべきで あ る。

経費項 目の うち直接 原価的 な旅費 交通費,資 料費,会 議 費,消 耗 品費,計 算 機使 用料 印刷 費

等 は予定数に 単価を 掛 けれ ば求 まるので比 較的算 出 し易 い。

ソフ トウェ アでは,そ の もの がもつ 価値を技術 料 と して認 めるべ きで あ るが,そ れ を人件 費の

中で,個 人 の もつ技能 を も含め た形の マ ンパ ワー ・コス トとして考 え ることが で きる。 また,一

般 経費 とは別枠の 費用項 目 と して認め る こともで きる。 さ らに技 術 料は調査研 究費,教 育費,そ

の他 等 に分解 して経 費項 目に組 込む こともで き る。外 注加工費 も この考 え方で 既存 の経 費項 目に

分解 して処理 で きる。

一 方,別 の見方 と し て費用 の うちのほ とんどは マ ンパ ワー ・コス トとコ ン ピュ ータ ・コス トで

あ ることか ら,こ れ らの経 費 を まず 算 出し,そ の他 の経費 は一 括 して例 えば全 費用の20%と い

うよ うに決め てしま う方法 もあ る。

作業工 程に おいて は,上 記の工程 を さ らに細分 に分割で きるが,あ ま り作 業段 階 を細 分化(参

考資 料1-3)す る と見 積 が面倒 にな るので この程度 が 適当 と思わ れ る。

保 守の費用 につい ては,プ ログラ ム作 成 後の 費用で あ るか ら別 枠 として考え ても よい。 保証 期

■
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間 内で他 の工 程 と同 じ算 定を行 な って も よいが,過 去 の経験 か ら保証 料 と して全体 費用 の 例え ば

10%と 算 出す るこ とも 考え られ る。

■

OV)対 価決定方式の推奨パターン

amaで は積上`肪 式の算定方法および算越 蹴 っいて説明する
。

対価算定の様式例は'表 ・に示す勒 であ・・見髄 額・ま,ま ず各工程で発生する経 を相

観 集計し縦計をだす・その縦計に別枠で算定された鰐 料を加えて纐 を算出する
6

噺 管蹟 は通語 光鰭 不動鹸 借料醐 査研究費,減 価蜘 費躍 欝 の問題 であ

り,過 去の通例から全費用の10%程 度が望ましい
。

人件費は給榊 手当浪 与・翻 厚生熊 で・その脆 繍 料控 員の技能手当としてここに

含める・人順1人 ・日当りの単臓 例は表・に示す諭 であ・
.表 ・か らは難 聴 験轍 か 』

ら当然もつべき能力酷 目して・仕鯖 や歴 書も参考噸 員の・べ
、レを決定する。

計算機使用料単価は レンタル料金/月+電 力空調費等/月+関 係諸経費/月
200時 間

レ ンタル 料金/月ま
たは

100時 間
で計 算す る。

朋 ソ フ トウ・ア事 業 機関が開 発 するプ ・グ ラム は縫 的 なプ ・グ ラムで あるか ら
,そ の 保証

鯛 はで き・崩 長期が 望 ま しい・ そ のための保 証 料は対 価の 中に粉 組入 れ 。お く必 要
が輪

その意 味か らも保守 料は 過去 の実 例か ら総 額の10%程 度で 計上 したい
。

各経費 の算 定基礎 例は 表3に 示す 通 りで ある。

なお,そ の他 の処 理 方式お よび算定基 準は参 考資 料 一1を 参照 され たい
。
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表1対 価 算 定 の 様 式 例

1■
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○
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○

○
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○
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○
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○
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.

ーl

1

1

旅

費
・

交

通

費

○

○

○

`
1

人

件

費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
」

ー
.

ー

費経

分区業作

査調

析分

計設ムテスシ

計

)設成作ムト
ー

ラ

や

与
与

力プ(

グ

のンW、、、デラググ〃。イブ臼

成作タ
ー

デ

ンーフ
●

トステ

証検の果結

成作の書靭作ほ書様仕

計合

F̀
～.

ー守保

計総

シ

ス

テ
ム

設

計

プ

ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

注)○ 印は各作業区分で発生すると思われる経費

表2人 件 費 単 価 表 例

レベ ル 人 件費/日 経験年数 技 能 水 準

、

1 1,,。 ・-35,・ ・… 年 以上 ㌶ 奎㌫ 饗 宴し・極めて高度な問題解決

2

1.

14,。。。-1,… 円 … ・一 ・年位 三鶉 娯 嘉 ラムの シ ステム分衛 び シス テ
1

3

$
10、500～14,000円

プ ログ ラム ・ドキ ュメ ン トが 与 え られ た場 合,定 め3～5年位
られた言 語 によ りプ ログ ラムを作 成で きる者

4 7,000～10,500円 1-・⇒ ㌘;磯 ㌍ 契 ㌶ ζ設 成又はコン
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表3算 定 基 礎 例

6

・経 費 内 客

人 件 費 ○ 円/日 ×○ 人 ×○ 日

旅 費 ・交 通 費 ○ 円/回 ×○ 人 ×○ 回

資 料 費 ○ 円/部 ×○種 ×○ 部

会 議 費

会 場 費 ○円×○回
一

茶菓 子 代 ○円xO人 ×○回

消 耗 品 費

フ ロ チ ャ ー ト用 紙 ○円/枚 ×○枚

コーデ ィング用紙

パ ンチ ・カ ー ド

紙 テ ープ

MT

プ リン ト用紙

リボン

計 算 機 使 用 料

タ
一

孔

ユ

穿

プ

ピ

ド

[

ソ

ー

テ

費

費

コ

ヵ

経

理

刷

管船

印

一

〇円/冊 ×○冊

○円/枚 ×○枚

○円/巻 ×○巻

○円/本 ×○本

O円/枚 ×○枚

○円/本 ×○本

○ 円/分 ×○分 』

○ 円/桁 ×○枚 ×○桁/枚

○ 円/桁 ×○ レ コー ド×○ 桁/レ コ ー ド

○ 円/部 ×○種 ×○ 部

総額 の10%程 度

保 守 料 総額 の10%程 度

総 計 各経費の合計

ぺ

M対 価決 定の問 題点

種 々の観 点か ら,原 価 主義 に よる積 上げ 方 式が 好 ま しい と考え られ るので,そ の 考 え 方,算 定

要素,算 定方式 等につ いて考 え てきたヵ～ この節 では対価を 決定 する際の 制約 上 の問題 点,運 用

上 の 問題点等 に つい て考え てみ る。

まず汎用 ソ フ トウ ェア事 業機関が 発 生す るソ フ トウェアはか な り大き な もの で あ るか ら,受 注

前 に 発生す る調査 費用 もか な りま とまった 金額にな る。 そ の ような経費 を事 前調査 費 と して,プ 『

ログ ラム作成 費 とは別 枠で 考 え るか ど うか とい う問題があ る。

また,保 守 に要す る費 用 は保 証料 とい う形で プ ログ ラム作 成費 の中 に含 め て考え るべ きか,別

枠で 保 証期間 内の 実費精 算を行 な うべ きか とい う問題 もある。
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技 術料を ど こに含め るか も問題の一 つで あ り,マ ンパ ワー ・コス トに入れ るか ・ 別枠で考 え る

カ〉 全体経 費の 中 に組入 れ るかな どが考 え られ る。 それを ど うす るか に よ ってマ イパ ウ ー ・コス

トも単 なる通 常の人件 費か,技 術 料も含ん だ ものにな るのか,コ'ン ピュ 一夕 ・コス ト以 外の 直接

間接 費 全 てを 含んだ ものな のか,等 かな り違 った ものとな っ てくる。

開発 す るソフ トウェ アは そ のプ ログ ラムの種 類,規 模,技 術水準 によ ってManLeve1,Man

Hour,ComputerTime等 の見積が むず か しい 。過去 の算 定方 式か らみ ても各社 各様で あ り

それ ぞ れがかか えた制 約条件 に よ りい ろいろ な形で 見積 られ てい る。 この ような わけで 算 定方式

の形 態はつ かめ ても代 表的 な 例をあげ て紹介 す る ことは難 しい。 なぜ な らば・ その ケ ースがか な

り特殊 なケ ースで あ るか も知れず,そ れ が代 表的 な例で あ る とい う確 証は何 もないか らで ある。

そ こで この よ うな ものの 評価,選 定 等に はか な り専門 的な人 達の 協力が必 要で あ る。 その ため

にソ フ トウェア専 門委 員会 の設置が望 まれ る。 ソ フ トウェア専 門委 員会は,比 較的 プ ログラムに

精通 した 人の 集 りで 単純化 した原価標 準パ タ ーンをケ ース ・パ イ ・ケ ース であ てはめ評 価検 討 し

て対 価 決定を 行な ってゆ く権 威 あ る委員会 とな るべ きで あろ う。 しか しこの場合 の標準パ タ ーン

もプ ログ ラムの生 産性 を 示す参 考尺度 で あ って絶 対 尺度 では ない。.この 際には提 出 され た仕 様書

経歴 書が 十分 に活 用され なけれ ばな らな い。

o

(参 考)比 較 方 式

従 来か ら価格 の決定 は通常 見積 り料金,即 ち過去 の経験 に基づ く勘に よりな され てきた。 ソフ

トウ ェアは,計 算 機使 用 と頭脳 労働か らの 産物で あり,特 に マ ンパ ワ ーが コス トを左 右 す る大 き

な要 因 とな ってい る。 このため業 務の 内容,専 門技能,周 囲の 条 件等 によ り受注 の段 階で 価格を

見積 る ことは非 常に困 難で あ る。 委託 を受 けた側 でも 完成 してみな い と対価が 算定で きな いので

は無 責任 で あるか ら,実 際 に要す る費用で はな く,特 定の機 械で 標 準的な 能力を もつ プ ログ ラマ

な らこの位でで き るだ ろ うとい う漠然 とした算 定を行 な ってい る。 その ほとん どは 周囲に ある プ

ロ グラムや過去 に作 成 したプ ログラム との 比較で 価 格が 決定 され てい る。

ソフ トウェアが ユ ーザ に利用 しても らえ るか ど うか,即 ち市 場性が あるか な いか はユ ーザの評

価 にあ り,そ れ が有 用な ので是 非利用 したい となれ ば想像 以 上の高い価 格を つけ てで も買 って く

れ る。100万 円の開 発費をかけ た ものが ユ ーザ の人気を呼 び,1件10万 円で40件 も50件

も売 れ る ことが あ る。 また,そ の半 額の1件5万 円 とい う価を つ けたたあに100件 も150件 も

売れ る ことがあ る。

ソ フ トウェアは 一 度開 発した もの に対 し ては その コピーを提 供 するだ けで よいので,少 数 の利

用者で 利益を 上げ る より,多 くの利 用者 に安 く提 供 して利益 を あげる方が 得策 とい え る。 いわ ゆ

る薄利多 売の 精神で ある。 また,あ るプ ログ ラムを100万 円で 開発 し200万 円の 値を つけ て

1
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'

販 売 した が1件 も売れ なか った。 その ためva100万 円,10万 円,.5万 円 と値を 下げ て販売 した

がや は り売れ なか った とい う例 もあ る。 そ の理 由はユ ーザが そのプ ログ ラムの価 値を認 め なか っ

た か らで あ り,活 用で き るか ど うか不 安で あったか らで ある。

この よ うな意味 で は,ソ フ トウェアは水 物で あ り人気がで れ ばAutoflowの よ うrc600

本 も売れ るケ ースが ある。 ソ フ トウェアの流通 は,宣 伝活 動,制 約条 件,価 格等 に よ りか な り影

響を うけ る。 宣 伝通 りの 効果 が あっ て,事 実み んなが 活用 してお り,さ らに安けれ ばユ ーザは 買

う気を 起す のは 当然 であ ろ う6こ の ようva比 較方 式 は原価を無 視 した 顧客 本位 の 対価決 定法で あ

る。 即ち 利用 目的 にあ ってい て安 く て,使 え るもの となれ ば護 れ で もその ソ フ トウ ェアを買 うは

ずで ある。 アメ リカで出回 ってい る汎 用パ ッケ ージの67%はIBMの ハ ー ドを ベ ースrcし てい

る といわれ てい るが,そ れ らのプ ログ ラム のほ とん どは1,000ド ル以 下 とい う安い値段 で 売 られ

て い る。

、

`

●
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(6)日 本 情 報 セ ンター 協 会 「ソフ トウェア 等 の 価 値 に つ い て 」 抄

1原 価主 義と評価 主義

計 算セ ンタ ー企業 にお い ても,む ろん ソ フ トウェ アのみ を単体 として開発販売 す る場 合 が あるが

大 勢 としては,顧 客は ソフ トウェアの新規 開発 とそれ を 利用 して のジ ョブの一 貫 した処理を 計 算 セ

ンタ ーに委 託す るのが通 常で,し た が って ソフ トウェアの対 価は ジ ョブ全体 の一構成 部分 と し て考

え られ るか ら,こ こでは まず一 貫 した シ ョブの価 値分 析 と,そ のなか にお ける ソフ トウ ェア の評価

のあ りか たを解明す る ことにいた したい。
、

お よそ商品の価 格 には,商 品の 価値 の 二つの 側面,す なわ ち 「原価 」と,顧 客 側よ りの 「評価 」

との 二つを 基準 として市場 によ って決定 され るが,ソ フ トウ ェアな らび に計算 受託の価 格 その もの

は顧客側 の需 要評価 と,供 給側 の原価 との両面か ら検討 さるべ き こともちろんで ある。

本来,高 度 な頭脳 的所 産であ り,独 創性を最 も必 要 とす る無体 の ソフ トウ ェアをふ くむ 計算 受託

の価 格は,そ の ジ ョブに対す る顧 客の 評価が価 格決定の主 導的 要因で ある こ とは 疑いの ない ところ

で あ り,し たが って価 格は評価主 義 を基 本 として決め られ るべ き ものであ ろ う。 しか しなが ら,評

価 とは同 種,同 系 列の もの との 比 較によ って生 じて来る ものであ り,残 念 なが らわが 国にお け る ソ

フ トウェア販売 の 市場 の未 育成か ら,現 状,評 価 主 義に頼 る こ とは事実 問題 とし ては,は なはだ 困

難で ある といわ ざるを得 ない。

一 方,ソ フ トウェ ア取引きの 現状は,一 般 の理 解 の不 足で ある点,発 注側 予算の不 十分 で あ る点

また一部 に見 られ る不 当な競合 な どか ら,こ の ま ま放 置を許 さない状 態で あ り,将 来 は妥 当な 評価

主義 に よるべ き もの の,差 し当 り次善の策 と して,ま ず原価積 算主 義を 内外に普及す る ことに よ っ

て,価 格の 秩序 と市 場の 安定 とをはか る必 要が あ ると考え る。

2.原 価構 成要 素の整 理

計 算セ ンタ ー企業 にお け る一 つの シ ョブを 営業活 動には じま って,処 理 結 果を チェ ック して納品

す ることに 終わ る一連 の作 業 工程の 順に,そ の各 工程を タ テに展 開 し,こ れ に応 じて 発生す る 原価

を その 費 目別 に ヨコに展 開す る ことに よって全原 価を 洩れ なく洗い 出せ るよ うな マ トリク スを 作れ

ば,次 表 の とお りとな る。
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'〔表 原 価構成要 素 の マ トリク ス 〕
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この よ うなマ トリス クに したが って,お のおの の原 価構 成要素 を厳密か つ適 正に算 出 す るこ とに

よ って,そ の ジ ョブ にか か わ るすべ ての 原価 を洗 い 出 し,そ れ を見積積算 の基礎 として,こ れ らを

全 部回収で きる よ うな客 観的認 識 を内外 に確 立す る ことヵ～ 価格 の適正な秩 序へ の第 一歩で あ る。

以 下に,そ の 内容に つい て説明 を加え る。

(1}作 業 工程 のタ テ項 目.について

「営業活 動 」

その ジ ョブ に直 接関 係 あ る事 前の諸活動,す なわ ち,顧 客 に対 す る接触 に は じまる営 業 行為か

ら,事 前の 調査,テ ーマの決定,概 略 の仕 様 デザ イ ン,コ ンサル テ ィングをふ くむ顧 客 との連 累

討 議 などを経 て,提 案 書,見 積 書作成提 出に至 る一 連の受 注営 業 活動。

「システ ム設計 」

通 常 受注が 決定 したの ち,基 本 方針に も とつ いて,実 地 に対象 業 務を精査分析 し,利 用す る計

算 機や機 器 との関連 を 考慮 しつ つ,新 しい システム の全 手順 と相 互関係を 構 築す る作業 。

帖票等の 諸 様式 の設 計 も この段階 にふ くまれ るo
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「プ ログ ラム作 成 」

システム設 計に よ って構築 され た設計 図に したが って,計 算機等が その処理 を 行な う仕 事 の流

れ を説明 す るフ ローチ ャー トを 作成 し,こ れ にも とず いて プ ログ ラムの コ ーデ ィングを 行ない,

必 要 な ドキュメ ン トを 整備す る作 業 。

「シ ステム ・テス ト」

計算 機等を使 用して,プ ログ ラムの 実地 テス トを 行な い,必 要 な修 正をす る作 業。

「移行作 業 」

本 番作業 へ移 行す るための,マ ス タ ーフ ァイル 作成 その他の準 備作業。

「チ ェ ック ・整理 」

計算機処 理ののち,納 品 まで の事前 内容 チ ェ ック,整 理,修 正,製 本,報 告書作 成 等の 作業。

「搬 送 」

顧 客 との間 の製品,デ ータな どの搬送 作業。

{2}費 目(ヨ コ項 目)に つ いて

「人 件費 」(担 当生 産部門)

その ジ ョブを直接 担 当す る部 門の人件 費。 この人件 費を 「直接 人件 費 」と 「直接 管理 費 」とに

区分 す る。

「直接 人件 費 」は,そ のジ ョブに直接 関 与す る要 員の 人件費で,給 与諸 手 当,退 職金,社 会保

険料,通 勤費 など。'

「直接管理費 」は,そ の 生産 部門の 事 務所 費,消 耗 品費,一 般交 通費,図 書研究 費,福 利厚生

費 な どで,そ の 部門 内の管理費 として,そ の要員 の人件 費へ割掛け られ るもの。

「計 算機 費用,1/O機 器費用 」

自社所有 機械で あれ ば,そ の 償却費,金 利,保 険 料,税 金,保 守料な ど。 レ ンタ ル機械 であれ

ば,そ の レンタ ル料な ど。

この ほか,付 帯 す る電源,空 調,諸 工 事 などの設 備の償却 費,金 利,保 険 料 ,税 金お よび 電 力

料,維 持 費な ど。

なお,他 社 の機械 を借 用す る場 合は,そ の 機械使 用料。

「材 料費 」

磁 気テ ープ,カ ー ド,フ ォーム ・シ ー ト等 の代 金 調 製 費な ど。

顧 客 よ りこれ らの材 料 を預か るば あいは,そ の保管 管理 の費 用をふ くむ 。

「搬 送,通 信 費 」,「 出張,会 議 費 」

いず れ も,当 ジ ョブ に直接関係 して支 出され るもの。

「デ バ ッグ準備費 」,「 技術開 発 ・養 成費 」
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次項 「原価積算 の さいに考 慮すべ き諸 問題 」参 照。

3,原 価積 算の さい に考 慮す べ き諸 問題

か く して,こ れ らの 項 目に ついて原 価積 算がな され
,こ れ を 基礎 に見積 書 が作 成 され る こととな

るが,そ の際に 問題 とな る諸点 に つい て,付 記 してお くこと とす る
。

{1}技 術開 発 ・養成 費 の問題

計算 セ ンタ ー企 業が,技 術的に も向上 して,顧 客 に対 してよ り高度 な サ ー ビスを 提供 しう るた

め には,技 術 の新規 開発,技 術者の養 成 に常 に多 大の投 資を行な う必要 が あ る
。 事 実,各 計 算セ`

ンタ ー企業 では,こ の方 面に常時 巨額の 先行 的投資 を強い られ てい るが
,こ れ らの費 用は 厳密 に

回収 され ・ 再投 資に向け られ な くては 妨 ず・ この点搬 の誠 を 強 くか ち と る必 要の あ る問題

で あ る。

② 機 種更新 の問 題

前項 の技術 開 発にも 関連 す るが,急 速 に進 歩を つづけ ている計算機 業界 の現状 か ら
,計 算 セ ン

タ ー企 業 と しては,比 較的 短 期間の うち に余儀 な くされ るところの主 力機 種の 更新 に よ
って,そ

の繊 プ ・グ ラム ・コ ンパ ⇒ ・ ンな どの う しろむ きな牒 に悩 まされ てい る
.こ のた め,_

時的 に売 上げ が鈍 化 して,正 常な経 営を 圧迫 する とい う切実な問題 があ る
。

(3}デ バPtグ 準備 金の 問題

納品 後 にお け る不 測の修 正要 求に 対す る防護策 と しては,保 証 料 あるい は手 直 し料とい う形で

予 め計 上が可 歓 あれ ば・か な 脆 険は 軽減 され よ'うが
,事 実問 題 としては 完全 に カ.・.す るこ

とが きわめ てむ つか しいのが,ソ フ トウェアの大 きな特色で もあ る
。 その 対 策の一 方法 としての

「デバ ッグ準備 金 」制 度 の法制 化の 早急 な実 現 を望 み たい
。,

(4}計 算機 費用の算 出方 法の 問題

計算 鯖 用の 実 際の原 価は算 出で き・も調 ・・jの・
。ブにおけ る囎 当 り単 価を 出す1,あ い

,

計算機の稼働時間の算定に若干の問題がある
。

計難 は・その導入後・ばらくの年取 わたつて障 備その他の舳 から,稼 動率の立ち上り

が遅 れ ることが ㌔ で ある・ また・鋤 そのも のが向上 し・も
,カ グ ・・の修 正,再 処 駄 ど

稠 の軸 による賭 肚 の鯛 接 す・・とがしばしばで,実 際の収入を伴なう時間はぽ 常

総稼動時間の半分以下と見ねばならないであろう。
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{7)日 本 経 営 情 報 開 発 協 会 「'71コ ン ピュ ー タ 白 書 」 抄

情報化 時代 とコ ンピュ ータ

第1章 情報 価値 の認 識

コ ン ピュ ータの ハ ー ドウェ アに関 す る技 術開 発が進 み,ソ フ トウェアが 次第 に充 実 し,コ ン ピュ ー

タの利用が量的rc増 加 し,'ま た,質 的va向 上 ・多様化 す るrcつ れ て,わ が国で は1970年va情 報 とい

う無形の価 値を どの よ うに評 価 し,認 識す べきか とい う議 論が活 発に 行 なわ れ た。

通信 回線 の 自由化 にと もな って,将 来,増 加 を予 想 され る情報処 理 ナ ー ビスや情報提 供 サ ー ビスの

価 格 設定お よび開 発プ ログラ ムの 評価の 問題は もち ろん,1970年 に発生 した コ ンピュータに 関係す

る不測の 事故 あ るいは その誤 用に よっ て生 じた責 任 と補償 の問題,記 憶媒体 の 内容 に つい ての無断

複写の 問題な どが,情 報の 価値を どの よ うに認 識す べ きか とい う根 本問題 と関連 して 起って きた。

この問題 は,ま た,「 情報 とは何か 」 とい う情報 その ものの 本質を 規定 しよ うとす る抽象 的な本 質

論や,情 報 の形態 論,機 能論 などの 論議を 生んだが,こ こで は,と くrel970年rCtsい て議 論 された

「情報 価値 」論議 の中か ら,コ ン ピュータの ソフ トウェアの 価格決 定基準 設定の ための 「情報価 値 」

につい て要約 しよ う。

経済学 の教え る ところに よれば,一 般 に交換過 程に現 われ る経済財 の価値 は,価 格に よって表 現 され

る。経 済財 の価 格 の基礎 を なす 価値 は,主 観価 値論,あ るいは客観 価値 論,使 用 価値論 あるい は交 換

価値 論な どの立場か ら議 論 され てい る。

コン ピュ ータの ソフ トウ ェアを経 済財 として考え る場 合,そ の 価値 は何 に よって規 定され るで あ ろ

うか。 現状 の交換 過程 にお いて ソ フ トウェアは,印 刷物や 磁気 テープなど の形で 授受 され てい るが,

それ は情 報伝達 のため の媒 体 にす ぎず授 受 され るソ フ トウ ェアの価 値 は,授 受 され る媒体 に よ って決

まるので はな く,そ の 中 にあ る情 報に よって決定され る。で は,ソ フ トウェアを構成 す る情 報 の価 値

とは何 で あろ うか。

情報 そ のものは 無形で あ る。無 形の 事柄や ナ ー ビスに対 価を 支払 う例と しては,一 定の時 間拘 束 さ

れ て提供 され,労 働 時間の長 さに比例 して対価が 支払われ る労働用 役や,時 間の 長 さにか わ りな く,

質 的 な内容に よ って対価が 支払わ れ る技 術料,診 断料,設 計料,ロ イヤ リテ ィな どが ある。情 報の集

積 で あ るソ フ トウェアは,頭 脳 労働の 産物で あ って後者 の例 にきわ め て近い。

この よ うな無 形用役 に 対す る価 値評 価は,用 役 を直接 に評価す るので は な く,そ の 用役 な り技術 に

よ って生 産 され た有 形物 に よるか,あ るい は 用役 を受 け る人の主観 的満足を 基礎 としてい る。

ソ フ トウェアを構 成 してい る 「情報価値 」を評 価 す る場合 も,本 来な らば現在 行なわ れ てい る よう

に直 接 ソフ トウ ェアを 開発す るに要 した人時や プ ログ ラム ・ス テ ップを 基礎 に して評 価す るので は な

く,ソ フ トウ ェアを使 って具体化 され る果 実を評 価基 準 とす る方法 などを 考え なけれ ばな らな い。

すなわ ち,ソ フ トウェアの価格 は,特 定の プ ログ ラムを 使 って業務を処 理 した場 合 に受け るで あろ
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う報酬 の一 部 によ って,あ るい は節 約され た時間 の金 額換 算,ま たは節約 したメモ リーのハ ー ドウェ

ア代金 の何%と い うように,ソ フ トウェ アの 利用 に よっ てもた らされ る効果な どを,直 接 ある いは間

接に 測 定し て,そ こか らソ フ トウ ェアの価 格を逆 算 しなけれ ばな らないで あ ろう。

新 たに コ ン ピュータが 出現 す る と,ハ ー ドウェ アのメ ーカーは,基 礎 的,か つ,一 般 的な ソフ トウ

ェアを 作 成 し,先 発 ユ ーザ ーお よ び専 門ソ フ トウ ェア会社 は,特 定用 途 のため の効果的 な ソ フ トウ ェ

アを開 発す る。 ソフ トウ ェア に価値が あ るの は,い まだ類似 の ものが ほか にない とい う稀 少性に よる

こ とが大 きいが,そ の稀少性 は書 画骨 と うの場合 の よ うに,時 間の経 過 とともに増 大 す るも『ので はな

く,後 発 ユ ーザー あるい は他の 専門 ソ フ トウェ ア会 社 が同種の ソフ トウ ェアを開 発す る こ とに よ って

逆 に減 少 するの であ る。

ソ フ トウェ アの 稀 少性は,こ の よ うに模倣 ・複 写 などに よ って容易 にそこなわれ るばか りでな く,

ソ フ トウェアは,コ ンピュ ータの ハ ー ドウェアを離 れ ては ま った く価 値が ない とい う決定的 な特 長を

も ってい る。 す なわち,一 般 的 にい って コン ピュ ータの モデル ・チェ ンジが行 なわ れ るたび に ソフ ト

ウ ェアはす べ て作 り直 さね ばな らな い。

また,ソ フ トウ ェアはその 市場 性が 著 しく狭 い こ とも特 長で あ る。 すなわ ち,異 機 種間で の プ ログ

ラムの互換 性が な く,同 一 機 種で あ っても,主 メモ リーの大 き さ,磁 気 ドラム,磁 気デ ィス ク,磁 気

テ ープ ・サー ボの 種 類と台数 が異 な ると,必 ず し も同 じプ ログ ラムで は動か ない か らで あ る。

一般 に取 引き は,需 要 ・供 給 の双 方に とって納得 のゆ く価格が 与え られな けれ ば永続 きしない。 売

手 はその価 格で の報 酬を 得 る ことに よ って,再 生 産が 維 持で きなけれ ばな らない し,買 手に と っては

そ の価 格で の投資 が 予想期間 内 に回収 されな けれ ばな らない。

この よ うな視点か らみれば,現 在行 なわ れ てい る ような狭い 市場で の ソフ トウ ェアの売 買 はか な り

偶 発的で あ って,経 済的な 意味 を必ず しもも っ てい な い。 ある対価が 支払わ れた としても,そ れ は売

手か 買 手か の いずれ か に と って恩恵 的な も ので あ り,再 生 産を 前提 と しない 安い価 格か,将 来 の 回収

を 期待 しな い 高い価 格か の いずれ かで あるの が現 状で ある。

こ の現 状を打 開す るため には,ソ フ トウ ェアの価 値 を表現す る リー ズ ナブル な価格 が与 え られ なけ

れ ばな らない。 そ のために は ソ フ トウェア業界お よび コン ピュータ業界 は次の 諸点に 留意 しな けれ ば

な らな いで あ ろ う。

第1rc,ハ ー ドウェ アの イ ンタ ー フェ イスを標準 化 す るこ とで ある。 新機種 の設 計rc当 っ ては,ハ

ー ドウェア,ソ フ トウェア両 面にお いて 旧機種 と接 合を 可能 に する よ うに設計 すれ ば,機 種 変 更 のた

び にプ ログ ラムを組み 直す必 要が 大幅 に減 り,ソ フ トウ ェアの 寿命 もそれ だけ 長 くな るで あ ろ う。

ag2rc,新 旧 機 種のハ ー ドウ ェアで の イ ンターフ ェ イスの標 準化が 困 難で あれば,次 善の 策 と して

ソフ トウェ アだけで も旧機種で 作 られ た オブ ジェク ト ・プ ログ ラムがそ の まま新機種 にも通 用 す る よ

うに 設計す る ことが重要 で あ る。
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さ らに,い くつか 開発 され てい る ようなプ ログ ラム翻訳 用プ ログ ラムを 用意 し,ま た,同 じソース

プ ログ ラムが使え るよ うにす る ことが望 ま しい。

また,誰 が,ど こで,ど の よ うな プ ログ ラムを開 発,作 成 し,ま た,誰 が,ど こで・ ど うい うプ ロ

グラムを求 めてい るか とい う,ソ フ トウェア市場に 関す る情報が 前時 明 らか に され ていな けれ ばソ フ

トウ ェアの流 通は いつ まで も偶 発的 なもの に終 って しま うが,こ れ を改善 す るた めには・ ソ フ トウ ェ

ア市場 に関す る情報 を収 集 し周知 させ る組織 が必要で あろ う。

この よ うな ソフ トウェ アの流 通 市場を育成 す るた めわ が国で は,通 商 産業 省が率先 して,情 報処 理

振 興事 業 協会に 「プ ログ ラム調査簿 」の作 成を依頼 し,利 用 者 の便 に供 してい るこ とは画 期的 な事実

といわ なけれ ばな らない 。

最 後 に,ソ フ トウェアの保護 につい ての 議論を要 約 しよ う。

ソ フ トウ ェアを 購入 あ るい は借 り受 けた 場合,イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ トの みのマニ ュアルを入 手

すれ ば 演算 してア ウ トプ プ トを 出す こ とはで きるが,プ ログ ラムの手法,そ の他技術 的 内容 の 記述 が ・

なけれ ば演 算実行 中に問題 が 生 じても,な ん らの対 策 もた て られ ない。 そ こで ユ ーザ ーは,手 法の 内

容 説明や ソース ・プ ログラムを 要求 す る傾 向が あるが この ことはプ ログ ラム の模写お よび 解読の機

会をユ ーザ ーに与 え る ことになる。 と くに,リ ース契約 に よってあ る期 間ソ フ トウェアを借 り受け る

場合 に は,ソ フ ドゥェアの開 発者 あるい は所有者 に対 してなん らかの保 護措 置を 考慮 しなけれ ばな ら

ないで あろ う'。'

情 報の 価値 とい うことを ソ フ トウェアの 価格 決定基準 とい う面に限 定して述べ たが,情 報 の 範囲を

ひ ろげ て コン ピュ ータ の ア ウ トプ プ ト,さ らに調査 な どの レポ ー トまでを ふ くませ る場合も 前述 した

特 長が 問題 とな ろ う。

情報の 価値 は,情 報 の量 に よって決 まるのでは な く,情 報の 需要者 の必要 性を十分 満足 させ るこ と

によ って決 ま り,た とえ それ が少量で あ っても価値 が認 め られ るので あ る。 しか し,現 実 にわ が国で

は商品 とし ての情 報は 量の多 寡 によ って評価 され る風潮 が ある。 この ような環 境を 改め るため には,

情 報 の価値 とは何 かを認識 す るよ うな社 会的意 識革命 が 必要とな るで あろ う。工 業 化社会 におけ る価

値認 識のひ とつの 基礎 とな った単純な肉 体的 労働価 値説に かわ って,情 報 化社 会にお い ては,人 間 の

頭 脳的 労働 こそが 価値の 根源 と して認識 され な けれ ばな らないで あろ う。 しか し,現 実 問題 と して

「情 報 価値 」の表 現形 態で ある価 格 決定 は,理 論に よ って先導 され る もので はな'く,数 多 くの取 引 き

の 実績 と,急 速 な技術 革新 と漸次的 な意識革 命をふ くんだ 社会環 境の変化 に よって醸成 され るもので

あ ろ う。(以 下略)
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(8)そ の 他 資 料

山

"睾

,
、

い

‖"1'

:弐.ゴ

〔:iぞ・
.

ゐ 吐

浩☆

・経済審議会情報研究委員会 「日本の情報化社会」抄

第8章 情報 産業 の台 頭

第5節 情 報 産業発展 の条 件

6.情 報 価 値の 確立

既存 の コ ンサル トと して,建 築 設計 事務所 とか,エ ンジニ ア リン グ ・サ ー ビス とか は,そ の技

術 的価 値を 設計 料と い う形で 売 る よ うにな りつ つ あ る。 それ に対 して,ソ フ トウェア に関 しては

その価 値が特 許法 また は著作権 法 とかに よ って確立 され ていない ため,ソ フ トウェ ア ・コス}を

算 出す るの は,現 在は工 数見積 りに よるのが唯一 の方 法で ある。 しか も,ソ フ トウェ アは,八 二

ドに付 随 してメ ニカ ーかち 無償で サ ー ビス され る もの と誤解 し ている。 も ち ろん,シ ステム ・ソ

フ トウェア と呼ばれ る機 械を 有 効に運営 す るた めの プ ログ ラムや 若干の プ ログ ラム ・ラ イブ ラ リ

ーは,メ ー カ ーが提 供すべ きも ので あろ うが
,ア プ リケ ーシ ョンともなれ ばほ とん ど受 注生 産で

あ るか らユ ーザ ー負担で なけ れば な らな い。

この ソフ トウ ェアに対 する価 値の 認識が な けれ ば,人 材 も育 ってゆか ない。 また,官 庁予 算の

中で 「ソ フ トウェ アに 関 しての 予算 」が つい たの は,こ こ1,2年 の ことで あ って,在 来の よう

に 物に つい てだ け また は工数 につい てだけ 予算 が認 め られ るよ うな こ とで は
,ソ フ トウ ェナ開発

の80%が 政府 関係 の発 注だ といわ れ るアメ リカ との 間rc ,ま す ます格 差を 生ず るだ ろ う。

「サ ー ビス はただ で あ る」とす る在来 のわ が 国の慣 行が続 くか ぎり,ソ フ トウ ェアを は じめ と

して,情 報の 価 値を 向上 させる こ とはむ ずか しい。 これ をいか に是 正す るか が今後 の課 題 といえ

よ う。

、
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第12章 情報化社 会へ の条 件整備

第3節 主 と して体制 にかかわ る条件 整備

6.情 報価値 の確立 お よび保護

情 報 価値,特 に高度 に 加工 され た 情報 の価値(端 的 にい えば,ア プ リケ ーシ ョン ・プ ログ ラム

等 の広 義の ソフ トウ ェアに対す る価 値)の 認 識は徐 々 に高 ま りつ つあ り,ソ フ トウ ェアに対す る

評価の 面か らみて も,か つてのハ ー ドウェ アに付随 した ソフ トウェアとい う認 識か ら,ハ ー ドウ

ェアか ら独立 分 離 して評 価す る(具 体 的 には販売 す る)と い う方向へ 向か ってい る。 この ような

ソ フ トウェ アrc対 す る新 しい 価値観 の確立rc伴 って、わ れわ れは次の2つ の問eeva直 面 して いる。

す なわ ち 「ソフ トウ ェアの商品 とし ての価値評 価 」お よび 「ソフ トウ ェアの 所有権 とそ の保護 」

が それ であ る。

生 産物 に対す る今 日の価値 評価はお もに生産原価 的尺 度に基づ くもので あ った。 もし,そ れを

そ の ままソ フ トウェ アの価値 評価に適 用す るな らば,主 とし て頭 脳的労 働の所 産で ある ソ フ トウ

ェアの価 値は,そ れ を作成す るた めに費 や され た 「投 下労働 量 」の 関数 として とらえ るこ とにな

るで あろ う。 も し,そ の ような 「出来 高払い的 価値 評価 」を 行な うな ら,ソ フ トウ ェアの評価 は

た んに労働量 の価 値にす ぎず,ソ フ トウェアが 本来 も ってい る情報 と しての価値 は ま った く無視

され ることにな る。 本 来 ソフ トウ ェアの情報 としての価 値は,そ の運 用に よって受け るメ リフ ト

の価 値 す なわ ち,利 用価値で あ り効用の 認識で な くてはな らない。

とはい え,そ の よ うな利 用価 値 は,容 易に確立 され るも のではない。 そ のため,暫 定的 に は所

要 労働 量 コス トを基 本的 な価値尺度 とする こと もやむ を えな いが,問 題は た とえ ば アプ リケ ーシ

ョン ・プログ ラムの場合,「 プ ログ ラム作成 」として受 注す るのか,あ るい は 「問題 を解 決す る

シス テムの企画 」と して受注す るの か とい う点 にある。 情報価値,ソ フ ト価 値が確立 され るには

問 題を 志向す る 「知 的技 術 と しての体 系 」としての価 値観が まず確 立 しな けれ ばな らない 。プ ロ

グ ラム作 成費 として考 えてい るとい った レベルにおい ては,コ ス ト指向 的価 格に とど ま ざるをえ

な いだ ろう。

ソ フ トウ ェアVC99す る第2の 問題 はその 「所 有権 の帰属 お よび権 利保全 」vaあ る。特va,汎 用

度 の高いプ ログ ラム ・バ プケ ージ(レ デ ィ ・メ ー ドの汎 用プ ログラム)に つい ては,「法 の 精神 」

と しては,現 行 の所 有権法で 当然保 護 されね ばな らな い にもかかわ らず,物 への化体性が ないが

ゆ えに特 許法 の対象 外で あ り,ま た性 格的に最 も近い 著作 権法にお いて も複製 の解釈,侵 害事 実

の確認 等に疑 問が あ り,完 全に は保護 しえ ないで あろ う。 今後の 対策 とし ては,た とえ ば著作 権

法 の一 部改 正等 によ る 「法律 によ る権 利保 護 」,公 的機 関 による ソフ トウ ェアの 「登録 ・認 定制

度 」の採用お よび そ の登録 され た ソ フ トウ ェアの利 用 に対 する 「対価 の支払 義務 」の法 制{ヒま た

は 「標準価 値 等算定基 準 」の設 定お よびその励 行の 法制化 などが 考え られ よ う。

一102一

・摯

7
、

川

,ピ か

1;!

認
』

1ξL

・

,る
『

・{1
.1

・
ー

ジ

"ノ



,

.

'

1

、

,

・

.

・

「

.

.

1

一

「

.

「

・

㊨

.

}

・

～

.,

㌧

鍾

膏



一

'

・

∀



鶴二費 せ 」』聾
著者名

書 名方 陣 了の価値に齢 る誠 報鵠

/

λ

1所 属
帯 出 者 氏 名 貸出 日

返 却

予定 日

ナ

返却 日!:
`

、

/

/

.

禁 無 断 転 載

昭和47年3月 発行

発行所 財団法人 日本 情報 処 理 開 発 セ ンター

東京都港区芝公園3丁 目5-8

機 械 振 興 会 館 内

TEL(434)8211(代 表)

印 刷所 株 式 会社 チ ャ ン ス メ ー カ ー

東 京都 千代 田区 神田錦 町3-19

TEL(295)1177(代 表)

46-ROO3



`


